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「総合的な中長期施設マネジメント計画」とは 

本学は，この５年間で１０万㎡余りの新たな

建物が建設され，キャンパスでは建て詰まりが

進む一方，教育研究診療活動の進展等により新

たな施設需要も多く寄せられ，教育研究組織改

革（工学系，情報系，人文・社会科学系の教育

研究組織の全学的な見直し。以下「組織改革」

という。）に伴うスペースの再配分も課題と

なっている。 

また，保有建物は約７９万㎡（全国立大学中

８位）となっており，このうち耐用年数（４７

年）を超えた建物が全体の約４分の１を超え，

今後６年間では約３分の１に達する等，老朽化

対策が急務になってきている。 

施設整備及び維持管理に係る予算は，基本，

国からの予算措置によっているが，厳しい財政

状況の下，今後も削減される傾向であり，必要

な予算が確保できない場合には，教育研究診療

活動に重大な支障をきたすおそれがある。 

本学が保有している施設を良好な状態で維持

管理していくためには，経営者層を含めた構成

員が，施設の現状と課題を把握し，優先すべき

課題や取組について総合的に判断し，必要な財

源確保の方策を検討することが重要になってき

ており，また，本年度策定した「名古屋大学松

尾イニシアチブ NU MIRAI 2020」では，「世

界水準のキャンパスへの創造的再生」を目標と

し，持続可能なキャンパス実現のための施設マ

ネジメント計画の策定と実行を掲げている。 

「総合的な中長期施設マネジメント計画書」

は， 

・適正な整備水準と管理水準を定める（クオ

リティマネジメント） 

・現有資産を最大限に有効活用させる（ス

ペースマネジメント） 

・経費の縮減・抑制と平準化を図る（コスト

マネジメント） 

といった目標を掲げ，現状把握から実行計画

に至るまでを，「総合的マネジメント」として

まとめ，「インフラ長寿命化計画」（基本計

画，個別計画）により，技術的な課題を解決し

つつ，経費の縮減及び平準化を図り，「アク

ションプラン」の実施によって，施設を中長期

にわたって良好な状態で維持管理し，継続させ

ることを目指したマネジメント計画である。 

本計画は，図表ー1.1のように「名古屋大学

キャンパスマスタープラン2016」

（CMP2016）の対象別のマネジメントと連動

し，目的別のマネジメントを推進するものであ

り，計画の過程で顕在化した問題解決のため，

強化したキャンパスマネジメント体制により，

毎年度計画の見直しを行う等，ＰＤＣＡサイク

ルを展開し，戦略的なマネジメントを推進して

いく。 

Ⅰ. 「総合的な中長期施設マネジメント計画」  

について 

 
       キャンパスマネジメント 

CMP2016 
対象別マネジメント 

総合的な中長期施設マネジメント計画 
目的別マネジメント 

ファシリティマネジメント 
・ライフサイクルマネジメント 
・スペースマネジメント 
・アセットマネジメント 

デザインマネジメント 

エネルギーマネジメント 

総合的マネジメント 

クオリティマネジメント 
（品質目標管理） 

コストマネジメント 
（財務目標管理） 

スペースマネジメント 
（供給目標管理） 

図表－1.1 
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１．キャンパスマスタープラン2016 

１ー１ キャンパスマスタ－プラン2016の

役割と位置づけ 

キャンパスマスタープラン（ＣＭＰ）

は，大学がその経営理念に基づき合意形成

した，キャンパス空間の計画目標であり，

継続的に実施される施設環境整備と管理運

用の拠りどころとなる指針である。 

名古屋大学のキャンパスマスタープラン

は，「名古屋大学学術憲章」掲げられた基

本理念のもとで実践される。 

アカデミックプランを支えるため，キャ

ンパス全体の環境整備とその運用の観点か

ら，長期的な視野とともに，中期的な目標

達成のための戦略計画を策定するものとし

て位置づけしている。 

 

１ー２ CMP2016におけるアクションプラン 

CMP2016による，キャンパスマネジメ

ントのアクションプランの主な内容は次の

とおりであり，本計画において取り組みを

推進する。 

 

ａ．ファシリティマネジメント（FM）に

よる施設整備運用計画  

・ライフサイクルマネジメントによる施

設の整備・運用 

・施設長寿命化のための中長期保全計画

の見直し 

・施設の総量適正化に向けての方針 

・施設設備更新の優先順位づけの方策 

・施設点検・評価と改修・修繕計画 

 

ｂ．スペースマネジメントによる施設の有

効活用と財源の確保 

・各部局の面積基準の見直しとスペース

の棚卸しの実施 

・スペースチャージによる中長期マネジ

メント経費の確保 

  

ｃ．アセットマネジメントによる宿舎等資

産の有効活用 

・宿舎等資産の一元的管理体制の構築 

・各利用者ニーズの把握による全体需要

の見直し 

・各敷地や施設の状況に応じた多様な財

源による事業スキームの策定 

・優先順位付けによる年次計画の策定と

実行 

 

ｄ．デザインマネジメント（DM） 

・事業検討の際の評価の視点 

・重要度に応じた設計者選定の仕組み 

・立地／規模／用途に応じたプロセス分

類 

・事業検討の際の評価の視点 

・重要度に応じた設計者選定の仕組み 

 

ｅ．名古屋大学型コミッショニングの実施 

 

ｆ．建物外観に関するデザインガイドライ

ン  

・キャンパスの歴史の尊重 

・近代建築資産のデザイン継承 

・ブランディングの価値としてのキャン

パス 

・デザインガイドライン 

・都市空間としての魅力を高める統一性

と多様性を備えたデザイン 

・エリア毎のデザインコード 

・設計標準仕様書 

 

ｇ．サインマニュアルとユニバーサルデザ

インガイドラインの運用 

 

ｈ．エネルギーマネジメント（EM） 

・省エネによる光熱費抑制を促進する財

務的対策 

・コミッショニングによる省エネと設備

信頼性の向上 

・低炭素エコキャンパス化に対する第三

者評価への取組 

 

ｉ．エネルギーマネジメントの体制 

・キャンパスマネジメント推進体制の整

備 

・部局分散型管理体制から本部統括型

ネットワーク管理体制へ 

・教職協働体制の有効性と課題 

・各組織間の管理情報の見える化と情報

共有化 

・中期計画との連動と実現評価の仕組み 
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２．施設マネジメント体制 

経営層のリーダーシップと全学的体制に

よる戦略的な施設マネジメントを一層進め

るために，審議体であった施設・安全委員

会及び施設計画・マネジメント委員会を廃

止し，キャンパスの維持向上に関する企

画・立案並びに全学的な業務を行うために

平成２８年４月１日付けで，名古屋大学

キャンパスマネジメント本部を設置して，

キャンパスマネジメント体制の強化を図っ

ている。（図表ー1.2） 

 

本学のキャンパスマネジメントについて

は，「名古屋大学キャンパスマネジメント

による創造的再生」として，東山キャンパ

スにおける，この１０年余りの創造的再生

に向けたキャンパスマネジメントに関わる

一連の取り組みについて評価され「2015

年日本建築学会賞（業績）」を受賞するな

ど高い評価を得ている。 

業績の評価は，「名古屋大学では通常困

難を伴うキャンパスマネジメントを，教職

員が一体となった組織を構成することによ

り，実効力をもって実施している。キャン

パスマネジメントは全国の大学が抱えてい

る問題でもあり，ここで示された方法論は

波及効果が大きい。」といった内容となっ

ている。受賞を機に，さらにトップマネジ

メントとして，教職協働によりキャンパス

マネジメントを発展・推進していく。 

 

 

2015年日本建築学会賞 賞状 

総長 

経営協議会，教育研究評議会，部局長会 

施設・安全委員会 

施設計画・マネジメント委員会 

交通専門部会 

各種WG 

総長 

経営協議会，教育研究評議会，部局長会 

名古屋大学キャンパスマネジメント本部 

改組前 改組後 図表－1.2 
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（参考） 

名古屋大学キャンパスマネジメント本部規程 

 

（設置） 

第１条 名古屋大学（以下「本学」という。）

におけるキャンパスの維持向上に関する企

画・立案及び全学的な業務を行うため，本学

に名古屋大学キャンパスマネジメント本部

（以下「本部」という。）を置く。 
 

（定義） 

第２条 この規程において，次の各号に掲げる

用語の意義は，当該各号の定めるところによ

る。 

一 スペースマネジメント 全学的にスペー

スを管理し，目的・用途に応じた施設の

需給度合い，利用度等を踏まえて，適切

に配分するとともに，不足する場合には

新増築等施設の確保を行い，施設を有効

に活用することをいう。 

二 クォリティマネジメント 施設利用者の

要望に配慮しつつ，安全及び教育研究等

の諸活動を支援する機能等を確保し，施

設の質の向上を図ることをいう。 

三 エネルギーマネジメント 施設のライフ

サイクル（企画・計画，設計，施工，運

用及び改修をいう。）を通じて，省エネ

ルギー性能の分析・評価を実施し，省エ

ネルギー・省CO2 化を図っていくことを

いう。 

四 アセットマネジメント 計画的かつ効率

的に，施設の整備及び維持管理を行うこ

とにより，施設の長寿命化，利活用及び

統廃合を進めることで，保有資産の最適

化を図ることをいう。 

五 キャンパスマネジメント キャンパス全

体について総合的かつ長期的視点から，

施設を確保し，活用するために行う一連

の取組をいう。 
 

（業務） 

第３条 本部は，第1 条の設置目的を達成する

ため，関係部局等の協力を得て，次に掲げる

業務を行う。 

一 スペースマネジメントに係る企画・立案

及び実施に関すること。 

二 クォリティマネジメントに係る企画・立

案及び実施に関すること。 

三 エネルギーマネジメントに係る企画・立

案及び実施に関すること。 

四 アセットマネジメントに係る企画・立案

及び実施に関すること。 

五 その他キャンパスマネジメントに関する

こと。 
 

（本部長） 

第４条 本部に本部長を置く。 

２ 本部長は，理事，副総長又は副理事のうち

から総長が選考し，任命する。 

３ 本部長は，本部の業務を総括する。 
 

（副本部長） 

第５条 本部に副本部長を置くことができる。 

２ 副本部長は，施設・環境計画推進室長を

もって充てる。 

３ 副本部長は，本部長を補佐し，本部長に事

故がある場合は，本部長の職務を代行する。 
 

（本部員） 

第６条 本部に，次に掲げる本部員を置く。 

一 災害対策室長 

二 東山地区，鶴舞地区及び大幸地区の地区

ごとに本部長が指定した部局の長又は当

該部局の長が指名した者 

三 事務局の各部長及び教育監 

四 その他本部長が必要と認めた者 

２ 前項第２号及び第２号の本部員は，総長が

任命する。 

３ 前項の本部員の任期は，2 年とする。ただ

し，再任を妨げない。 
 

（会議） 

第７条 本部に，キャンパスの維持向上に関す

る企画・立案及び全学的な業務に関する事項

を協議するため，キャンパスマネジメント本

部会議（以下「会議」という。）を置く。 

２ 会議の組織及び運営に関し必要な事項は，

別に定める。 
 

（事務） 

第８条 本部の事務は，関係部・課の協力を得

て，施設管理部施設企画課において処理す

る。 
 

（雑則） 

第９条 この規程に定めるもののほか，本部に

関し必要な事項は，別に定める。 
 

附 則 

この規程は，平成28 年4 月1 日から施行

する。 
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Ⅱ． 総合的マネジメント 

１．総合的マネジメントの推進 

１－１ 総合的マネジメントとは 

総合的マネジメントの計画にあたって

はアセットマネジメントの観点から，計

画的に施設の整備や維持・管理を行うこ

とにより寿命を延ばしたり，利活用や統

廃合等によりムダをなくし，保有総量の

縮小等により施設運営の最適化を図るも

のである。 

手法は，ＬＣＣ（ライフサイクルコス

ト）型とＮＰＭ（ニュー・パブリック・

マネジメント）型を用いることが多い。 

本計画においてはＬＣＣ型で計画す

る。 

 

（参考） 

ＬＣＣ型 

施設・設備を資産としてとらえ，最初

に施設・設備の状態を客観的に把握，評

価し，中長期的な施設・設備の状態予測

する。その後，予算制約の中で，ライフ

サイクルプロセスを通じて，いつどのよ

うな対策をどこに行うのが最適であるか

を判断し，効果的かつ効率的に管理す

る。 

管理にあたってはＰＤＣＡサイクルを

用いて見直しを行う。 

ＮＰＭ型 

ＮＰＭの考え方を導入し，顧客主義の

観点からアウトカム指標を決定するな

ど，利用者の満足度に基づく目標管理を

実施し，目標の設定から事業評価のモニ

タリングまでの総合的な経営を目指す。 

※ＮＰＭ：民間企業の経営手法を行政

管理に積極的に取り入れ，効率化やサー

ビス向上を実現しようとする手法 

 

１－２ 取り組みの背景 

本学は建物面積約７９万㎡を保有し，

建物及び構築物の有形固定資産は1,460億

円，平成１６年度の2.3倍となっている。

しかし，資産の減価損失累計額等は541億

円と平成１６年度に比べて１１倍と増え

てきている。(図表ー2.１) 

また，建物及び基幹設備（インフラ）

の経年による老朽化対策等の課題を抱え

ている。 

厳しい財政状況の中，良好なキャンパ

ス環境を維持向上させ，施設利用者に最

小費用で最大限の満足度を与えるため

に，総合的なマネジメントを推進する必

要が生じている。 

63,686
106,993

145,924

-4,837 -24,194
-54,118

203,980
227,267

254,828

-100,000

0

100,000

200,000

300,000

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

資産推移（単位：百万円）

有形固定資産（建物＋構築物） 減価損失累計額等 資産合計

図表－2.１ 
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２．現状と課題 

２－１ 土地の現状 

２－１－１ 土地利用状況 

ａ．土地面積 

本学は約327万㎡（ナゴヤドーム27.3

個分）土地を所有しており，東山，鶴

舞，大幸，豊川及び東郷キャンパスの合

計で全体の約４割を占めている。 

 

ｂ．敷地用途別面積 

実験実習地が全体の約３分の２，生命

農学研究科附属フィールド科学教育研究

センター稲武・設楽フィールドが全体の

約２分の１を占めている。（図表ー2.

２） 

 

ｃ．校舎敷地利用状況別面積 

緑地・広場が約４分の１となってお

り，キャンパスの印象以上に広い面積を

保有しており，東山キャンパスで風致地

区の指定による抑制効果と考えられる。 

また，整備予定地が約１万㎡と極めて

少なく，各キャンパスとも建て詰まりが

顕著で，課題となっている。(図表ー2.

３～５） 

図表－2.２ 

図表－2.３ 

校舎敷地, 628,131㎡, 19%

附属病院敷地, 

51,789㎡, 2%

附置研究所敷地, 

244,218㎡, 7%

屋外運動場敷地, 

105,994㎡, 3%寄宿舎敷地, 18,839㎡, …

実験実習地, 

2,146,143㎡, 

66%

職員宿舎地, 59,669㎡, 2%

その他, 14,288㎡, 

0%

敷地用途別内訳（H27.5.1)

建物敷地, 

350,993㎡, 38%

緑地・広場, 

223,002㎡, 24%

道路, 112,186㎡, 

12%

駐車場, 29,198㎡, 

3%

屋外実用地, 

198,749㎡, 22%

整備予定地, 

10,010㎡, 1%

校舎敷地利用状況別内訳（H27.5.1)
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図表－ 

図表－2.４ 

536,997㎡

35,316㎡

36,930㎡

51,789㎡

57,617㎡
87,850㎡

11,533㎡

2,682㎡

1,588㎡

2,032㎡

12,991㎡

東

山

鶴

舞

大

幸

東山，鶴舞，大幸キャンパス敷地用途別内訳（H27.5.1)

校舎敷地

附属病院敷地

附置研究所敷地

屋外運動場敷地

寄宿舎敷地

職員宿舎地

その他

272,894㎡

56,887㎡

14,492㎡

203,941㎡

8,208㎡

10,582㎡

70,801㎡

13,094㎡

5,146㎡

16,142㎡

8,164㎡

4,172㎡

23,364㎡

752㎡

7,472㎡

2,538㎡

東

山

鶴

舞

大

幸

東山，鶴舞，大幸キャンパス校舎敷地利用状況別内訳（H27.5.1)

建物敷地

緑地・広場

道路

駐車場

屋外実習用地

整備予定地

図表－2.５ 
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ｄ．職員宿舎の土地利用状況 

市内各所に点在する宿舎は，用途地

域等によって資産価値が大きく異なっ

ている。 

杁中住宅，幸川町宿舎は利用容積

率，利用建ぺい率とも低いため，改築

等の計画と併せて有効活用を図ること

が求められる。（図表－2.6～７） 

200%
200%

80%

132.54%

200%150%

150%

150%

200%

54.4%

98.7%

55.9%

56.2%

69.7%64.5%

67.8%

90.8%

105.5%

幸川町宿舎

陶生町宿舎

滝ノ水住宅

園山住宅

杁中住宅平針住宅１号棟

平針宿舎Ａ棟他

猪高町宿舎

矢田町宿舎

職員宿舎用地利用状況

法定容積率 利用容積率

60%

69.87%

40%

53.25%

60%
50%

50%

50%

60%

13.6%

35.3%

14.2%

18.7%

16.5%16.1%

16.8%

21.1%

21.1%

幸川町宿舎

陶生町宿舎

滝ノ水住宅

園山住宅

杁中住宅
平針住宅１

号棟

平針宿舎Ａ

棟他

猪高町宿舎

矢田町宿舎

職員宿舎用地利用状況2

法定建ぺい率 利用建ぺい率

図表－2.６ 

図表－2.７ 
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ｅ．校舎敷地の利用状況の推移 

東山キャンパスでは，屋外実習用地が

大幅に減少し，建物敷地が約2.7倍に拡

大し，また，道路，緑地・広場の利用面

積も拡大している。(図表ー2.8） 

鶴舞キャンパスでは，建物敷地がやや

減少し，代わりに道路面積が増えてお

り，整備予定地が確保されていないと

いった課題を抱えている。(図表ー2.９） 

大幸キャンパスでは，緑地・広場の利

用面積が約2.5倍に拡大し，代わりに建

物面積が減少している。(図表ー2.1０） 

 

図表－2.８ 

272,894㎡

100,378㎡

203,941㎡

187,022㎡

70,801㎡

45,316㎡

16,142㎡

13,570㎡

23,364㎡

252,064㎡

7,472㎡

10,864㎡

東山H27.5.1

東山H16.5.1

東山キャンパス校舎敷地利用状況別内訳の推移

建物敷地 緑地・広場 道路 駐車場 屋外実習用地 整備予定地

56,887㎡

59,531㎡

8,208㎡

8,149㎡

13,094㎡

11,316㎡

8,164㎡

8,164㎡

752㎡

752㎡

鶴舞H27.5.1

鶴舞H16.5.1

鶴舞キャンパス校舎敷地利用状況別内訳の推移

建物敷地 緑地・広場 道路 駐車場 屋外実習用地

図表－2.９ 
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14,492㎡

20,518㎡

10,582㎡

4,180㎡

5,146㎡

5,522㎡

4,172㎡

4,172㎡

2,538㎡

2,538㎡

大幸H27.5.1

大幸H16.5.1

大幸キャンパス校舎敷地利用状況別内訳の推移

建物敷地 緑地・広場 道路 駐車場 整備予定地

図表－2.10 

２－１－２ キャンパスに係る都市計画の

状況 

ａ．東山団地地区計画 

平成２０年１０月に名古屋市により市

内全域に高度地区の拡充が行われ，以前

はほぼ全域で高さ制限のなかった東山

キャンパスに新たに３１ｍの高度規制が

かけられた。 

また，本キャンパスは，名古屋市にお

ける東部丘陵地の一画を担い，風致地区

にも一部指定されている。 

このような制約下で，教育研究施設の

用地の確保と，緑豊かでゆとりある良好

な環境の維持の両方を実現するため，都

市計画提案制度（都市計画法２１条の

２）を活用し，教育研究施設の集約と高

層化の方針のもと「名古屋大学東山団地

地区計画」の手続きを進め，平成２５年

１２月に都市計画決定を受けた。（図

表ー2.1１） 

図表－2.11 
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b．鶴舞キャンパス容積率緩和 

附属病院では，平成５年より再開発整

備が開始されたが，病院の再開発，総合

研究棟の整備を進めるに当たり，指定さ

れた容積率200%を超過することが予想

されたため，平成１４年より名古屋市と

容積率緩和に向けた協議を開始し，平成

１６年８月に都市計画法による「鶴舞町

地区計画」（再開発等促進区）として制

定された。 

この地区計画では，容積率の緩和条件

として定められた地区施設（緑道・広場

等）の整備，屋上緑化及び敷地内緑化

（緑化率30%）の整備等により，段階的

に上限235%まで緩和認定を受けること

が可能となったが，再開発開始後から既

に２０年が経過し，社会情勢や医療を取

り巻く状況の変化，技術の進歩・変革等

に対応する必要が生じ，医学部及び附属

病院の機能強化のためには上限の容積率

（235%）では将来的に不足することが

想定された。 

このため，平成２５年６月より，さら

なる容積率の緩和に向けて名古屋市との

協議を開始し，近隣住民への説明，同意

の取得等を経て，都市計画法２１条の２

に基づく都市計画提案制度により，用途

地域，高度地区，地区計画の変更に係る

都市計画提案を行い，平成２７年８月に

変更決定され，近隣商業地域，容積率

300%になった。 

この地区計画により，約５万９千㎡の

容積拡大につながった。（図表ー2.12） 

図表－2.12 
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２－２建物の現状 

２－２－１整備状況 

本学が保有している建物は約７９万㎡

（ナゴヤドーム6.6個分）であり，その

うち耐用年数４７年を経過した建物は全

体の４分の１を占め，今後６年間では全

体の３分の１に達し，良好な状態を保た

ないと教育研究診療活動に支障をきたす

ことが懸念される。（図表－2.13） 

文部科学省が施設整備補助の根拠とす

る必要面積は，本学で約８３万㎡であ

り，補助対象となっている保有面積との

差は，４万㎡（要整備面積と呼び，今

後，国が補助できる面積）となってい

る。（図表－2.14） 

また，平成１６年度以降，約３万㎡の

建物を自己財源，寄附等により整備して

きていおり，整備率（保有面積／要整備

面積）は94.6%，補助対象の整備率は

87.7%となっている。（図表－2.14～

15） 
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768 763 763 765 767 769 772 779 

812 820 

831 

658 660 663 
674 674 680 
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776 
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632 642 642 649 648 651 
667 666 668 
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719 

729 
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900
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千㎡ 必要面積，保有面積の推移

必要面積 保有面積（補助＋自己整備） 保有面積（補助整備）

図表－2.13 

図表－2.14 
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建物用途別の整備率では，大学図書館

が低い整備率となっている。 

また，大学管理室（事務局施設，一般

管理施設，講堂，大学ホール）及び大学

支援施設（研究者交流施設，教職員施

設，福利施設，保健管理施設，課外活動

施設 ）は，自己財源による整備を進めた

結果，補助整備率を上回っている。 

整備率が平均を下回っている大学図書

館及び大学体育施設については，既存施

設の有効活用を図ったうえで，狭隘解消

について，検討する必要がある。 

（図表－2.16） 

図表－2.15 

86.4%

94.6%

83.1%

87.7%

75%

80%

85%

90%

95%

100%

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

整備率の推移

整備率（補助＋自己整備） 整備率（補助整備）

図表－2.16 

92.0%

60.3%

82.2%

116.4% 113.2%

90.7%
96.4%

155.5%

102.9%
94.6%

88.3%

57.9%

75.9% 76.0%

99.7%
88.6%

94.6%

55.3%

100.0%

87.7%

50%

100%

150%

建物用途別整備率

整備率（補助＋自己整備） 整備率（補助整備）
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整備面積 事業件数
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国立大学法人等施設整備事業
（新増改築分）(H23-H26)

 

9,818 9,800 9,791 9,744 9,701 9,640 9,700 9,758 9,783 9,879 9,926

3,550 3,464 3,409 3,443 3,425 3,517 3,597 3,637 3,638 3,603 3,574

2,361 2,414 2,475 2,373 2,320 2,294 2,337 2,337 2,285 2,309 2,298
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平成２３年度から平成２６年度にお

ける施設整備補助金における新増改築

の事業では，厳しい財政状況の中，整

備面積，件数とも全国立大学の中で２

番となっており，活発な教育研究活動

への評価ととれる。（図表－2.17） 

一方，学生数及び教員の数について

はほとんど変化は見られない。 

（図表－2.18～19） 

施設整備補助金及び自己財源等によ

る整備が進められた結果，狭隘化が解

消されつつある。 

 

図表－2.17 

図表－2.18 

図表－2.19 
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宿泊施設の用途では，職員宿舎２２棟

約３万㎡を保有し，このうち耐用年数４

７年を経過した建物を５千㎡約１７%保

有しており，今後６年間で全体の約４

６％，１万４千㎡が耐用年数を超える。

（図表－2.20） 

学生宿舎は，１４棟約３万㎡を保有

し，今後６年間で耐用年数を超える建物

が約１９％，約５千７百㎡に達する。 

（図表－2.21） 

外国人研究者用宿舎は，１２棟約３千

６百㎡を保有し，耐用年数を超えた建物

が全体の約２３％。，約８百㎡となって

いる。（図表－2.22） 

宿泊施設については，老朽化への対策

を講ずるとともに，教育研究診療活動に

影響を与えないように，独立採算方式で

運営するなどの検討が必要であり，適正

な戸数を確保し，良好な環境のもとで学

生・教職員に継続して提供していく必要

がある。 

図表－2.20 

図表－2.22 
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２－２－２ 他の国立大学との比較 

本学は，建物面積で全国立大学の中で

８番目の面積を保有している。 

１０国立大学の比較では，整備率が低

く，不足面積は約4.5万㎡でトップと

なっている。（図表ー2.23） 

また，平成１６年度との比較では，東

北大学の整備量が多く，九州大学では低

い値となっている。（図表ー2.24） 

前者は，東日本大震災による復興事業

によるものであり，後者は移転事業に伴

う整備と取り壊し建物との面積の相殺及

びＰＦＩ事業の計上ルールにより，数値

上の動きがないものと推察している。 
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図表－2.24 
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２－２－３ 老朽化の状況 

本学の主なキャンパス経年状況は，図

表ｰ2.25のとおりであり，全保有建物

（未取り壊し建物を除く）約7８.６万㎡

のうち，経年２５年以上の建物は約3４

万㎡（全体面積の4３%），このうち老

朽化による改善が必要な建物は，未改修

の施設で約11.4万㎡（約1５%），一部

改修済の建物約２.６万㎡（約3%）と合

わせて約１４万㎡（約18%）になって

いる。（図表－2.27） 

建物の老朽化は不可避なことである

が，経年２５年以上の建物が増え続け老

朽対策が遅れると，建物の劣化に伴う安

全面のリスクだけでなく，多様な教育研

究診療活動に支障が生じ，活動のさらな

る発展に影響を及ぼすことにつながりか

ねない。（図表ｰ2.26） 

図表－2.26 

 

耐震性能が低く，老朽化・中性化（鉄筋の膨張）

による対策が急務 

【工学部７号館Ｂ】 

主要キャンパスの建物経年状況           図表－2.25 
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文部科学省で検討中の「次期国立大学

法人等施設整備５か年計画策定に向けた 

最終報告」（巻末参考）の試算例と同様

に，築後２５年で改修，５０年で改築

（新耐震は 100 年で改築） として本学

の保有建物で試算すると，今後３０年平

均で改築面積約5.5千㎡，改築費用約１8

億円。改修面積約２万１千㎡，改修費用

約４４億円が必要となる。 

（図表－2.28） 

なお，既に建設後５０年を経過した建

物面積は約13.3万㎡，改築費用約440億

円は試算の対象としておらず，現時点で

も負の遺産を相当数抱えている。 

老朽化した施設の修繕，改修棟の対策

に係る需要が一時期に集中するおそれが

ため，建物の長寿命化を着実に進めて

トータルコストの縮減に努め，予算の平

準化を図るため「インフラ長寿命化計

画」を策定して，計画的に整備を実施す

る。 

図表－2.28 
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２－２－４ コンクリート構造体の老朽化

の評価 

個別の建物の老朽化状況については，

文部科学省が策定している「耐力度調査

（構造性能評価）」「耐震診断（耐震性

能評価）」「部位別調査（建築・設備の

構造材の機能性能の評価）」の点検・評

価システムを活用して維持管理及び整備

計画に反映させている。 

本学で最近調査したコンクリート造の

建物の中性化深さとかぶり厚さ及びコン

クリート圧縮強度と経年の関係は，図

表－2.29～30のとおりとなっている。 

中性化深さと経年については，明確な

相関性が認められず，施工時の状況や内

外の仕上げ材，暴露状況等に影響を受け

ていると考えられる。 

コンクリート圧縮強度と経年の関係

は，経年による相関性が確認できるが，

どの供試体においても，設計基準強度を

大きく下回っているものはない。 

この調査の過程で，図表－2.31のよう

に経年による中性化深さより，かぶり厚

さが確保されていないといったが深刻な

問題が見てとれる。 

今後，建築される建物については，施

工監理時に重点監理項目として対応を

図っていく必要がある。 

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

中性化深さとかぶり厚さ

中性化深さ(cm) かぶり厚さ(cm)

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

30 35 40 45 50 55 60

コ
ン

ク
リ

ー
ト

強
度

（
N

/m
m

2
）

経年（年）

コンクリート圧縮強度と経年の関係

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

30 35 40 45 50 55 60

中
性

化
深

さ
（

ｃ
ｍ

）

経年（年）

中性化深さと経年の関係

図表－2.31 

図表－2.29 図表－2.30 
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 ２－２－５ 耐震性能の状況 

本学では，1981年以前の旧耐震基準

による耐震化対象建物は286,791㎡保有

しており，ここ１５年３次にわたる文部

科学省の５か年整備計画の実施によっ

て，耐震性能が劣る建物の耐震補強改修

が順次進められてきた。 

この結果，耐震化対象建物のうち，耐

震性の劣る建物は，情報基盤センター

（Ｉｓ値0.37），工学部７号館Ｂ棟

（Ｉｓ値0.52）の２棟（7,958㎡）と

なっている。 

Ｉｓ値については，耐震改修促進法

（旧建設省告示平成７年１２月２５日第

2089号）では Ｉｓ値≧0.6 の安全性に

ついて，「地震の震動及び衝撃に対し倒

壊し，又は崩壊する危険性が低い」と評

価 しており，この数値を上回る留学生

会館（Ｉｓ値0.62）については，老朽

化対策や改築計画時に併せて対応を図る

こととする。 

なお，文部科学省の学校構造設計指針

において目標値として0.7以上としてい

るが，文教施設の耐震安全性の目標は，

大地震動後，構造体の大きな補修をする

ことなく建築物を使用できることとし，

人命の安全確保に加えて機能確保が図ら

れていることを前提としている。 

１０国立大学との比較では，耐震化率

が高く，耐震性能が劣る建物の保有面積

は少ない方に位置している。（図表ー

2.32） 

 

２－２－６ 非構造部材の耐震性能の状況 

東日本大震災において，非構造部材に

大きな被害が生じたことから，老朽施設

の改善と併せて，非構造部材の耐震対策

強化についても早急に取り組む必要があ

る。本学では，平成２６年度に屋内運動

場，武道場，講堂，屋内プール等の大規

模空間の吊り天井や照明器具及びバス

ケットゴール等，高所に設置された器具

について落下防止対策を終えている。 

今後，鶴舞キャンパスの講堂等，改善

できていない特定天井を有する室の落下

防止対策を計画的に進める。 
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２－３ 基幹設備の状況 

本学の主要な基幹設備（電気，給排

水，ガス，受変電設備，受水槽，空調設

備などの建築設備のことでインフラと略

すこともある。）の多くが法定耐用年数

を超過しており，老朽化により保安上の

問題を抱えた設備や，エネルギーロスが

あり環境負荷の大きい設備を有してい

る。 

東山キャンパスでは，給排水･ガス･電

力･通信の幹線（約29.8万ｍ）のうち，

経年２５年以上の幹線は全体の約63.4%

（約18.9万ｍ）に達している。(図

表－2.34～45） 

基幹設備の耐用年数は一般に１５年と

なっており，文部科学省の調査によれば

２５年を経過すると事故の発生率が高ま

るとされ，教育研究診療活動の基盤であ

り，適切な維持管理が行われない場合に

は，安定的に供給できないばかりか，大

事故につながりかねない。 

また，基幹設備の老朽改善や更新を行

うには多額の予算を必要とし，短期間に

改善することが困難であるため，重要性

や緊急性を考慮に入れて改善計画を策定

し，着実に改善整備を実施する。 

図表－2.34 
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図表－2.33 
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図表－2.41 図表－2.42 

図表－2.39 図表－2.40 
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■経年３３年の非常用発電機 

定期点検の起動試験(無負荷試験）の際に起動

不良と電圧を送電できるまでに規定時間（４０

秒）をオーバーする等不具合が発生している。 
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図表－2.45 

図表－2.43 図表－2.44 

図表－2.46 
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 ２－４維持管理の状況 

２－４－１維持管理の状況 

ａ．維持管理業務の内容 

本学の施設の維持管理業務の主な内

容は，修繕，点検保守，運転監視，廃

棄物処理，緑地管理，校地維持，清

掃，警備及び電話交換業務となってお

り，これらの業務に必要な費用を施設

維持管理費と呼んでいる。（図

表－2.47） 

業務は，可能な範囲で一元化してい

るが，本部と部局に分かれて実施して

いる業務もあり，仕様の統一管理がで

きていないためサービルレベルに格差

が生じており，仕様の統一等とコスト

縮減が課題となっている。 

 

ｂ．中長期保全計画について 

平成１９年度に１５年間等の基幹設

備については，保全計画を作成し，平

成２０年度から毎年計画対象設備等を

拡充するなど計画の見直しを行ってき

ており，今回は，「総合的な中長期施

設マネジメント計画書」の策定により

「中長期保全計画」を見直し「インフ

ラ長寿命化計画」を策定した。 

 

ｃ．中長期保全計画による維持管理の状

況 

頻発する基幹設備等のトラブルを受

けて，経営層を含む構成員の多く保全

の必要性を認識するとともに，中長期

保全計画に必要な安定的な財源確保が

課題となり，このため，財源確保のた

めの基本方針を策定し，学内合意のも

と，「基盤的経費」として平成２１年

度から年間5.2億円の予算を確保し，維

持管理を行っている。 

この計画の対象範囲は，全学的に管

理している建物，工作物，建物附随設

備及び基幹設備及び部局が管理してい

る建物・工作物・建物附随設備のう

ち，部局内で共通的に管理または使用

し，部局及び個々の研究室及び研究者

単位では，整備することが困難である

と認められるものについて整備を実施

している。 

 

ｄ．基盤的経費の内訳 

・「基盤的教育研究経費」の５％を部

局負担として チャージし，約2.2億

円を措置（名古屋大学版スペース

施設維持管理費 

修繕費 
施設の機能・品質を回復・確保するための更新・補修等及び突発的に発生する故

障等の修理等に係る経費 

点検保守費 
施設の機能・品質等の劣化状況等を定期的・継続的に点検し，保守（調整・補

充・取り替えなど）等に係る経費 

運転監視費 
設備機器等を定められた方法で運転し，与えられた機能・性能に対して正常であ

るかどうかを監視・記録に係る経費 

廃棄物処分費 

一般廃棄物処分（紙くず，厨芥など）及び産業廃棄物処分（燃え殻，汚泥，廃

油，廃酸，廃アルカリ，廃プラスチック類，ゴムくず，金属くず，ガラス及び陶

磁器くずなど）等に係る経費 

緑地管理費 樹木の点検，施肥及び害虫防除，剪定，除草，芝刈り等の緑地の管理に係る経費 

校地維持費 構内道路等維持管理，屋外運動場等維持管理，調整池等維持管理に係る経費 

清掃費 日常清掃，定期清掃，水槽設備清掃，配管清掃，害虫防除に係る経費 

警備費 盗難事故等の発生を警戒し，防止する守衛業務等に係る経費 

電話交換業務 電話交換手が電話回線と内線電話を接続する業務に係る経費 

図表－2.47 
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チャージ）しているほか，全学共通

経費から約3.0億円，計5.2億円を措

置されている。 

 

ｅ．施設維持管理費の推移 

平成１６年度から１１年間の平均で

約２０億円，単位面積当たり約３千

円／㎡であり，保有面積の増加及び最

先端の研究施設の増加に伴って上昇傾

向にある。（図表ー2.48） 

 

ｆ．７国立大学の施設維持管理費 

平成25年度における施設維持管理費

の比較では，本学は中位となってい

る。（図表ー2.49） 

本データは，各大学のキャンパス特

性や使用によって差が生じているもの

と思われるが，今後，経費縮減の観点

から各大学の水準（仕様）の設定等に

ついて，調査を行い縮減メニューの参

考にする。 

図表－2.48 

図表－2.49 
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図表－2.51 

平成25年度における修繕費等の比較

では，各項目とも７大学の平均に位置

している。（図表－2.50） 

また，警備費等の比較では，運転監

視費及び校地維持費が他の大学に比べ

て低い値となっている。（図

表－2.51） 

 

ｇ．文部科学省による調査結果 

「施設マネジメントに関するベンチ

マーキング手法」（平成２２年４月 

文部科学省大臣官房文教施設企画部）

による調査結果では次のように分析さ

れている。 

・維持管理費 

約 4,000 円/㎡～約 1,500 円/㎡と

幅広く分布しており，平均は 1,950 

円となっている。 

・維持管理費に占める修繕費割合 

単位面積あたりの維持管理の経費に

占める修繕費の割合は80％超～30％

弱と大学間に較差が見られる。 

平均は63％程度である。 

・点検保守費等の単価 

大学間において差があるものの，大

学院大学と大規模大学が比較的高く

約 1,000 ～ 1,600 円/㎡となってい

る。 
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図表－2.50 
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ｈ．修繕費の推移 

平成１６年度から１１年間の年平均

修繕費は約7.3億円で保有面積当たりの

単価は１千百円余りとなっており，全

学から措置されている基盤的経費5.2億

円を上回っている。 

また，中期目標・中期計画期間の中

盤で低く，終盤に高い値を示してい

る。（図表ー2.52） 

 

１件当たりの修繕費の平均は，約３

２万円となっている。（図表ー2.53） 

キャンパスごとでは，修繕単価に差

が生じており，附属病院を抱えている

鶴舞キャンパスは東山キャンパスより

低く，大幸キャンパスはさらに低い値

を示し，東山キャンパスの５分の１以

下となっている。（図表ー2.54～56） 

図表－2.53 
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図表－2.56 

図表－2.54 
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ｉ．私立大学との比較 

・私学６大学の修繕費の平均は，本学の

4.4倍となっている 

・本学と同規模の建物面積を保有している

ＷＳ大学及びＫＩ大学は９６億円，７５

億円の施設整備収入があり，本学が平成

１６年度から予算措置された施設整備費

補助金の年平均６５億円を上回っている 

・学生一人あたりの面積は３分の１以下と

なっている 

（図表－2.57） 

※データは平成２５年度（学生数の一部は

平成２６年度）。私学のデータは消費支

出計算書等による。 

 

ｊ．庁舎の各種修繕費要求単価との比較 

国土交通省では，標準的な官庁施設にお

いて，各所修繕に必要とする年間の費用を

施設の経過年数ごとに定めている。（図

表－2.58） 

各所修繕費要求単価は，消費税相当分を

除く建物延べ面積１㎡あたりの年間各所修

繕費要求単価を示しており，本学に当ては

めると約５億３千万円と試算される。 

経過年数１６年以上～２１年未満の単価

が低いのは，この時期に大規模改修を別途

予算で要求するためと考えられる。 

 

■平成２８年度各所修繕費要求単価

（円／㎡・年）平成 27 年７月 29 日 国営

保第 13 号 

 

ｋ．庁舎維持管理費要求単価 との比較 

平成２６年度の学内運営費調査結果と比

較すると図表－2.59のとおり，合計で

は，庁舎の要求単価の約６割で維持管理さ

れている。 

本学では，理工系の教育研究施設や附属

病院等の特殊な建物が多く，また，教育研

究診療などの進展等により利用形態が変わ

る建物が多いこと，保有建物のボリューム

が異なること等から本学の建物との単純な

比較はできないが，維持管理費用はかなり

抑えられていると推察される。 

  名古屋大学 WS大学 KI大学 RK大学 KM大学 KN大学 TR大学 

学生数(人) 15,973 53,574 33,681 20,890 15,365 18,467 19,659 

 学部(人) 9,879 44,295 28,963 19,527 15,338 17,992 16,483 

 大学院(人) 6,094 9,279 4,718 1,363 27 475 3,176 

建物面積(㎡) 790,830 706,584 709,356 281,310 211,332 209,342 394,193 

学生一人あたり面積

(㎡） 
50 13 21 13 14 11 20 

土地面積(万㎡) 327.0 211.0 131.2 44.7 213.7 59.5 121.2 

施設整備費収入 

（億円） 
98.7 96.0 75.0 － 26.3 49.0 49.0 

修繕費支出（億円） 6.9 28.6 32.3 8.0 4.8 8.2 5.6 

建物面積あたり修繕

費（円／㎡） 
876 4,045 4,549 2,847 2,263 3,935 1,421 

建物支出（建設仮勘

定支出含む） 

（億円） 

99.5 127.8 34.9 40.7 7.6 19.3 21.0 

図表－2.57 

経過年数（年） 庁舎（非木造） 

6年未満 232 

6年以上～11年未満 490 

11年以上～16年未満 801 

16年以上～21年未満 579 

21年以上～31年未満 823 

31年以上 836 

図表－2.58 
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平成２８年度庁舎維持管理費要求単価 と本学の実績の比較表 （単位：円／㎡・年） 

項  目 

庁舎維持管理費要求単価  本学実績単価（Ｈ２６） 

庁舎タイプ 東山 鶴舞 大幸 平均 

750 1,500 3,000 6,000 15,000 30,000 1,888 7,044 1,897 2,382 

定
期
点
検
及
び
保
守 

Ａ
建
築 

建物 94 88 79 51 40 48 0 0 0 0 

環境測定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ その他に含む 

害虫駆除，消火器，避難

器具 
○ ○ ○ ○ ○ ○ 2 22 0 8 

外構 29 17 12 8 5 3 4 36 17 13 

植栽等の維持管理。工作

物及び外構で点検周期が

１年を超えるもの。 

○ ○ ○ ○ ○ ○ 91 28 17 70 

計 123 105 91 59 45 51 97 86 34 91 

Ｂ
電
気
設
備 

電力設備（照明を除く） 13 16 17 34 25 24 

72 15 29 54 電力設備（照明） ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

受変電自家発電設備 － 83 252 192 126 78 

通信設備 35 65 76 58 49 41 7 68 34 25 

非常放送設備 － － － － － ○ その他に含む 

電話交換設備 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 通信設備に含む 

その他 14 10 11 10 5 4 0 0 0 0 

点検周期が１年を超える

もの。 
○ ○ ○ ○ ○ ○ 0 0 0 0 

計 62 174 356 294 205 147 79 83 63 79 

Ｃ
機
械
設
備 

空気調和等設備 1,180 812 821 561 547 493 160 147 41 151 

給排水衛生設備 83 194 188 279 130 93 97 80 10 88 

水質管理 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 給排水衛生設備に含む 

消火設備 － － 33 34 72 77 52 413 45 154 

昇降機設備 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 152 247 137 178 

計 1,263 1,006 1,042 874 749 663 461 887 233 571 

監視制御設備 － － ○ ○ ○ ○ その他に含む 

その他 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 89 365 18 164 

合  計 1,448 1,285 1,489 1,227 999 861 726 1,421 348 905 

運転・監視及び日常点検・保守 － － 1,717 1,330 1,100 909 給排水衛生設備に含む 

清

掃 

内

部

清

掃 

日常清掃 1,587 1,910 1,367 1,004 843 ○ 192 855 184 379 

日常巡回清掃 350 385 252 168 93 ○ 日常清掃に含む 

定期清掃 663 797 637 488 477 ○ 20 37 9 24 

建物外部及びガラスの清掃 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 定期清掃に含む 

計 2,600 3,092 2,256 1,660 1,413 0 212 892 193 403 

廃棄処分 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 110 540 66 230 

施設警備 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 152 759 228 327 

計 1,200 3,612 835 1,865 注）本学実績単価は平成２６年度学内運営費調査より算出  

図表－2.59 
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ｌ．英国での事例 

1995年度から1996年度にかけて行

われた施設整備資金の大幅な削減に併

せ，運営費交付金と施設設備整備交付

金の区別を撤廃するなど，政府の高等

教育機関への支出抑制が続いた結果と

して，老朽化した施設の対策を後回し

にしたといわれている。 

1997年，高等教育の拡大や高等教育

財政の改善を勧告したデアリング報告

が政府に提出され，同報告では，高等

教育への投資不足が指摘され，受益者

負担原則の導入や政府による高等教育

予算の増額によりその財政改善を行う

ことを提言した。  

この報告を受け，1998年には従来か

ら措置されてきた交付金とは別枠で老

朽施設・研究施設改修整備交付金が導

入され，その後，数次の変遷を経て

2006年から「就学・教育・研究・基盤

施設設備整備交付金」が導入された。 

 

このように，予算の削減は教育研究

の質の劣化を招き，また，使い勝手の

よい予算であったため，老朽対策，維

持管理費等に振り向けない典型的な例

であったとの指摘されている。 

必要な予算を確保し，計画的に施設

の修繕及び更新を行わないと，後年度

に負担を強いることになり，そのため

の財源確保に苦慮することを理解して

おく必要がある。 

 

２－４－２ 点検体制 

ａ．法的義務 

建築物の維持管理，点検については，

建築基準法第８条において，全ての建築

物所有者等による建築物の維持管理の努

力義務が定められている。また，同法の

１２条及び関係政省令・告示等において

病院等には，定期点検等が義務づけられ

ている。 

 

ｂ．事後保全から予防保全へ 

財政状況が厳しい中，現有している施

設を良い状態で維持し，長寿命化を図る

必要性が増している。 

施設の保全については，これまで事故

が起こった後に機能回復させる事後保全

が主体で，結果として時間と経費がかか

るなどの弊害が生じている。 

今後は，予防保全を実施することによ

り，定期的な点検によりインシデントに

つながる兆候をできる限り早く見つけ

て，早期に適切な処置をすることで，事

故の発生等を未然に防ぎ，教育研究診療

活動への支障を回避するとともに，修繕

に必要となる経費を最小限に抑える効果

があるとされている。 

以上のような背景から，将来にわたり

良質な施設を維持していくため，計画

的・継続的に維持保全ができるように

「建物点検チェックマニュアル」を平成

１８年度に策定し，実施している。 

 

ｃ．建物点検チェック 

建物点検については，利用部局の担当

者が毎年，建物点検チェックシートに基

づき，施設全般にわたる点検・調査を行

い，学内施設の現状を把握し，その結果

を施設管理部で取りまとめ，必要に応じ

て２次調査（施設点検パトロール）を部

局担当者と施設管理部担当者が一緒に実

施することで，実態に則した中長期保全

計画の策定が可能となっている。 

点検の内容は，専門的な知識がなくて

も目視により異常箇所を発見できる簡単

なものにすることで，効率よく，長く続

けられるものになっている。 

また，施設管理部職員によるキャンパ

ス全体の点検チェックや建物の不具合箇

所の重点チェック等を組み合わせること

で効果的・効率的に実施できる点検

チェック体制を構築している。（図表ー

2.60） 

 

ｄ．外構パトロール 

構内の道路や緑地については年に1

回，施設管理部職員による巡視点検を行

い，構内の危険箇所の確認およびバリア

フリーチェックなどを行っている。 
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図表－２.60 
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２－４－３ 外壁タイル等の浮きの調査 

建築基準法第８条で定められている建

築物の所有者，管理者または占有者の建

築物への維持保全義務に従い，これまで

本学では目視による外壁調査を定期的に

実施してきている。 

しかし，平成２３年４月（インキュ

ベーション施設），平成２３年８月（工

学部２号館）に相次いで発生した外壁タ

イルの剥落事故を受け，目視による調査

では把握できない外壁タイル等の浮きを

調査するため，延床面積２千㎡以上か

つ，外壁がタイル張りまたはモルタル塗

りの４３棟（東山キャンパス４１棟・鶴

舞キャンパス２棟）を対象とし赤外線

サーモグラフィーにより調査を実施し

た。（図表－2.61） 

この調査結果をもとに，外壁タイル等

の浮きと経年及び方位との関連性につい

て分析を行った。（図表－2.62） 

経年との関連性については，比較的浅

い建物についても浮きが確認され，経年

に関わらず平均的な割合で浮きが発生し

ている。 

また，浮き面積の割合は平均値（調査

建物の外壁面積合計における浮き面積合

計割合）で0.8%となっている。 

方位との関連性については，方位別外

壁面積における浮き面積割合が東面

37%，西面22%，南面25%，北面16%

となり，方位に関係なく浮きが見受けら

れる。 

今後は，調査対象外としていた建物に

ついても調査を行い，安全性能を確認す

ることとしている。 

 

これまで我が国では，躯体の保護機能

（劣化防止），意匠性，清掃の容易さな

どの観点から外壁タイル仕上げが広く採

用されているが，将来想定されている東

南海地震による影響等を考え合わせて，

本学では，今後の建物の外装計画におい

て，落下して事故につながる可能性があ

る部位には，湿式仕上げ（タイル張り・

モルタル塗り等）は採用しない等の対応

を徹底し，これまで以上に安全性に配慮

した設計となるように改善を実施してい

る。 

 

図表－2.62 

図表－2.61 
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 外壁タイルの剥落原因は，ディファレ

ンシャルムーブメントによるものという

研究成果が報告されている。（図表ー

2.63） 

また，タイル張り仕上げの耐用年数は 

１０～１５ 年程度とされているため，外

装タイル張り仕上げを長く安全に利用す

るためには，定期的な劣化診断が必要と

されている。 

鉄筋コンクリートの劣化防止，意匠性

等でタイル張り仕上げを採用する場合に

は，安全性と劣化診断等の維持管理コス

トを十分に検証しておく必要がある。

（図表ー2.64） 

図表－2.63 

図表－2.64 

コンクリート タイル

モルタル

剥離・剥落の原因は，
日射と放冷による表面
温度変化で起こる膨
張・収縮の繰り返し応
力（ディファレンシャ
ルムーブメント）とそ
の重さ（モルタルを含
めた）と考えられてい
る。

それぞれの膨張収縮率が異なる

外壁タイルの剥離の原因

コンクリート

浮きが発生
（空気層）

健全部：熱はコンクリートに伝わる
（温度は低くなる）

欠陥部：空気層が熱
伝導を遮断する
（温度は高くなる）

サーモグラフィ
画像（イメージ）

赤外線サーモグラフィ法

調査方法 特徴

打診法

• 比較的容易
• 手の届く範囲し

か調査できない
• 足場が必要とな

りコストが高く
なる

• 人為的な判断誤
差が発生しやす
い

赤外線サー
モグラフィ
法

• 足場が不要
• 記録が容易
• 調査の条件に左

右される
• 経験を要し，人

為的な判断誤差
が発生しやすい

外壁タイルの健全度調査
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２－５エネルギー使用量の状況 

２－５－１ 中長期にわたる低減義務 

本学は，エネルギーの使用の合理化等

に関する法律 （通称：省エネルギー法）

により，１年間のエネルギー消費量が原

油換算1,500ｋL以上の事業者は特定事業

者にあたり，東山及び鶴舞キャンパスが

対象となっており，毎年定期報告書を提

出する義務と中長期的に年平均１％以上

のエネルギー消費原単位の低減が義務づ

けられいる。 

 

２－５－２ ＣＯ２排出量削減の取り組み 

「名古屋大学キャンパスマスタープラ

ン 2010 」において，2014年度におけ

る東山・鶴舞・大幸の３キャンパスのＣ

Ｏ２排出量を2005年度比で20％以上削減

するという目標を掲げ，結果22.4%の削

減し目標を達成している。 

第３期中期計画期間では，平成３３年

度までに２５％（平成１７年度比）削減

するとした目標を掲げている， 

 

２－５－３ 使用量，ＣＯ２排出量 

平成２６年度はエネルギー使用量で平

成２２年度比で約２％削減している。 

また，ＣＯ２も同様に約６％削減して

いる。（図表－2.65） 

 

２－５－４ ガス，電気，重油使用量 

ガスの使用量は平成２６年度は平成２

２年度比で約21%削減している。 

重油の使用量は，約22%削減している

が，電気の使用量は約２％増加してい

る。（図表－2.66） 

 

２－５－５ ８国立大学との比較 

電気の使用量は面積あたりでは中位に

なっており，燃料及び熱では一番低く，

ＣＯ２排出総量は少ないが，エネルギー

使用の原単位では多い方に位置する。

（図表ー2.67～69） 
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図表－2.66 
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図表－2.65 



 

 

41 

0 2,000,000 4,000,000 6,000,000 8,000,000

名古屋大学

A大学

B大学

C大学

D大学

E大学

F大学

G大学

（千円）

８国立大学光熱水費内訳（H25年度)

電気料金 ガス料金 水道料金 燃料費

0.000

0.500

1.000

1.500

2.000

2.500

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000
MJ/㎡MJ ８国立大学エネギー使用量

燃料及び熱（MJ) 電気（MJ) 燃料及び熱(MJ/㎡） 電気（MJ/㎡)

0

20

40

60

80

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000
kL/千㎡t-CO2 ８国立大学エネギー使用に係る原単位，二酸化炭素排出量

二酸化炭素排出量(t-CO2) エネルギーの使用に係る原単位(kL／千㎡）

図表－2.69 

図表－2.67 

図表－2.68 



 

 

42 

２－６狭隘化の状況 

本学の建物の整備率は94.6%で，平成

１６年度より8.2%，約12.8万㎡増加し狭

隘化解消への対応は一定の成果をあげてい

る。 

今後は，大学機能の強化等に伴いグロー

バル化の推進及びイノベーションの創出等

について，次のような課題があげられる。 

・組織改革に伴うスペースの再配分 

・部局ごとの整備率の格差解消 

・外部研究資金の獲得に伴う研究実験機

器の増加に伴うスペース確保 

・外部研究者（ポスドク，共同研究者

等）の増加に伴うスペース確保 

・若手研究者のスペ－ス確保 

・留学生・外国人研究者の増加に伴う宿

舎の確保 

 

これらの課題解決にあたっては，既存ス

ペースの有効利活用を図ったうえで，必要

なスペースを確保するための方策を検討す

ることにして，現在，進めている組織改革

に併せて，狭隘化解消についても考慮に入

れ，適正な利用面積となるようにスペース

の再配分を実施する。 

狭隘化解消については，今後の教育研究

診療活動の多様化に対して，その動向を踏

まえ，多角的な視点をもって整備を進める

必要がある。 

 

２－７ スペースの有効活用 

２－７－１ 全学共用教育研究施設の運用 

全学利用を対象とした流動的運用ス

ペ－スは，平成９年に核融合科学研究所

から建物移管を受けた建物群を共同教育

研究施設地区として位置付け，平成１０

年度から共同教育研究施設１号館及び２

号館等の利用を希望する利用者に幅広く

貸与している。 

また，平成１３年度からは全学共用教

育研究施設（以下「全学共用スペース」

という）として，名古屋大学学術憲章に

掲げる研究及び教育の基本目標を達成す

るために，既存の組織の枠を超えた教育

研究組織等による創造的な教育研究活動

の推進を目的とし，新増築及び改修する

総合研究棟の延べ面積の概ね20%を原則

として確保している。 

全学共用スペースは，競争的公募ス

ペース，執行部裁量スペース，全学的共

通利用スペース及び改修工事に伴う緊急

避難スペース等として運用を図ってお

り，図表－2-70のように利用区分申請に

基づき施設計画・マネジメント委員会で

審議し，利用許可を行っている。 

なお，高等総合研究館，インキュベー

ション施設及び赤﨑記念研究館では，部局

を超えて新たな学問分野を拓くことを目的

とした代表的建物として共同利用をしてい

る。（図表－2.71） 

 

２－７－２ 執行部裁量スペースの創設 

平成２６年度より，総長のリーダー

シップとトップマネジメントによるガバ

ナンス改革の推進のため，執行部裁量ス

ペースを新たに創設し，平成２７年度は

前年度の倍の面積を確保して，教育研究

の優れた研究成果が期待できる教員等に

再配分している。 

  

２－７－３ スペースの利用実態調査 

平成２５年度は，東山キャンパス，鶴

舞キャンパス，大幸キャンパスの全学共

用スペースを対象とし，平成２６年度

は，工学研究科ほか３部局，平成２７年

は環境学研究科ほか５部局のスペースの

利用実態調査を行っている。 

調査の結果，一部，有効利用されてい

ない居室等が見受けられるものの，シェ

アドガバナンスによる人材確保や研究資

金獲得に伴う新たなスペース確保のため

のストックとして，部局裁量の必要性を

考慮しつつ，戦略的なマネジメントを推

進するために共通認識を深めることとし

ている。 

 

そのほか，スペースの有効活用につい

ては，「Ⅳ．スペースマネジメント」に

よる。 
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「名古屋大学における全学共用教育研究施設及び共同教育研究施設地区の運営に関する要項」 

利 用 の 
区 分 

利用形態 利用期間 

1類 
競争的研究資金を用いて行われるプロジェクト研究に利
用するもの 

プロジェクト研究の実施期間 

1類の2 
名古屋大学産学協同研究講座・産学協同研究部門規程
（平成24年度規程第52号）に基づく産学協同研究講座
及び産学協同研究部門の産学協同研究に利用するもの 

産学協同研究の実施期間 

2類 
研究分野の異なる部局等又は関連する研究施設間の共同
プロジェクト研究に利用するもの 

プロジェクト研究の実施期間 

3類 学際領域の教育研究に利用するもの 委員会が必要と認めた期間 

4類 
部局等において既設の建物の改修工事等を行うため，緊
急避難的に暫定利用の希望があるもの 

当該工事期間 

5類 
新規の「学内共同教育研究施設」として設置されてお
り，かつ，固有の建物が未整備の部局等 

当該部局等に固有の建物の整備
が完了するまで 

6類 
部局等において既設の建物が狭隘のため，暫定利用の希
望があるもの 

3年以内 

7類 学内措置による全学共通の施設又は室 委員会が必要と認めた期間 

8類 委員会が特に必要と認めたもの 委員会が必要と認めた期間 
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ナショナルイノベーションコンプレックス
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高等総合研究館

図表－2.70 

図表－2.71 
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２－８ 財政状況 

２－８－１ 施設整備の財源 

施設整備の財源は，図表ー2.72のと

おり施設整備費補助金，施設費交付事

業，施設費貸付事業，自己収入等による

整備に大別される。 

 

２－８－２ 施設整備費補助金 

施設整備費補助金の当初予算は法人化

以降約450億円で推移している。（図

表ー2.73） 

本学で獲得した予算は，当初予算で平

均約１７億円，補正予算で平均約２９億

円，財政融資（施設費貸付事業）平均約

１９億円となっている。（図表ー

2.74） 

 

文部科学省の試算では，国立大学法人

等に必要な予算は毎年2,600億円と試算

されている。（「次期国立大学法人等施

設整備５か年計画策定に向けた最終報告 

（案）」平成２８年２月 今後の国立大

学法人等施設の整備充実に関する調査研

究協力者会議 より） 

 

【試算の仮定】  

・築後２５年で改修，５０年で改築

（新耐震は 100 年で改築）  

・教育研究施設等：今後１０年間につ

いて，毎年の整備量を約９５万㎡と

し，その後は年間約 ８０万 ㎡で整

備 

・附属病院施設：今後５年間の整備需

要(基幹設備(ライフライン)を含む)

を計上  

・基幹設備(ライフライン)：概ね法定

耐用年数の２倍を超えた設備を今後

１０年間で更新  

・改修単価は１５万円/㎡，新築３０万

円／㎡，改築単価は ３３万円/㎡  

 

この試算の過程では，「新耐震基準で

建築された建物は100年で改築」と試算

されていることに注目し，総合的マネジ

メントの行動計画を策定する。 

 

図表－2.72 
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前述の文部科学省における試算を本学

の保有建物に当てはめてみると2045年

までの３０年間で必要な費用は，改修で

約４４億円，改築で約１８億円と試算さ

れる。（参考：図表－2.28） 

また，この試算には，既に建設後50年

以上を経過した建物約１３万３千㎡，改

築費用約440億円は計上していない。 

施設を良好な状態で維持していくため

には，改修・改築等に必要な費用を当初

予算で確実に獲得すること求められてい

る。 

 

２－８－３ 施設費交付事業 

平成２７年度は総額として５６億円が

交付され，本学は８千１百万円交付され

ている。 

文部科学省によれば，平成２８年度

は，総額を４０億円規模で交付予定とし

ており，配分方法は見直しを行う予定と

され，本学への交付額も減額されること

が想定される。 

また，運営費交付金の配分方法につい

ては，会計検査院から次のような指摘を

受けており，本学の交付額について，影

響を受けると想定される。 

・自己収入等の獲得が多い大学グルー

プは，自己収入等の獲得額が少ない

大学グループより多くの交付額を受

けている傾向がある。 

・自己収入等が多ければ，一部を整備

の財源に充当することが期待できる

ことから，自己収入等の獲得額の多

寡に応じた調整を行うなどの配分方

法の見直しを検討する必要がある。 

 

２－８－４ 施設費貸付事業 

施設費貸付事業の予算額は，概ね400

億円から450億円程度で推移しており，

今後も同程度の予算規模と想定してい

る。 

本学の附属病院の整備にあたっては，

附属病院における診療，教育，研究，社

会貢献等に必要な事業を推進するため，

中長期期的な事業計画に基づき借入を行

い，整備を進める。 

借入にあたっては，文部科学省の認可

が必要であり，財務状況のについて，2

点の審査基準が示されている。 

ａ．債務償還可能額 

債務償還可能額 ≧ 債務償還額 

ｂ．債務償還可能年数 

債務残高÷債務償還可能額 ≦ １８年 

 

２－８－５ 教育等施設基盤経費 

運営費交付金において，施設の維持管

理及び業務委託に係る費用が措置されて

いる。 

 

算定方法は 

 Ａ × α × β ± εとなっている 

 

A：前年度教育等施設基盤経費相当額 

α：大学改革促進係数 

附属病院を要する法人 △1.4% 

β：教育研究政策係数 

各事業年度の予算編成過程において

当該事業年度における具体的な係数

値を決定する。 

ε：面積調整額 

・面積の増加により増額調整 

・工事期間中の経費縮減 

・維持管理費  

建設後１０年未満1,100円／㎡ 

建設後１０年超 1,440円／㎡ 

・劣化防止費 500円／㎡ 

・宿舎維持管理費 440円／㎡ 

 

なお，平成２８年度からは教育等施設

基盤調整費として措置される予定で，配

分ルールは次のとおりとしている。 

・第２期中期目標期間中の大学改革促

進係数を見直し，「機能強化促進係

数」を新たに設定。 

・これまでの施設面積調整額を廃止

し，「教育等施設基盤調整額（仮

称）」を新たに設定。今後は，機能

強化促進係数による減額相当額を施

設マネジメントにおける維持管理の

状況を踏まえ「教育等施設基盤調整

額（仮称）」として再配分を行う仕

組みを導入。（平成２９年度以降） 
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２－８－５ 多様な財源による整備 

各国立大学法人では，「国立大学にお

ける整備手法の概要」（図表ー2.75）の

とおり，施設整備費補助金以外の多様な

財源による整備が進められ，平成２３年

度～２６年度にかけて面積で約６９

万㎡，整備費で約１千８百億円の整備が

行われている。 

本学での実績は，約215億円（平成１６

年度～２６年度）となっている。 

そのうち学内資金による整備は約130億

円であり全体の約６８％となっている。 

また，他省庁からの補助金制度活用，個

人・企業からの寄付，その他民間資金活用

と幅広い財源を用いて整備が進められた。

（図表ー2.76） 
図表－2.75 

図表－2.76 

②他省庁の補助制度, 

1,541,140千円

③個人・企業等からの

寄附, 3,144,422千円

⑤間接経費, 

366,679千円

⑥その他（学内資金）, 

12,990,483千円

⑪その他の民間資金活

用, 3,460,506千円

多様な財源による整備実績（H16～H26)
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２－８－６ 教育等施設基盤経費と対象経

費の支出額 

平成２１年度では14.5億円が学内予算

で充当されており，平成２６年度は10.3

億円と縮減傾向にある。 

この間，保有面積は約１０万㎡増加し

ていることから，他省庁による補助金活

用，維持管理業務の包括契約，複数年契

約，ＥＳＣＯ事業，発注方式の見直し

等，コスト縮減対策の効果が発揮された

ことにより対象経費の支出抑制につな

がったと推察される。 

本学の維持管理コストは，庁舎維持管

理費要求単価との比較においても，約６

割の単価で維持管理が行われており，図

表－2.77のとおり対象経費支出額の６割

にも見たないため，本質的に，国立大学

の施設の維持管理に必要な予算が足りて

いないことがわかる。 

 

２－８－７ 教育等施設基盤調整費の推移

予想 

文部科学省は，平成２８年度からは新

ルールで施設の維持管理に係る費用を措

置するとされ，機能強化推進係数を用い

た積算方法を用いて配分するとしてい

る。 

また，建物面積が増減しても積算方法

に反映させないとし，減額相当額を施設

マネジメントにおける維持管理の状況を

踏まえ，再配分を行う仕組みを導入する

としている。 

この積算方法により試算すると，平成

３３年度は平成２７年度に比べて，約１

億円減額される。（図表－2.78） 

施設マネジメントの取り組みを推進

し，高い評価を得て再配分を受けて，減

額を抑えることが重要である。 

 

２－８－８ 運営費交付金と支出額の予想 

運営費交付金は平成２８年度より国立

大学が機能強化の類型ごとに機能強化促

進係数として前年度額に係数を乗じて減

ずるといった配分を行うこととしてい

る。 

このルールを適用した場合，本学はマ

イナス1.6%の係数が乗じられ，平成３

３年度は３３億円減じ，２７年度の90%

規模と試算される。 

支出額については，人件費のほか，保

有建物の面積増加に伴う光熱水費等の増

加が見込まれる。 

この結果，平成３３年度の支出額は

414億円と試算され，運営費交付金との

差額は４４億円と予想され，財務基盤の

強化が課題となっている。（図

表－2.79） 

 

図表－2.77 
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図表－2.79 

図表－2.78 

２－８－９ 施設管理業務の経費縮減例 

東山キャンパスにおける施設管理業務

は，３４業務で業種ごとに分離して契約

を行っていたが，平成２５年度から管理

業務の一元化並びに複数年（５年）契約

を行うことで，約４千８百万円の経費が

縮減された。（図表－2.80） 

鶴舞キャンパスにおいても平成２６年

度より警備業務等，計２６業務の一元化

を行い，同キャンパスにおける維持管理

業務における負担の軽減やサービスの向

上を図っている。 

また，東山キャンパスでは本部管轄の

建物のみが対象であった設備・機器等に

トラブルが発生した際の応急対応業務

を，全部局管轄の建物まで対象範囲を拡

張し，夜間と休日の緊急時の連絡先とし

て緊急対応コールセンターを創設するな

ど教職員・学生に対してサービスの向上

を図っている。 

本学の機能強化へ対応を図り，安全で

良好な教育研究診療環境の確保のために

は，品質を落とさずに経費縮減すること

が求められる。 
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376,106 364,989 365,077 365,029

167,879

288,875

201,575

78,890

26,663 35,161 38,169 28,232 38,129

-11,200 -11,200 -11,840 -11,840 -11,840-20,000千円

80,000千円

180,000千円

280,000千円

380,000千円

480,000千円

H24 H25 H26 H27 H28 H29

役務一元化に伴う経費推移

34業務 20業務 14業務 設備等増 付加価値

図表－2.80 

２－８－１０ 建物のＬＣＣ 

本学の建物のＬＣＣは，図表－2.81

となっている。 

建設費は，文系と理系建物の平均値で

算出しており，整備にあたっては，施設

整備費補助金で措置されている。 

建設費以外の維持管理費を含めた運営

コストは約３５万円／５０年・㎡

（54%）となっており，年間７千

円／㎡のコストがかかっている。 

中長期にわたって運営コストを抑制す

るためには，スペースを有効活用して，

新増築の整備を抑え，老朽化した建物の

改修によって，図表ー2.82のとおりコ

スト縮減及びＣＯ２排出量の抑制効果が

あり，また，老朽化して機能性に問題の

ある建物については，改築して高機能化

することによって光熱水費等の削減につ

ながるため，計画的に整備を進めていく

ことが重要である。 

建設費, 300,000円, 46%

建物撤去, 14,600円, 2%

修繕費, 50,700円, 8%
点検保守・運転管理費, 38,450円, 6%

廃棄物処分費, 14,150円, 2%

清掃費, 16,700円, 2%

警備費, 16,700円, 3%

緑地管理費, 5,100円, 1%

水光熱費, 195,250円, 30%

LCC（建設年から50年間）

総額651,650円／㎡

図表－2.81 

2.5% 

2.5% 

エネルギー消費量（千MJ） CO２排出量（ｔ－CO２） 光熱費（千円） 
建物名 

改修前 改修後 改修前 改修後 改修前 改修後 

工学部１号館 44,897 40,110 2,303 2,059 70,763 62,896 

国際開発校舎 6,709 4,126 344 211 10,683 6,559 

図表－2.82 
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  ３．総合的マネジメント基本方針 

３－１ 目的 

厳しい財政状況が見込まれる中，国民か

ら付託された資産を良好な状態に保ち，教

育研究診療活動を維持向上させていくため

には，「持続可能なキャンパス実現のため

の施設マネジメント計画の策定と実行」に

より，既存施設の弾力的な運用・再配分等

を推進するとともに，資産全体の効用を最

大化し，安心・安全なキャンパス環境を継

続的に提供することを目的として，総合的

マネジメントを推進し，大学運営を支え

る。 

 

 

３－２ 位置づけ 

「キャンパスマスタープラン2016」を

実現するための目的別マネジメントとして

位置づける。 

 

 

３－３ 基本的な考え方 

高度成長期に大量に建設された公共施設

の老朽化，少子高齢化，環境問題等の問題

を抱え，国の財政状況が厳しい中，公共施

設の在りかたが問われている。 

これまで，我が国においては，建物に対

するマインドが，「建物の価値はいずれな

くなる→メンテをしない→価値が下がる」

といったスパイラルの構造となっており，

「公共施設においても古くなったら壊し

て，新しい建物を建てる。」といった傾向

があったと指摘されている。 

本学が保有する建物の内，耐用年数４７

年を経過した建物が全体の約26%にあた

り，６年後には約32%に達するほか，今

後の改築を含めた老朽対策には，膨大な費

用が必要となっており，これまでと同様に

「古くなったら取り壊して新しい建物を建

設する」といった手法は社会に通用しない

時代になってきており，本学ではいち早く

2000年に制定された「名古屋大学キャン

パスマスタープラン大綱」の基本方針とし

て，土地・施設の弾力的な活用を定めて，

推進してきている。 

今後はこれまで以上に，「国民から付託

された資産を大切に維持管理して，長期間

使い続け，次世代に価値ある資産として継

承する」ことを目指すため，本学の総合的

マネジメントの方向性を次のとおり示す。 

ａ．既存ストックの有効活用の促進と保

有面積の抑制 

ｂ．事後保全から予防保全への転換 

ｃ．コスト縮減と予算の選択・集中 

ｄ．社会的要請への対応 

ｅ．学内外に対する説明責任 

 

 

３－４ 実現に向けた取り組み 

３－４－１ 具体的な取組内容 

資産の効用を最大化するためには，施

設を適切に管理し，教育研究診療の活動

を十分に発揮できる状態に保つ必要があ

る。 

このため，計画的・効率的な維持管理

を実施するとともに，施設の長寿命化に

よる経費の抑制と平準化を図るととも

に，施設の有効活用を一層推進するため

の具体的な取り組みを次に示す。 

 

ａ．既存ストックの有効活用の促進と保

有面積の最適化 

ア．長寿命化の推進（詳細は「Ⅵ．イ

ンフラ長寿命化計画」による） 

イ．整備費及び維持管理予算の平準化 

（図表ー2.83～85）（詳細は

「Ⅵ．インフラ長寿命化計画」に

よる） 

ウ．老朽化してかつ機能的に問題があ

る施設の除去 

エ．新増築建物の条件付．スペースの

再配分とスペースチャーによる中

長期にわたる維持管理費の確保

（詳細は「Ⅳ．スペースマネジメ

ント」による） 

 

ｂ．事後保全から予防保全への転換 

「建物点検チェックマニュアル」を

逐次見直し，定期点検などによりイン

シデントにつながる兆候をできる限り

早く見つけて，早期に適切な処置を施

し，コスト縮減につなげる。 

 

ｃ．コスト縮減と予算の選択・集中 
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詳細は「Ⅴ．コストマネジメント」に

よる。 

 

ｄ．社会的要請への対応 

第５期科学技術基本計画（平成２８～

３２年度）をはじめとする各種提言によ

る取組を推進する。（主な提言について

は巻末を参考） 

安全・安心なキャンパス環境を確保し

ていく。 

地球環境への配慮を推進する。 

ユニバーサルデザインを推進し，誰も

が使いやすく親しみやすいキャンパス環

境を提供する。 

 

ｅ．学内外に対する説明責任 

施設整備による成果や利活用状況等に

対する説明責任を積極的に果たし，国民

からの信頼を得るとともに，学生，教職

員及び地域の方々等との共同によりキャ

ンパス環境を向上させる。 

 

３－４－２ ＬＣＣの試算と支出の平準化 

平成２７年度時点で改築約440億円，

３7.2億円，計約483億円のバックログ

が発生している。 

ＬＣＣで試算した場合，今後３０年間

で年平均７５億円が必要となる。（図

表ー2.83） 

改築，改修については，施設整備費補

助金による予算措置を受けると仮定し

て，建物内設備，インフラ，防水等につ

いて必要な予算を試算すると年間平均

13.6億円が必要となる。（図表ー

2.84） 

また，整備年度と更新年度により年最

大で43.3億円，最小で6.5億円と年度ご

とにばらつきが生じるため６年の期間ご

とに平準化を図る。これにより，３０年

間で約９７億円，年間では約３億円の経

費が縮減される。（図表ー2.85～86） 

縮減の方針については，長寿命化計画

による。 

 

３－４－３ 数値目標の設定 

ａ．建物の目標耐用年数 

新耐震基準で建設された建物は目標

耐用年数100年，新耐震基準によって

いない建物は６０年を目標とする。 

 

ｂ．基幹設備，建物設備の目標耐用年数 

各設備の診断を踏まえて，ライフサ

イクルコストが最小となる目標耐用年

数を設定する。 

 

ｃ．施設維持管理費 

１億円の縮減（平成３３年度，２７

年度比）を目標とする。 

 

ｄ．光熱水費 

毎年1.6%の縮減を目標とする。 

 

ｅ．二酸化炭素排出量 

２５％の削減（平成３３年度，平成

１７年度比）を目標とする。 

 

 

４．推進方策 

４－１ ＰＤＣＡサイクルの推進  

総合的マネジメントの推進にあたって

は，ＰＤＣＡサイクルにより推進する。 

ＰＤＣＡの体制については，「名古屋大

学キャンパスマネジメント本部」，施設・

環境計画推進室，環境安全衛生管理室，工

学部整備計画推進室及び施設管理部の教職

協働により推進する必要がある。 

 

４－２ 早期に取組むべき施策 

クオリティマネジメント，コストマネジ

メント，スペースマネジメント及び長寿命

化計画の目標を設定するとともに，必要な

施策を取りまとめ，学内のコンセンサスを

得る。 

 

４－３ 実行計画の策定 

クオリティマネジメント，コストマネジ

メント，スペースマネジメント及び長寿命

化計画について実行計画を策定する。 

 

 

５．推進体制 

トップマネジメントによる全学的な体制

整備のため，キャンパスマネジメント本部
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図表－2.83 

図表－2.84 

5.3

8.3

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

H
2
8

H
3
0

H
3
2

H
3
4

H
3
6

H
3
8

H
4
0

H
4
2

H
4
4

H
4
6

H
4
8

H
5
0

H
5
2

H
5
4

H
5
6

平
均

億円 LCCで試算（改修，改築含まず）

建物内設備（LCC) インフラ，防水等（LCC)

18.1

43.6

5.3

8.3

0

20

40

60

80

100

120

140

H
2
8

H
3
0

H
3
2

H
3
4

H
3
6

H
3
8

H
4
0

H
4
2

H
4
4

H
4
6

H
4
8

H
5
0

H
5
2

H
5
4

H
5
6

平
均

億円 LCCで試算（改築，改修含む）

改築費用 改修費用 建物内設備（LCC) インフラ，防水等（LCC)



 

 

54 

LCC （億円） 長寿命化計画 による（億円） 
期間 

総額 MIN～MAX 総額 MIN～MAX 

第１期（H28～H33） 92.5 9.2～43.3 74.1 11.5～12.5 

第２期（H34～H39） 74.4 7.4～26.6 45.9 6.0～9.3 

第３期（H40～H45） 50.9 6.5～12.6 49.8 5.9～11.0 

第４期（H46～H51） 84.7 10.4～26.2 68.1 8.5～14.1 

第５期（H52～H57） 103.0 10.9～134.2 70.3 10.3～13.1 

計 405.5 6.5～43.3 308.2 5.9～14.1 

図表－2.86 
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図表－2.85 

図表－2.87 本部統括型ネットワーク管理体制 

財務・施設整備担当理事＋環境安全担当理事 

施設管理部 

★ 
理学部 
地区 

★ 
工学部 
地区 

★ 
農学部 
地区 

★ 
医学部 
地区 

★ 
文系 
地区 

★ 
研究所
地区 

★ 

施設系職員 
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を設置するとともに，施設環境計画推進

室，環境安全衛生管理室，工学部施設整備

推進室及び施設管理部との教職協働体制に

より推進していく。 

また，部局の推進体制については，本部

統括型ネットワーク管理体制により推進し

ていく。（図表ー2.87） 

総合的マネジメントの取り組みについて

は，ウェブサイト等を活用して，学生，教

職員等に普及啓発を図る。 

 

 

６．実行計画 

６－１ 実行期間 

平成２８年度から平成３３年度までの６

年間を第１期実行期間とする。 

 

６－２ 事業費 

必要な事業費は新増改築を除き，総額で

約７４億円と見込む。 

実施予定事業については，「Ⅶ．アク

ションプラン」による。 

 

６－３ 投資の効率化・平準化 

保有面積の増加，老朽化した建物の増

加，消費増税等の要因により，実行期間中

に施設の維持管理，長寿命化に要する費用

は増加することが想定される。 

このため，施設の効率的かつ適切な維持

管理の水準等について精査を行い，投資の

効率化，平準化に取り組む。 

 

６－４ 既存施設の長寿命化 

施設の状況把握をより徹底し，予防保全

の実施等により長寿命化に取り組む。 

また，新技術の導入や民間活力の導入に

ついて検討を進め，施設の特性にあった低

コストで効果の高い保全の仕組みを推進す

る。 

 

６－５ 施設維持管理費の縮減 

実行に向けた取り組みの数値目標達成の

ため，次の取り組みを推進する。 

 ａ．高効率機器導入 

省エネルギー効果が高いとされている

設備等を導入しエネルギー使用量を削減

する。 

 

ｂ．断熱等の施設改良 

断熱性能の向上，パッシブシステム，

人感センサー，スケジュールタイマーに

よる照明制御を活用し，空調の必要エネ

ルギーの削減を図る。 

 

ｃ．ピークシフト 

深夜電力使用蓄熱装置を持つ空調設 

備，都市ガスを熱源とする空調により，

電力使用パターンの平準化を図る。 

また，大電力を使用する実験について

はピーク時間を避けて実施する取り組み

を推進する。 

 

ｄ．新エネルギー利用  

太陽光発電装置，太陽熱利用装置及び

燃料電池の設置を促進し，電力会社から

購入する電力量を削減する。 

 

ｅ．修繕の集中化 

集中的な修繕で工事期間を短縮し，仮

設の共用，現場監理の効率化等のコスト

の縮減を図る。 

 

ｆ．運転監視方法の合理化 

空調の間欠運転，負荷バランスの確

保，負荷に応じた受電トランスの台数制

御等の運転の合理化を図る。 

 

ｇ．省エネルギー 

行動利用者を啓発し，省エネルギー行

動を奨励する。 

 

ｈ．アウトソーシングによる合理化 

関連する複数の業務の費用対効果を検

証し，一括委託の拡大，新たな契約方式

の導入を検討し，競争原理を活用する等

の方策によりコスト縮減を図る。 

併せて，質の向上による効果について

検証する。 

 

ｉ．多様な財源の活用 

各種補助金やＥＳＣＯ事業等多様な財

源による整備実施し，管理経費の縮減を

図る。 
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６－６ 保全情報の改善 

保全情報を一元化し，各部局等との情報

の共有を推進する。 

 

６－７ 効果的な施設整備・運営 

効果的な施設整備・運営を推進するた

め，次の取り組みを推進する。 

ａ．ＰＰＰ／ＰＦＩ事業の導入 

ＰＰＰ／ＰＦＩのメリットを生かし，

効果的な施設整備・運営を推進する。 

 

ｂ．コミッショニング（Ｃｘ）の推進 

企画・設計・施工・運用の各段階にお

いて性能検証を行い，従来の建築プロ

ジェクトの課題であった以下の点の改善

を図るものである。 

・プロジェクトの初期段階における発

注者の要求性能が不明確である 

・入居者が提示する設計条件が過剰に

なりがちである 

・各段階の担当者の変更により設計主

旨などの情報伝達が不十分である 

・目標の達成が困難とわかった時点で

は（段階の遅さゆえ）改善が難し

い，または，達成しているかどうか

未確認である 

本学では平成２３年度よりＣｘによる

手法を導入して検証を行っている。 

 

６－８ ユニバーサルデザインの推進 

「障害を理由とする差別の解消の推進に

関する法律」により室内移動及び施設・設

備利用において必要な配慮を行う等，平成

２７年度に策定した「名古屋大学ユニバー

サルデザインガイドライン」よる整備を推

進する。 

 

６－９ 担当職員のスキルアップ 

担当職員については，持続可能なキャン

パスを形成していくために，経営的視点に

立って，総合的なマネジメントを教職協働

で展開していくために，研修やＯＪＴ等を

通じてスキルアップと人材育成を図り，職

務能力基準により，到達度を検証する。 

■給水管の破裂（経年４８年） 

漏水修繕に伴い工学部や文系地区など広

域断水を行い，トイレや実験機器用冷却水

の供給停止となり教育研究活動に影響を与

えた。 

井水検針値の急上昇により発覚した。 

漏水による事故  図表－2.89 

図表－2.88 

■屋上防水シートの破損（経年３３年） 

研究室でたびたび雨漏りし，研究活動に支

障をきたした。 

屋上からの漏水による事故 図表－2.90 



 

 

57 

 高度化多様化する教育研究診療活動に対応

するため，機能性，防災事故防止等の安全

性，施設利用者の快適性利便性を確保し，個

性的で魅力あるキャンパスづくりを進めると

ともに，施設の長寿命化，省エネルギー・省

資源に配慮した施設水準の向上を図るために

「クオリティマネジメント」を推進する。 

 

１．現状 

１－１ キャンパス 

１－１－１ 外部交流スペース 

外部の主な交流スペースとして，外

部パブリックスペース（グリーンベル

ト含む），キャンパスエントランス

（図表－3.1），キャンパス散策路（図

表－3.2）がある。 

外部の交流スペースは，地域やキャ

ンパス内のアクティビティを活性化さ

せるとともに，講義等の合間に学生と

教員が集う休憩スペースとして，ま

た，触発し合う重要な役割を担ってい

るが，次のような課題がある。 

・保有建物の増加等により交流スペー

スのまとまった空地が少ない 

・グリーンベルトは出入口が少なく，

周囲の植栽により内部が見渡せない

Ⅲ. クオリティマネジメント 

図表－3.1  

図表－3.2 
図表－3.３ 
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ため閉鎖的である（図表－3.3） 

・キャンパスエントランスに都市地域と

の接点としてふさわしいスペースがな

い 

・公開施設を結ぶキャンパス散策路が一

部未完成である 

 

１－１－２ キャンパスの狭隘化 

卓越した教育研究拠点，若手研究者の

増加等に伴い直近５年間で約１０万㎡の

建物が建設され，キャンパスの狭隘化が

進んでいる。 

キャンパス内には規模の大きな建物か

ら倉庫のような小さな建物が数多くあ

り，効率的な土地利用となっていないた

め，将来の建設用地が極めて少なく，建

物と建物の間にまとったスペースが設け

られず，交流スペースの整備に支障をき

たしている。  

このため，東山キャンパス，鶴舞キャ

ンパスでは，都市計画提案制度を活用し

高度化や容積率緩和につなげて，狭隘化

対策を行っている。 

 

１－１－３ キャンパス内の交通 

キャンパス内の交通については，通学

通勤に使われている自転車，バイク，車

等の構内交通の安全対策，授業と授業の

間に多数の学生・教職員が同時に移動す

るための安全対策が重要であり，次のよ

うな課題がある。 

・交流スペースとして整備されるべき

キャンパスの骨格に沿った空間が依

然として駐車場として使われている 

・キャンパスは門や囲障がないため構

内に自由に入ることができる 

・駐車スペース以外の構内道路等へ無

断駐車が多い 

・駐輪場以外の場所に駐輪が多い 

（図表－3.4～5） 

・屋根付き駐輪場が老朽化している 

・放置自転車が多い 

 

１－１－４ ユニバーサルデザインの推進 

キャンパス内には，教職員，外国人留

学生，障がいを持つ人など多様な構成員

が活動している。 

来訪者が目的とする建物まで容易にた

どり着ける案内サイン，通行時のバリア

フリーなど，学内構成員や来訪者が安心

かつ快適な移動環境を確保する必要があ

る。 

また，仕事と育児・介護・家庭との両

立によりキャリア継続を可能とする環境

づくりが求められており，本学では次の

ような課題がある。 

・子育て支援室及び女性休養室の設置

状況は，キャンパス内で配置に偏り

がある 

・障がい学生等と意見交換を行い利用

者目線の施設面の障壁を把握した 

・組織名や建物名の変更・新設等に伴

う更新がされていない 

・古いサインは統一性がなく見づらい 

（図表－3.6～7） 

 

図表－3.4 図表－3.5 
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１－１－５ 防犯対策 

 キャンパスは，教育研究診療活動の

場であると同時に，学生等が一日の大

半を過ごす生活の場でもあり，安全な

環境を提供することが必要であり，次

のような課題がある。 

・キャンパスには門や囲障がなく，

誰もが自由に出入りできる 

・不審火（小火）や盗難等が発生し

ている  
・構内道路においては夜間暗く人通

りが少ないところがある 

・夜間，屋外照明を遮る障害物があ

る 

 

１－１－６ 緑地管理 

東山キャンパスの東側は名古屋の広域

の東部緑地の一角で，都市スケールとし

て保存緑地を担っている。このため，周

辺地域との景観的調和を図るため，でき

る限り既存の樹木を活かして緑地を確保

しかつ，良好な状態で確保していく必要

があり，次のような課題がある。 

・建物の新増改築にともない，既存樹

木を伐採してきている 

・樹木を補植した際，樹木バランスを

損なうことがあった 

・保存緑地では倒木の放置など適切な

維持管理が十分でない 

・保存緑地以外の管理樹木は，剪定や

枝払い等管理が十分に行き届いてい

ない 

・構内道路の並木が途切れている 

 

１－２．基幹設備（インフラ） 

 基幹設備の事故においては，教育研究診

療活動の生命線にかかわる問題となりかね

ないため，良好な状態で維持していくこと

が必要となっており，次のような課題があ

る。 

・老朽化により漏水・断線等が発生して

おり，事故発生によるリスクを抱えて

いる 

・新営改修建物のインフラの接続によ

り，既存部分の耐久性不足が顕著に

なってきており，基幹設備の改修が不

可欠となっている 

・埋設管（雨水・汚水・市水・井水・ガ

ス・電気・通信・情報）が老朽化し

て，漏水・断線等が発生している 

・給水施設及び受変電設備等が老朽化し

ている 

 

１－３ 建物 

１－３－１ 老朽化 

建物の老朽化（図表－3.8）により，

設備機器の不具合，設備配管からの漏

水，雨漏りなど，教育研究診療活動に支

障をきたしかねない状況である。 

今後も経年による老朽化は不可避であ

り，年を追うごとに進行することから，

維持管理費が増加し大学経営に負担が予

想される。 

建物の劣化に伴うリスク回避及び維持

管理費の縮減等，良好なキャンパス環境

の確保を図るため，計画的な老朽改善が

重要となっている。 

 

図表－3.6 図表－3.7 
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１－３－２ 非構造部材の耐震化 

東日本大震災では，屋内運動場等の大

空間の天井材が全面的に崩落し，負傷す

るなどの人身被害が生じており，改めて

非構造部材の耐震対策の必要性が認識さ

れ，本学では次のような課題がある。 

・講堂等の天井の耐震補強は完了した

が，講堂等以外の告示対象天井の耐

震補強が未完了である 

・外壁タイル等の浮き等による剥落の

恐れがある（図表－3.9） 

・実験機器，実験台等の装置，備品等

の固定が進んでいない（図

表－3.10） 

 

１－３－３ 長寿命化機能向上 

 施設の劣化に伴い，点検や修繕等の費

用が高コスト化するとともに，改修の範

囲の拡大によりさらに費用は増加する。

そのため，従来のような，施設に不具合

があった際に保全を行う「事後保全」型

の管理から，計画的な施設の点検・修繕

等を重点的に行い，不具合を未然に防止

する「予防保全」型の管理へと転換を目

指すことが求められており，本学では次

のような課題がある。 

・建物等の長寿命化の具体的な方策が

ない 

・部屋利用形態の変更に容易に対応で

きない 

・事業ごとに仕様が異なっている 

 

１－３－４ ユニバーサルデザインの推進 

キャンパス内の建物は多種多様で，建

外壁タイルの剥落(平成２５年４月)図表－3.9  固定方法が悪いとビスが抜ける 図表－3.10 

図表－3.8 
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物利用者全ての要求に対して，一律の仕

様では細部までカバーすることは困難で

ある。 

このため，その都度，障がい者，女性

教員及び外国人留学生等の利用者の多様

な視点に立って適切に計画することで，

誰もが利用しやすい施設環境の実現が可

能となる。  
特徴として，「１－１－４ ユニバー

サルデザインの推進」のほか，留学生等

から活動できる場として多目的室（図

表－3.11）の設置要望等があげられる。 

 

１－３－５ 防犯・騒音・景観対策 

防犯面では，建物内に不審者が侵入し

盗難等の事件が発生している。 

騒音については，用途の異なる部屋が

隣接することで生じる騒音や，キャンパ

ス周辺部で騒音による苦情が発生してお

り，隣接する住宅地への配慮が求められ

ている。 

景観については景観条例等四谷山手通

り景観形成地区及び東山団地地区計画に

より規制がかけられているほか，魅力あ

るキャンパスとするために統一感があ

り，かつ親しみのある建物デザインとな

るように，特に配慮する必要がある。 

 

１－３－６ 省エネルギー，ＣＯ２排出量

対策 

知の拠点としての専門的見地から，さ

まざまな省エネルギー対策に取り組み，

環境負荷の低減や効率的なエネルギー使

用の重要性を認識しており，高いエネル

ギー削減目標を設定し，総力を挙げた取

り組みのより次のような成果をあげてい

る。 

・全学的な省エネルギー対策の取り組み

を実施し，省エネルギー大賞をはじめ

とする各種の賞を受賞を受けている 

・各種補助金を活用し，経費縮減に貢献

している 

・「名古屋大学キャンパスマスタープラ

ン 2010 」では，2014年度における

東山・鶴舞・大幸の３キャンパスのC

ＣＯ２排出量を2005年度比で20％以

上削減するという目標を掲げ，結果

22.4%の削減となり目標を達成して

いる 

 

１－３－７  室内環境対策 

建物の室内環境は，建築基準法等で基

準が定められているものの，建材や備品

等には様々な化学物質が使われており，

規制された化学物質以外にも留意して，

良好な室内環境を確保する必要がある 。 
 

１－３－８ スペースの有効活用 

 教育研究診療活動の進展に柔軟かつ機

動的に対応するためには，施設の有効活

用が不可欠である。 

このため，施設のスペース使用状況を

把握するとともに，不均一な狭隘化の解

消，ムリ・ムダのない効果的な活用及び

活動の進展・変化に対した弾力的な再配

分が必要である。 

詳細については，「Ⅳ．スペースマネ

ジメント」による。  
 

１－３－９ 建物等の保守点検 

多種多様な施設の保守点検，警備，清

掃等，維持管理するために広範な管理業

務が生じるとともに，多額の費用がか

かっているため効率的な管理を行う必要

がある。  
  

１－３－１０ 関係法令遵守・業務効率化 

施設整備や管理に関する法令等を遵守

するとともに，社会的規範を守らなけれ

ばならない。 

業務遂行にあたっては，倫理意識を高

めつつ効率的な業務を行わう必要がある

図表－3.11 
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り，次のような課題がある。 

・建築基準法や消防法等の各種関係法

令等において，新増改築や大規模改

修時，定期報告などの手続きが多数

あり，見落とすおそれがある 

・連絡調整不足により，時間のロスと

判断ミスが生じている 

・設計時や施工時におい単純ミスが生

じている 

 

 

２． 課題 

東山・鶴舞・大幸のそれぞれのキャンパ

スの施設現状を各キャンパスの役割機能，

将来構想を踏まえ，キャンパス相互の連携

の状況について把握する必要がある。 

また，キャンパス全体及びキャンパス計

画上設定されている各ゾーン（エリア）に

ついては，キャンパスの良好な環境を維持

し，将来へ進展するため，土地の有効活用

を行い建て詰まりを防ぐ対策が必要であ

る。  

 

２－１ キャンパス 

２－１－１ 外部交流スペース 

キャンパス全体として，周辺地域との

連携調和を図り，地域に根ざしたキャン

パスの形成を図る観点から，キャンパス

が立地している環境，地域の特性等を把

握しながら外部交流スペースを確保して

いく必要があり，次のような課題があ

る。 

・建物の集約化を図り，外部空間を確

保する必要がある 

・パブリックスペース（グリーンベル

ト含む）を，交流，憩い，自然との

ふれあいの場として充実化すること

が必要である 

・キャンパスエントランスでは，魅力

的な憩いのスペースを確保する必要

がある 

・公開施設を結ぶキャンパス散策路の

未完成部を整備する必要がある 

また，保存建物については，学内外の

評価，建築的，歴史的価値の観点から

キャンパスの歴史や伝統の継承等につい

て，外部空間との関わりに配慮する必要

がある。 

 

２－１－２ キャンパスの狭隘化 

「キャンパスマスタープラン2016」

の整備計画により，規模の小さな建物か

つ老朽化した建物を集約整備する等，高

度化，集約化を図り，組織改革，卓越し

た研究拠点等の整備需要に対応する必要

がある。 

また，建設予定地以外に建物整備をす

る場合のルールを決めて，早い物勝ちな

ど無秩序な建物建設を抑制していく必要

がある。 

なお，緑の空間や広場等コミュニケー

ションの状況について，キャンパス内各

施設との関係（ゾーニング）も含めて検

討し対策を行う必要がある。 

 

２－１－３ 構内交通 

安全性，快適性の観点から人と車の構

内動線の状況をキャンパス内各施設との

関係（ゾーニング），屋外環境の現状，

構内の車に関する管理運営状況（規定体

制），構内の主要な駐車場（規模設定の

適否），駐車場以外の（路上）駐車状況

を把握して対策を行う必要があり，次の

ような課題がある。 

・キャンパス外周部に駐車場を整備

し，キャンパス中央部を歩行者中心

の空間として，安全で静謐な環境を

つくる必要がある 

・駐車台数を抑制し，歩行者の安全を

確保する必要がある 

・既存駐輪場を適切な位置に再配置

し，キャンパス景観の向上を図るこ

とが必要である 

・老朽化した既存駐輪場を整備する必

要がある 

・放置自転車を排除する必要がある 

 

２－１－４ ユニバーサルデザインの推進 

「障害を理由とする差別の解消の推進

に関する法律」施行伴う対応では，屋外

環境等に関する課題が多い。 

また，利用者視点での細部にわたる障

壁，キャンパスとしての多目的トイレや

女性休養室の確保，目的とする施設まで
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の案内サインの適正な設置・更新の課題

等，いずれも利用者視点で状況把握を行

いながら対策を行うことが必要である。 

 

２－１－５ 防犯対策 

広大なキャンパスと約７９万㎡建物を

保有し，２万人余りの施設利用者や不特

定多数の来訪者により教育研究診療活動

が行われており，これら全てを安全な状

況に保つことは極めて困難である。 

このためキャンパス内で防犯上問題の

ある場所を特定し，専門家の意見を参考

にして，対策を進める必要がある。 

 

２－１－６ 緑地管理 

敷地の狭隘化により，新たな建物を建

設する際，やむなく緑地や広場を建設用

地としている。 

緑の少ないキャンパスは，魅力のない

空間となり，環境負荷が大きいため，例

えば緑を総量を守るように，伐採分の樹

木を他の場所に植樹するなど，ルール化

等が必要である。 

 

２－２ 基幹設備（インフラ） 

電気，給排水，ガス，冷熱源等のエネル

ギー供給について，そのシステム，消費量

の状況，配管配線，設備の老朽状況につい

て把握する必要がある。 

また，エネルギー供給の状況及び情報通

信システムについて，教育研究診療活動等

の進展への対応から，維持管理体制を含む

現状を把握するとともに，将来のシステム

拡張，機器更新等について検討しておく必

要がある。 

さらに，自然災害に対する安全性の観点

から，防災性能を踏まえた計画が必要であ

る。 

 

 

２－３ 建物 

２－３－１ 老朽化 

建物の老朽化は不可避なことである

が，経年２５年以上の建物が増え続け老

朽対策が遅れると，建物の劣化に伴う安

全面のリスクだけでなく，多様な教育研

究診療活動に支障が生じ，活動のさらな

る発展に影響を及ぼすことにつながりか

ねない。 

このため，計画的な更新が必要で，キャ

ンパス全体の老朽施設を的確に把握して，

着実に整備を行う必要がある。 

 

２－３－２ 非構造部材の耐震化 

非構造部材においては，地震による部

材の落下等による直接的な被害のほか，

避難経路の通行阻害，ガス・油等の漏れ

による出火の二次災害を考慮した対策が

必要であり，本学では次のような課題が

ある。 

・講堂等以外の告示対象天井の耐震補

強が必要である 

・新増築及び大規模改修時では用途や

規模に応じて耐震天井補強が必要で

ある 

・外壁タイル等の浮き状況等の確認と

改善が必要である 

・実験機器，実験台及び棚等の転倒防

止対策を行うことが必要である 

・高圧ガス等の安全性確保することが

必要である 

 

２－３－３ 長寿命化・機能向上 

長寿命化に向けた予防保全を実施する

ためには，施設の状況を早期にかつ，的

確に把握していくとともに，建築，電

気，機械設備といった専門別にマニュア

ル等を活用し，適切な対応を図っていく

必要がある。 

機能向上においては，社会情勢が変化

し，求められる機能が変わった場合で

も，新たな機能を付加し，時には不要な

機能を取り除く等，将来にわたって機能

を確保できるように対応することが重要

である。 

そのほか詳細は，「Ⅵ．インフラ長寿

命化計画」による。 

 

２－３－４ ユニバーサルデザインの推進 

グローバル化に伴う外国人留学生数の

増加や男女共同参画，障害者差別解消法

の施行などに対応するため，管理者と利

用者の両方の視点から課題を抽出し，部

位別の仕様や配慮事項などを明確にして
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対策を行う必要がある。 

 

２－３－５ 防犯・騒音・景観対策 

防犯対策については，各種建物内をセ

キュリティレベルごとにゾーン設定し入

退室管理を行うことが必要である。 

騒音については，個々の建物の対策の

ほか，建物群での騒音を把握して対策を

行う必要があり，また，キャンパス周辺

部で騒音による苦情が発生しており，隣

接する住宅地への配慮が求められてい

る。 

景観においては景観条例等四谷山手通

り景観形成地区及び東山団地地区計画に

より規制がかけられているほか，魅力あ

るキャンパスとするためにエリア毎にデ

ザイン統一化して景観対策を行う必要が

ある。 

 

２－３－６ 省エネルギー対策 

エネルギー供給等インフラの状況，設

備機器の水準（仕様），老朽状況等を踏

まえつつ，将来を見据えて更なる効果的

な省エネルギー対策を行う必要がある。 

また，対策にあたっては各種補助金の

獲得等による経費縮減対策について，継

続的に取り組む必要がある。 

 

２－３－７ 室内環境対策 

建築や改修に伴い，塗装等の溶剤を使

用する場合は，可能な範囲で材料の化学

物質を確認するとともに，低揮発性物質

の建材の利用を徹底し，乾燥期間を十分

にとって揮発性物質を取り除き，化学物

質濃度の確認が必要である。 

 

２－３－８ スペースの有効活用 

施設の有効活用の観点から施設の利用

状況を把握し，活動内容に応じた対策を

行う必要がある。また，施設の効率的な

利用を図る観点から，各施設の利用時間

についても状況を把握する必要がある。 

教育研究活動診療の展開により，当初

想定されていた利用内容と差異が生じて

いることが考えられ，利用形態の変化等

を把握する必要がある。また，施設の機

能に応じて集約化や共用化を図るなど，

学部学科等の組織の枠にとらわれない利

用を推進していく。 

施設利用は大学等の管理運営に大きく

関係するため，実態の把握や利用形態の

見直しを図る際には，学内のコンセンサ

スづくり，強いリーダーシップ，学内体

制の確立が不可欠である。 

そのほか，詳細は「Ⅳ．スペースマネ

ジメント」による。 

 

２－３－９ 設備保守点検 

設備保守点検は多種多様な点検があり

管理が複雑化するとともに多額の費用が

生じており，予防保全の推進と長寿命化

の推進が課題となっている。 

また，コスト縮減のため一元管理を

行っているが，品質確保の徹底を図ると

ともに，管理業務が煩雑にならないよう

にチェックしていく必要がある。 

 

２－３－１０ 関係法令遵守・業務効率化 

設計段階，施工段階及び管理運用段階

で各関係法令を遵守について，確固たる

ものとする仕組みが必要である。 

また，社会情勢や建設業界の擬装問題

等による影響を受け，業務が複雑化，拡

大化し，担当職員の負担が大きくなって

いるため，役割分担を明確にするととも

に，情報共有を積極的に行う必要があ

る。 

 

 

２－４ ＰＤＣＡのサイクル推進 

ＰＤＣＡサイクルによりコストマネジメ

ントを推進する必要がある。 

ＰＤＣＡの体制については，「名古屋大

学キャンパスマネジメント本部」，施設・

環境計画推進室，環境安全衛生管理室，工

学部整備計画推進室及び施設管理部の教職

協働により推進する必要がある。 

 

 

３． 目標設定 

３－１ キャンパス 

３－１－１ 外部交流スペース 

・外部パブリックスペースを拡充する

（Ｈ３３：Ｈ２７年度比＋15%） 
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・キャンパスエントランス整備（リサー

チパーク）を完了する（Ｈ３０） 

・キャンパス散策路整備を完了する 

（Ｈ３０） 

 

３－１－２ キャンパスの狭隘化 
建物の集約整備計画案を作成する。 

（Ｈ２９～継続） 

 

３－１－３ 構内交通 

・駐車場整備計画案を作成する（Ｈ２９

～継続） 

・既存駐輪場の再配置計画により，整備

を実施する（Ｈ２９～継続） 

・老朽化した既存駐輪場について，整備

計画により整備を実施する（Ｈ２９～

継続） 

 

３－１－４ ユニバーサルデザインの推進 

・ユニバーサルデザインガイドラインよ

り整備を行う（Ｈ２９～ 建物整備に

伴うものはその都度対応する） 

・サインマニュアルにより定期的に構内

サインを更新する（Ｈ２９～継続） 

 

３－１－５ 防犯対策 

・セキュリティガイドラインを作成し，

整備計画の策定し実施する（Ｈ２９～

継続） 

・屋外照明整備計画に基づき整備を実

施する（Ｈ２９～継続） 

 

３－１－６ 緑地管理 

・管理樹木の維持管理計画により管理を

実施する（Ｈ２９～継続） 

・街路樹の並木計画により並木整備を実

施する（Ｈ２９～継続） 

 

 

３－２ 基幹設備（インフラ） 

「Ⅶ．アクションプラン」により計画的

に整備を実施する（Ｈ２８～継続） 

 

 

３－３ 建物 

３－３－１ 老朽化 

「Ⅶ．アクションプラン」により計画

的に整備を実施する（Ｈ２８～継続） 

 

３－３－２ 非構造部材の耐震化 

・「Ⅶ．アクションプラン」により計画

的に整備を実施する（Ｈ２８～継続） 

・実験室地震対策ガイドラインを運用す

る（Ｈ２８～継続） 

 

３－３－３ 長寿命化・機能向上 

・「Ⅶ．アクションプラン」により計画

的に整備を実施する（Ｈ２８～継続） 

・設備更新の容易性や，建物の機能性を

確保するため，「名大版標準仕様書」

を運用する（Ｈ２９～継続） 

・ユーザーに建物の機能やコストについ

てわかりやすく，理解できるように

「建物カタログ」を作成し運用する

（Ｈ２９～継続） 

 

３－３－４ ユニバーサルデザインの推進 

ユニバーサルデザインガイドラインに

よる整備を行う（Ｈ２９～ 建物整備に

伴うものはその都度対応する） 

 

３－３－５ 防犯・騒音・景観対策 

・セキュリティガイドラインを作成し，

整備計画の策定し実施する（Ｈ２９～

継続） 

・隣地境界線付近の新たな整備建物につ

いては，防音対策を実施する（Ｈ２９

～） 

・エリア毎のデザイン計画案を策定し実

施する（Ｈ２９～継続） 

・外観デザインはコミッショニングを実

施する（Ｈ２８～） 

 

３－３－６ 省エネルギー対策 

・エネルギー削減計画等により消費エネ

ルギーの削減（Ｈ３２：Ｈ１７比25％

削減）及びＣＯ２排出抑制を行う 

・エネルギー使用インペナ制度を試行し

運用する（Ｈ２８試行，Ｈ２９運用，

Ｈ３２：Ｈ２７年度比-10%） 

・建物整備にあたっては，コミッショニ

ングによるエネルギー削減計画に基づ

き実施する（同種同規模建物消費エネ

ルギー削減比△20%）（Ｈ３２） 
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３－３－７  室内環境対策 

本学独自の化学物質濃度確認基準によ

り運用を行う。（Ｈ２８～継続） 

 

３－３－８ スペースの有効活用 

詳細は，「Ⅳ．スペースマネジメン

ト」による。 

 

３－３－９ 設備保守点検 

・設備台帳の充実化を図る（Ｈ２８～継

続） 

・保守点検指針を運用する（Ｈ２８～継

続） 

 

３－３－１０ 関係法令遵守・業務効率化 

・レビュー（クロスチェック）により関

係法令等との整合を確認する（Ｈ２８

～継続） 

・「施設整備マニュアル」の策定・運用

により，適正かつ効率的に業務を行う

（Ｈ２９～継続） 

・「カゴ帳」（失敗事例を収集したも

の）の策定・運用により，設計時や施

工時のミスを事前に防止し，適切かつ

効率的に業務を行う（Ｈ２９～継続） 

 

 

４．実施方策 

４－１ キャンパス 

４－１－１ 外部交流スペース 

・キャンパスマスタープランに基づき外

部パブリックスペース（グリーンベル

ト含む）整備計画を策定し実施する 

・キャンパスマスタープランによりキャ

ンパスエントランスの整備計画（リ

サーチパーク）を策定し実施る 

・キャンパス散策路未完成部分の整備計

画を策定し実施する 

 

４－１－２ キャンパスの狭隘化 

建物の集約整備計画を検討し策定す

る。 

 

４－１－３ 構内交通 

・キャンパス外周部への駐車場整備計画

案を検討し作成する 

・既存駐輪場の再配置計画を策定し実施

する 

・老朽化した既存駐輪場の整備計画を策

定し実施する 

 

４－１－４ ユニバーサルデザイン対策 

・「ユニバーサルデザインガイドライ

ン」より整備計画を策定し運用する 

・「サインマニュアル」により構内サイ

ン整備計画を策定し実施する 

 

４－１－５ 防犯対策 

・「セキュリティガイドライン」を策定

し運用する 

・「屋外照明整備計画」を策定し実施

する 

 

４－１－６ 緑地管理 

・「管理樹木の維持管理計画」を策定

し実施する 

・「街路樹の並木整備計画」を策定し

実施する 

 

 

４－２ 基幹設備（インフラ） 

詳細は，「Ⅵ．インフラ長寿命化計画」

による。 

 

 

４－３ 建物 

４－３－１ 老朽化 

詳細は，「Ⅵ．インフラ長寿命化計

画」による。 

 

４－３－２ 非構造部材の耐震化 

・本学独自の「天井耐震補強基準」を策

定し実施する 

・「外壁改修計画」を策定し実施する 

・実験室地震対策ガイドラインを策定し

運用する 

 

４－３－３ 長寿命化・機能向上 

・長寿命化については，「Ⅵ．インフラ

長寿命化計画」による。 

・設備更新の容易性や，建物の機能性を
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確保する「名大版標準仕様書」を策定

し運用する 

・ユーザーに建物の機能やコストについ

てわかりやすく，理解できるように

「建物カタログ」を策定し運用する 

 

４－３－４ ユニバーサルデザインの推進 

「ユニバーサルデザインガイドライ

ン」による整備し実施する。 

 

４－３－５ 防犯・騒音・景観対策 

・「セキュリティガイドライン」を策定

し運用する 

・隣地境界線付近の新たな整備建物は防

音対策を検討し実施する 

・エリア毎のデザイン計画案を検討し運

用する 

・外観デザインは，コミッショニングに

より計画し実施する 

 

４－３－６ 省エネルギー対策 

・消費エネルギーの削減及びＣＯ２排出

抑制のためのエネルギー削減計画等を

策定し実施する 

・エネルギー使用インペナ制度を導入す

る 

・コミッショニングによるエネルギー削

減計画に基づき施設整備を実施する 

 

４－３－７ 室内環境対策 

本学独自の化学物質濃度確認基準を策

定し実施する。 

 

４－３－８ スペースの有効活用 

詳細は，「Ⅳ．スペースマネジメン

ト」による。 

 

４－３－９ 設備保守点検 

・設備台帳の充実化を図るための体制を

構築する 

・「保守点検指針」を策定し運用する 

 

４－３－１０ 関係法令遵守・業務効率化 

・レビュー（クロスチェック）の体制を

検証し改善する 

・「施設整備マニュアル」を策定し運用

する 

・過去の失敗事例を収集し，カゴ帳を策

定し運用する 

 

 

５．点検・評価 

５－１ 点検・評価の対象 

点検・評価によって，キャンパスにお

ける施設の現状を把握及び検証するため

には，単一的側面で捉えるのでなく，多

様な視点での評価を行う必要がある。 

その際，個々の施設を点検・評価の対

象とするとともに，常にキャンパス全体

として長期的な視点に立って点検・評価

を実施する。  
 

 

５－２ 点検・評価の実施方法 

点検・評価項目の中には，建物の構造

的性能など，施設に関する専門的知識に

基づき客観的に行う点検・評価と，快適

性や機能性などの教員や学生等施設の利

用者の実際の活動を通じた実感的情報を

含んだ点検・評価がある。 

これら点検・評価主体の異なる多様な

点検・評価を適切に組み合わせることに

よって，施設の現状を総合的に評価す

る。 

 

 

５－３ 点検・評価の実施時期 

日常的（定期的）な施設の現状把握

は，その時点においての問題点を的確に

把握するだけでなく，日々の変化，進展

する教育研究診療活動等の動向に応じて

求められる施設に対するニーズの変化，

施設自体の変化（劣化）をある傾向とし

て把握することを目的としている。 

このため，ある程度施設の現状のアウ

トラインを把握する内容を設定する。こ

の結果，施設に関する問題点に対し迅速

に対応できるだけでなく，その傾向を把

握することによって，長期的な視点に

立って対応方策を検討することができ

る。 

施設に関する具体的な整備計画及び利

用計画等の方策を検討する際，より多面
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的で精度の高い現状把握を行うととも

に，日常的な点検・評価を踏まえつつ，

その方策の目的に応じた多様な項目につ

いて更に精度の高い点検・評価を行う。 

 

 

５－４ 点検・評価の実施体制 

 施設に関する点検・評価を行うにあ

たっては，その点検項目に応じて施設の

利用者をはじめとする全学的な協力が不

可欠である。 

本学では，「キャンパスマネジメント

本部」において，全学横断的に点検・評

価を実施する体制を構築することとして

いる。 

 

 

５－５ 点検・評価の判断基準 

点検・評価のデータを蓄積し，評価の

際の比較検討材料とし，より有効な評価

方法，基準の開発等の検討を進める。 

また，学生・教職員によるスペースの

必要以上の専有や既得権意識を排除して

全学的にスペースを管理し，目的・用途

に応じた施設の需給度合い，利用度等を

踏まえながら，既存スペースを適切に配

分し，施設の有効活用を積極的に行う。 

教育研究診療活動の新たな展開等によ

り生じる施設需要に対応する必要がある

場合においても，まずは，既存スペース

の有効活用を十分に検討する。 

保有面積の増加は，その後の施設管理

に係るコスト（定期的な改修費や毎年の

維持管理費，光熱水費等）の増大につな

がることを認識し，保有施設の総量の最

適化を図る。また，改修等の際には，教

育研究活動の変化に柔軟に対応できるよ

うな可変性を有した計画とする。 

図表－3.12 

ラーニング・コモンズ：中央図書館 

改修により，自律的な学習を支援し知識

の創造を促す，図書館の新しい学習空間

に再生している。 

多世代共用スペース：ＮＩＣ 

子育て中の教職員・学生のためのコワーキン

グスペース 。教職員・学生およびそのご家族

が，子供を連れて仕事や 勉強・打合せなどに

利用している 。 

図表－3.13 
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学生・教職員によるスペースの必要以上の

専有や既得権意識を排除して全学的にスペー

スを管理し，目的・用途に応じた施設の需給

度合い，利用度等を踏まえながら，既存ス

ペースを適切に配分し，施設の有効活用を推

進していく必要がある。 

教育研究診療活動の進展等により生じる新

たな施設需要についても，まずは，既存施設

の活用を最優先で検討する必要がある。 

保有面積の増加は，コスト（定期的な改修

費や毎年の維持管理費，光熱水費等）の増大

につながることを認識し，保有施設の総量の

最適化を図ることが重要である。 

また，改修等の際には，教育研究診療活動

の変化に柔軟に対応できるような可変性を有

した計画とする。 

以上のような課題を解決するために，「ス

ペースマネジメント」を推進する。 

 

１．現状 

１－１ これまでの取り組み 

１－１－１ スペース管理 

本学では，スペース管理に関して，毎

年の「国立大学法人等施設実態調査」の

調査時に全施設の調査・確認を行ってい

る。 

また，平成１３年度に整備委員会（現

施設計画・マネジメント委員会，平成２

８年度よりキャンパスマネジメント本部

に改組）の下に，施設点検評価部会が設

置され，全学規模による施設実態調査に

向けた検討が行われた。 

平成１４年度からは，ＣＡＦＭシステ

ムによる全学施設台帳への展開を開始

し，平成１６年度に「名古屋大学施設点

検評価報告書2005」を取りまとめた。

（図表ー4.1） 

この報告書は，実際の利用状況を含め

た施設全体像の把握が大きな目標の一つ

であった。 

現在は，Ｗｅｂ版の施設管理システム

に移行し，全学統一システムでスペース

情報管理を一元的に管理している。 

１－１－２ 全学共用教育研究施設 

全学利用を対象とした流動的運用ス

ペ－スは，平成９年に核融合科学研究所

から建物移管を受けた建物群を，共同教

育研究施設地区として位置付け，平成１

０年度から共同教育研究施設１号館及び

２号館等の利用を希望する部局に幅広く

貸し出すこととした。 

平成１３年度からは，名古屋大学学術

憲章に掲げる研究及び教育の基本目標を

達成するために，既存の組織の枠を超え

た教育研究組織等による創造的な教育研

究活動の推進を目的とし，全学共用教育

研究施設（以下「全学共用スペース」と

いう。）として制度を構築し，新増築及

び改修する総合研究棟の延べ面積の概ね

20%を原則として全学共有スペースを

確保している。 

全学共用スペースは，競争的公募ス

ペースや執行部裁量スペース，全学的共

通利用スペース，改修工事に伴う緊急避

難スペース等として運用を図っており，

利用申請に基づき施設計画・マネジメン

ト委員会にて利用承認を行っている。 

また，高等総合研究館やインキュベー

ション施設，赤﨑記念研究館では，部局

を超えて新たな学問分野を拓くことを目

Ⅳ. スペースマネジメント 

図表－4.1 
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的とした共同利用の代表的建物として利

用している。 

 

１－１－３ 全学共用スペースの利用実態

現地調査 

平成２５年度に東山キャンパス，鶴舞

キャンパス，大幸キャンパスにおける全

学共用スペース（約６万㎡）について，

現地で悉皆調査により実施しており，利

用状況は概ね良好であった。 

 

１－１－４ 既存スペースの利用実態現地

調査 

平成２６年度から東山キャンパス，鶴

舞キャンパス，大幸キャンパスに係る既

存スペースについて，現地で悉皆調査に

より利用状況をで確認している。 

 

１－１－５ 執行部裁量スペース 

総長のリーダーシップによるガバナン

ス改革を推進するため，平成２５年度か

ら執行部裁量スペース制度を設け，平成

２７年度は，新たに３０室，約千４百㎡

を確保し，計９７室，約６千７百㎡（平

成２５年度比約2.5倍）に拡充して，優

れた教育研究効果が見込めるプロジェク

トに配分している。 

 

１－１－６ 全学共用スペース 

平成２７年度は，新たに全学共用ス

ペースを約１万６千㎡確保し，計約８万

２千㎡（大学教育・研究施設の約17％）

に拡充し，競争的資金等によるプロジェ

クト研究スペース等に配分している。 

 

１－１－７ 産学連携研究へのスペース配分 

平成２７年度は，産学連携研究スペー

スとして，既存の全学共用スペース１３

室，1,173㎡を配分し，これまでと合わ

せて計２４室，2,542㎡に拡充して産学

連携研究を支援している。 

 

 

１－２ 教育研究活動の主な状況 

１－２－１ 博士課程教育リーディングプ

ログラム 

これまでの教育活動に加え，優秀な学

生の俯瞰力と独創力を伸ばして広く産学

官にわたりグローバルに活躍するリー

ダーへと導くため，平成２３年度から専

門分野の枠を超えて博士課程前期・後期

一貫した学位プログラム「博士課程教育

リーディングプログラム」を６事業実施

している。（図表－4.2） 

１－２－２ スーパーグローバル大学創成

支援プログラム 

平成２６年度に採択された「スーパー

グローバル大学創成支援プログラム」に

おいて，３千人の留学生受入（2020

年），千名の学生派遣（2020年）を目

標値として掲げており，グローバル化を

推進している。（図表ー4.3） 

１－２－３ 科学研究費助成事業実績 

競争的研究資金である科学研究費助成

事業実績は，平成２６年度において平成

２１年度比で，金額24％，件数38％で

それぞれ伸びている。（図表ー4.4） 

 

 

１－２－４ 共同研究・受託研究実績 

産学連携である共同研究・受託研究実

績について，平成２６年度において平成

２１年度比で，金額71％，件数22％で

それぞれ伸びている。（図表ー4.5） 

 

リーディングプログラム 

年度 件数 

H23 2 

H26 6 

留学生推移 

年度 人数 
H21 1,717 
H26 2,079 

科学研究費推移 

年度 金額 件数 

H21 6,323百万円 2,000 

H26 7,843百万円 2,757 

図表－4.2 

図表－4.3 

図表－4.4 

産学連携推移 

年度 金額 件数 

H21 6,005百万円 1,009 

H26 10,251百万円 1,233 

図表－4.5 
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54.8%

80.7%

80.6%

52.8%

87.2%

81.8%

83.2%

51.7%

63.7%

82.2%

54.1%

51.8%

62.2%

76.7%

81.7%

83.8%

54.2%

121.0%

67.0%

77.1%

77.9%

0 40,000 80,000 120,000

（東山）文学部

（東山）法学部

（東山）経済学部

（東山）教育学部

（東山）理学部

（東山）農学部

（東山）工学部

（東山）情報学部

（東山）共通教育

（東山）国際開発研究科

（東山）多元数理科学研究科

（東山）国際言語文化研究科

（東山）環境学研究科

（東山）創薬科学研究科

（東山）環境医学研究所

（東山）宇宙地球環境研究所

（東山）未来材料・システム研究所

（東山）センター群

（鶴舞）医学部

（鶴舞）センター群

（大幸）医学部

部局別整備率

必要面積 保有面積（補助＋自己） 整備率

１－３ 過不足状況 

１－３－１ 大学教育・研究施設の整備率 

 大学教育・研究施設の整備率は，平成

２７年５月現在で92％まで改善されてい

る。（図表－4.6）  

  

 

１－３－２ 部局別の整備率  

 部局等の整備率では，文学・教育・情

報・多元数理・国際言語・未来材料が低

い整備率となっており，東山キャンパス

のセンター群が高い整備率となってい

る。（図表－4.7） 

 

図表－4.7 
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㎡

大学教育・研究施設 整備率
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整備率

図表－4.6 
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１－４ 利用状況 

１－４－１ 教育研究施設の構成 

教育研究施設全体の構成比率は，流動

的スペース17.0％，研究関連スペース

28.7％，教育関連スペース12.2％，管

理・厚生7.3％，通路・トイレ19.0％，

センター群等15.7％となっている。（図

表－4.8） 

 

１－４－２ 流動的スペース 

共通的スペース約2.6万㎡，競争的公

募＋執行部裁量スペース約2.6万㎡，緊

急避難＋共同利用約2.6万㎡であり，1：

1：1の比率となっている。（図

表－4.9） 

 

26,101㎡ 22,276㎡ 6,697㎡
6,745㎡

20,373㎡

0% 20% 40% 60% 80% 100%

流動的スペース

計 82,192㎡

流動的スペース

共通的スペース 競争的公募スペース 執行部裁量スペース 緊急避難 共同利用

1,680㎡

2,684㎡

2,718㎡

21,316㎡

6,692㎡

35,090㎡

654㎡

9,084㎡

46,829㎡

631㎡

57,198㎡

7,062㎡

15,495㎡

1,135㎡

16,404㎡

420㎡

40,516㎡

171㎡

1,354㎡

99㎡

3,961㎡

5,585㎡

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大幸 計 8,913㎡

鶴舞 計 20,187㎡

東山：研究所 計 13,036㎡

東山：理系 計 88,510㎡

東山：文系 計 7,743㎡

全体 計138,389㎡

研究関連スペース

教員研究室 実験室 実験研究室 研究諸室

図表－4.8 
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8,913㎡

20,187㎡

13,375㎡

88,510㎡

7,743㎡

138,728㎡

1,639㎡

8,978㎡

1,361㎡

36,736㎡

10,213㎡

58,927㎡

4,302㎡

5,383㎡

3,569㎡

17,601㎡

4,540㎡

35,395㎡

5,150㎡

17,728㎡

5,913㎡

54,735㎡

8,371㎡

91,897㎡ 75,758㎡

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大幸 計 20,004㎡

鶴舞 計 52,276㎡

研究所 計 24,218㎡

理系 計 197,582㎡

文系 計 30,867㎡

全体 計 482,897㎡

教育研究施設構成比率

流動的スペース 研究関連スペース 教育関連スペース

管理・厚生 通路・ＷＣ センター群等

図表－4.9 

図表－4.10 



 

 

73 

１－４－３ 研究関連スペース 

文系は教員研究室の比率が高く，理

系・研究所は実験室＋実験研究室の比率

が高い。（図表－4.10） 

 

１－４－４ 教育関連スペース 

文系，理工系，研究所とそれぞれの特

徴が見てとれる。 

また，鶴舞キャンパスにおけるセミ

ナー室などの教育諸室の比率が高くなっ

ており，学生研究室を兼ねているものと

想定される。（図表－4.11） 

 

１－４－５ 管理・厚生スペース 

研究所の事務室が4割を超え，高い値

を示している。 

また，大幸キャンパスにおける倉庫等

の比率が高くなっている。（図

表－4.12） 

 

238㎡

1,157㎡

20,060㎡

3,796㎡

25,251㎡

748㎡

7,994㎡

204㎡

6,821㎡

3,940㎡

19,707㎡

653㎡

984㎡

9,855㎡

2,477㎡

13,969㎡

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大幸 計 1,639㎡

鶴舞 計 8,978㎡

東山：研究所 計 1,361㎡

東山：理系 計 36,736㎡

東山：文系 計 10,213㎡

全体 計 58,927㎡

教育関連スペース

学生研究室 教育諸室 講義室

557㎡

1,834㎡

1,486㎡

5,864㎡

1,250㎡

10,991㎡

3,282㎡

1,447㎡

535㎡

1,704㎡

377㎡

7,345㎡

74㎡

2,087㎡

841㎡

3,002㎡

123㎡

703㎡

777㎡

3,391㎡

1,060㎡

6,054㎡

315㎡

1,359㎡

489㎡

4,208㎡

993㎡

7,364㎡

216㎡

75㎡

329㎡

19㎡

639㎡

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大幸 計 3,962㎡

鶴舞 計 3,984㎡

東山：研究所 計 2,872㎡

東山：理系 計 13,046㎡

東山：文系 計 3,528㎡

全体 計 27,392㎡

管理・厚生スペース

事務室等 倉庫等 書庫等 会議室等 リフレッシュ・ラウンジ・等 設備室
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１－４－６ 流動的スペースの推移 

全学共用スペースは，整備後における

総合研究棟の延べ面積の20％を確保する

こととしており，この７年間で約２万㎡

を新たに確保し，計約８万㎡となってお

り，総長のリーダーシップによる戦略的

なスペース配分が進められている。（図

表－4.13） 

 

１－４－７ 執行部裁量スペースの推移 

総長のリーダーシップによるガバナン

ス改革を強力に推進するための執行部裁

量スペースを平成２５年度より確保して

おり，平成２７年度には平成２５年度比

2.5倍のスペースを確保し，優れた教育

研究効果が見込めるプロジェクトに配分

している。（図表－4.14） 

 

１－４－８ 講義室全体稼働率の推移 

講義室の運用改善や全学利用が可能な

講義室の公表などの取り組みにより，

年々稼働率が改善されている。（図

表－4.15） 
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40,000

60,000

80,000

100,000

平成２１年度 平成２４年度 平成２７年度

㎡ 流動的スペースの推移

高等総合研究館 ｲﾝｷｭﾍﾞｰｼｮﾝ施設

赤﨑記念研究館 ﾅｼｮﾅﾙｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｺﾝﾌﾟﾚｯｸｽ

共同教育研究地区 全学共用教育研究施設

図表－4.13 

図表－4.14 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

㎡ 執行部裁量スペースの推移

東山団地 鶴舞団地



 

 

75 

１－４－９ 規模別講義室稼働率の推移 

全ての規模別区分で稼動率の改善が図

られている。（図表－4.16） 

 

１－４－１０ 若手研究者スペースの現状 

平成２７年５月現在，約４万３千㎡の

若手研究者スペースが確保され，文系

12.5％，理系57.3％，鶴舞＋大幸

30.2％の構成比率となっている。（図

表－4.17） 

 

１－４－１１ 女性研究者スペースの現状 

平成２７年５月現在，約１万６千㎡の

女性研究者スペースが確保され，文系

16.3％，理系44.5％，鶴舞＋大幸

39.2％の構成比率となっている。（図

表－4.18） 
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2,558㎡ 7,000㎡ 6,175㎡

0㎡ 5,000㎡ 10,000㎡ 15,000㎡ 20,000㎡

女性研究者スペース

計 15,733㎡

女性研究者スペース

文系 理系 鶴舞＋大幸

2,400㎡ 10,100㎡ 1,900㎡

0㎡ 5,000㎡ 10,000㎡ 15,000㎡ 20,000㎡

外国人研究者等スペース

計 14,400㎡

外国人研究者等スペース

外国人研究員 外国人共同研究員 外国人研修員

１－４－１２ 外国人研究者スペースの現状 

平成２７年５月現在，約１万４千㎡の

外国人研究者スペースが確保され，外国

人研究員16.7％，外国人共同研究員

70％，外国人研修員13.3％の構成比率

となっている。（図表－4.19） 

 

１－４－１３ 教員・学生１人当たり利用

面積 

ａ．文系部局 

文部科学省の定めている基準単位面

積に比べて教員・学生とも約２分の１

となっている。 

研究科の学生利用面積が０となって

いるが，教員等が利用している面積に

含まれている可能性があり，調査方法

等の改善及び実地調査等により実態把

握をする必要がある。（図表－4.20～

21） 

 

ｂ．理工系部局 

理系部局は，実験室や実験研究室を

多く保有していることから，教員１人

当たりの面積が多くなっている。 

学生利用のスペースは，文部科学省

の定めている基準単位面積に比べて約

４分の１と低く，教員実験室等と共用

してためと推察されるが，実地調査等

により実態を把握する必要がある。 

また，部局間の差が大きいことか

ら，スペースの再配分が必要と思われ

る。 

なお，スペースの再配分について

は，組織改革と併せて計画する。（図

表－4.20～21） 

 

 

 

図表－4.18 

図表－4.19 
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49㎡

38㎡

44㎡

73㎡

59㎡

66㎡

127㎡

134㎡

111㎡

128㎡

125㎡

111㎡

21㎡

28㎡

25㎡

33㎡

28㎡

28㎡

35㎡

31㎡

64㎡

20㎡

15㎡

18㎡

29㎡

24㎡

27㎡

51㎡

53㎡

44㎡

51㎡

50㎡

44㎡

6㎡

8㎡

7㎡

9㎡

8㎡

8㎡

10㎡

9㎡

17㎡
17㎡

0㎡ 50㎡ 100㎡ 150㎡

情報文化学部・情報科学研究科

多元数理研究科

理系研究科（理論） 平均面積

創薬科学研究科

環境学研究科

理系研究科（実験） 平均面積

農学部・生命農学研究科

工学部・工学研究科

医学部・医学研究科

理学部・理学研究科

理工系学部・研究科（実験） 平均面積

文部科学省 理工系基準単位面積

国際言語文科研究科

国際開発研究科

文系研究科 平均面積

経済学部・経済学研究科

法学部・法学研究科

教育学部・教育発達学研究科

文学部・文学研究科

文系学部・研究科 平均面積

文部科学省 文系基準単位面積

教授・准教授・講師，助教・助手，研究員利用面積

教授・准教授・講師 助教・助手 研究員

図表－4.20 
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4㎡

0㎡

4㎡

0㎡

0㎡

0㎡

3㎡
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4㎡

17㎡

0㎡

0㎡

0㎡

4㎡

3㎡

3㎡

2㎡

3㎡

6㎡

8㎡

18㎡

13㎡

9㎡

8㎡

9㎡

6㎡

9㎡

9㎡

7㎡

8㎡

35㎡

5㎡

9㎡

7㎡

8㎡

7㎡

6㎡

6㎡

7㎡

14㎡

7㎡

15㎡

11㎡

8㎡

7㎡

8㎡

5㎡

8㎡

8㎡

6㎡

7㎡

29㎡

3㎡

6㎡

5㎡

6㎡

4㎡

4㎡

4㎡

5㎡

9㎡

0㎡ 10㎡ 20㎡ 30㎡ 40㎡

情報文化学部・情報科学研究科

多元数理研究科

理系研究科（理論） 平均面積

創薬科学研究科

環境学研究科

理系研究科（実験） 平均面積

農学部・生命農学研究科

工学部・工学研究科

医学部・医学研究科

理学部・理学研究科

理工系学部・研究科（実験） 平均面積

文部科学省 理工系基準単位面積

国際言語文科研究科

国際開発研究科

文系研究科 平均面積

経済学部・経済学研究科

法学部・法学研究科

教育学部・教育発達学研究科

文学部・文学研究科

文系学部・研究科 平均面積

文部科学省 文系基準単位面積

博士課程，修士課程，学部学生（3年・4年）利用面積

博士課程 修士課程 学部生（3年・4年）

図表－4.21 
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２．課題 

２－１ 全学的な利用の推進 

２－１－１ 施設利用の意識改革 

弾力的・流動的なスペースの活用を

図っていくためには，施設は全学の共有

財産という意識改革が重要である。 

 

２－１－２ 組織改革に伴うスペースの再

配分 

組織改革に伴い全学的なスペースの再

配分を実施する。その際に，理系部局等

の学生専用スペースが不足していること

から，支障をきたしている場合には，改

善を図る必要がある。 

 

２－１－３ 講義室等の確保と稼働率向上 

国際通用性を高める教育制度改革

（クォーター制導入等）とカリキュラム

改革（ジョイントディグリープログラム

の設置・推進等）を見据えた講義室等の

確保と稼働率向上を図る必要がある。 

 

２－１－４ 機能強化への対応 

大学の機能強化のために設置した学内

センター及び各種プロジェクト（若手・

女性・外国人研究者の増加や男女共同参

画の推進等）に対応するため，適正なス

ペースの配分について検討する必要があ

る。 

 

２－１－５ 未利用室の実態把握 

これまでの既存施設利用実態現地調査

において，未利用室が見受けられるが，

一部，有効利用されていない居室等が見

受けられるものの，シェアドガバナンス

による人材確保や研究資金獲得に伴う新

たなスペース確保のためのストックとし

て，スペースを確保しておくことも重要

なマネジメントであることから，実態を

正確に把握する必要がある。 

 

２－１－６ 大幸キャンパスにおけるス

ペース再配分 

大幸キャンパスにおける教育関連ス

ペースや交流スペースの確保比率が低

く，また，倉庫等の確保比率が高いこと

から，これらのスペースについて支障を

きたしている場合には，改善を図る必要

がある。 

 

２－１－７ 全学共用教育研究施設の確保

ルールの見直し 

全学共用教育研究施設（以下「全学共

用スペース」という。）については，原

則として整備後における総合研究棟の延

べ面積の20％を確保することとしている

が，整備率の違いにより，全学共用ス

ペースの確保に苦慮している部局が存在

するため，全学供用スペースの確保ルー

ルを検討する必要がある。 

 

２－１－８ 競争的公募スペース等の拡充 

全学共用スペースは，競争的公募＋執

行部裁量スペースと全学共通的スペース

として運用を図っているが，構成比率が

１：１の関係になっており，競争的プロ

ジェクトや産学連携プロジェクトを推進

するスペースが慢性的に不足しているた

め，スペース確保対策を検討する必要が

ある。 

 

２－１－９ 集約化と利用の効率化 

多種多様な建物に点在している全学共

用スペースを集約化し，利用の効率化を

図る必要がある。 

 

２－１－１０ 全学共用スペース利用基準

の見直し 

大学の戦略的な活動を支援するスペー

スや教育・研究の展開に必要なプロジェ

クトスペース，学修スペース，交流ス

ペースなど，教育研究のさらなる展開や

学生・教職員支援を図るために全学共用

スペースの確保と利用についての基準を

見直す必要がある。 

 

 

２－２ 利用状況を踏まえたスペース配分 

２－２－１ スペースの再配分 

教育研究診療活動の進展に柔軟かつ，

機動的に対応するためには，施設の有効

活用が不可欠である。 

このため，学内においてスペースの使

用状況を把握するとともに，不均一な狭
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隘化の解消，ムダ，ムリ，ムラのない効

果的な活用の徹底，かつ教育研究の変化

に対した弾力的な再配分を行う明確で公

平なルールを規定する必要がある。 

 

２－２－２ スペース再配分に伴う面積基

準の検討 

文部科学省の面積基準に対する各部局

の保有面積の整備率は，100％を超える

センター群から60％に満たない部局ま

で，大きな隔たりがある。 

こうしたスペースの不均衡を是正し，

組織改革に伴う施設の再編や大学の機能

強化を推進するためのスペースを確保す

るため，本学独自の面積基準を設定を検

討する必要がある。 

 

 

２－３ 課外活動スペース，長時間滞在ス

ペースの確保・活用 

２－３－１ 学修スペースの拡充 

附属図書館のラーニングコモンズや全

学教育棟の学生ホールなど，学生・留学

生等の学修スペース（自学自習室等）や

課外活動スペース等のキャンパスで長時

間滞在できるスペースを確保し，学生の

異分野交流や留学生とのふれあいを通し

て，学力向上，コミュニケーション能力

向上を図る必要がある。 

 

２－３－２ 交流を促すスペースの確保 

既存建物の多くでは，学修スペースや

リフレッシュスペース，交流を促すパブ

リックスペース等が十分に確保できてい

ないため，スペースの再配分によって，

交流を促すスペースの確保と拡充を図る

必要がある。 

 

２－４ ＰＤＣＡサイクルの推進 

スペースの有効活用を推進するため，Ｐ

ＤＣＡサイクルによるスペースマネジメン

トを継続的に実施していく必要がある。 

 

 

３．目標設定 

３－１ スペースマネジメントに関する目

標設定の考え方 

名古屋大学松尾イニシアティブ NU MI-

RAI 2020 に掲げられている以下の目標達

成を支えるため，スペースマネジメントの

数量的目標を設定する。 

 

・国際標準の教育の推進により，様々な

場面でリーダーシップを発揮し人類の

幸福に貢献する「勇気ある知識人」の

育成 

・組織改革による教育における機能強化

の推進 

・国際通用性を高める教育制度改革

（クォーター制導入等）とカリキュラ

ム改革（ジョイントディグリープログ

ラムの設置・推進等） 

・多様な学生に対するきめ細かな支援の

充実 

・ノーベル賞な研究拠点支援による全学

の基盤的研受賞者輩出など世界屈指の

研究大学として人類の知を持続的に創

出 

・高等研究院，ＷＰＩ，未来社会創造機

構等を中心とした世界トップレベルの

研究の推進と成果の社会発信 

・分野横断的で独創的究の促進 

・若手，女性，外国人等，多様な研究人

材の確保と世界の研究リーダーの育成 

・「世界の誰もが活動の場として選びた

くなるキャンパス」の実現と，アジア

と学び世界に挑む人材の育成による持

続可能な世界の構築への貢献 

・教育研究環境整備により留学生を

2020年までに3,000人，外国人教員等

を650人へ 

・国際化に対応したキャンパス環境の充

実 

・世界有数の産業集積地にある基幹大学

として，産学官連携を含む多様な連携

によるイノベーションへの貢献と社会

的価値の創出 

・未来エレクトロニクス集積研究セン

ターなどの整備によるオープンイノ

ベーションのための新しい産学官連携

研究開発体制の構築 

・COIプログラムの発展等，強みのある

異分野融合研究の組織的な強化 

・産学協同研究講座や産学協同研究所な
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どの誘致による産学連携体制の強化 

 

以上の取組に対するスペースの確保につ

いては，平成２９年度施設整備費概算要求

方針により，既存施設の有効活用を基本と

し，総長のリーダーシップによる戦略的な

機能強化促進及び共通政策課題のために必

要な事業を精選して，戦略的に要求を行う

こととしている。 

 

 

３－２ スペースマネジメントに関する目標 

目標達成年度を平成３３年度としてス

ペースマネジメントを推進する。（達成目

標比は平成２７年度比） 

・スペースの再配分（Ｈ２８～） 

・スペースチャージシステムの導入 

 （Ｈ２９） 

・共有スペースの拡充（＋15%） 

・若手・女性・外国人教員のスペースの

拡充（＋15%） 

・学修スペースの拡充（＋15%） 

・学生・教員等の交流スペースの拡充 

 （＋15%） 

・講義室の稼働率向上（＋６％） 

 

 

４．実施方策 

４－１ 占有意識の排除 

大学施設のスペースガイドラインを平成

２８年度に策定し，施設は大学全体の共有

財産であることを認識するとともに，施設

の弾力的運用を図る。 

 

４－２ トップマネジメン卜による配分 

４－２－１ スペースマネジメントの実施 

教育研究活動に必要な施設の提供とい

う視点から，スペースマネジメントを実

施する上で本学の実状に即したスペース

利用の標準目標を定め，必要となるス

ペースマネジメントをトップマネジメン

トとして実施する。 

 

４－２－２ 本学独自の面積基準の設定 

総合的マネジメントの推進とともに，

スペースマネジメントにおいては，多様

な利用者から要望されているスペースを

提供することが必要である。 

こうしたスペース需要に応えるととと

もに，スペース配分の不均衡を是正し，

組織改革に伴いスペースの再配分を行う

ために，本学独自のスペース利用の面積

基準を設定を検討する必要がある。 

 

４－２－３ 本学独自の面積基準の導入案 

本学独自のスペース利用の面積基準

は，講座単位まで施設利用の実態を把握

して，現状を踏まえた面積基準を策定

し，部局・専攻単位での必要面積を算出

する。 

新たな面積基準は，廊下・便所等を除

くネット面積での基準とし，パブリック

スペースを外枠とし，ゆとりをもって確

保できるよう配慮する。 

また，大学の機能強化を促進するプロ

ジェクトについては，合理的なスペース

を配分できるように検討を行う。 

さらに，特殊実験室等の取り扱いにつ

いては，実態に即して特例扱いとする等

の検討を行う。 

 

４－２－４ 面積の再配分 

スペースの再配分にあたっては，キャ

ンパスに長時間滞在する学生・教職員を

支援するためのスペース及び外来者に配

慮したパブリックスペースの確保を促進

する。 

スペース確保にあたっては，インセン

ティブを考慮する。 

 

４－２－５ 新増改築整備の前提 

新増改築建物を整備する場合は，当該

部局等の利用状況及び既存保有面積を検

証し，スペースの再配分を行う。 

 

 

４－３ 施設の集約的整備と複合施設 

４－３－１ 集約的整備の推進 

施設整備にあたっては，同種用途の室

や同様の機能を有する室の集約的整備を

進めて，利用効率の向上を図り，教育研

究スペースのコンパクト化を図る。 

 

４－３－２ 複合施設の整備推進 
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キャンパスの建て詰まりの解消とキャ

ンパスの快適性の向上，パブリックス

ペースの確保を考慮し，多種多様な教育

研究・福利厚生施設の複合施設の整備を

計画する。 

 

  

４－４ 多様な運用方法 

４－４－１ 全学共用スペースの利用効率

向上と転換 

全学共用スペース及び既存スペースへ

のスペースチャージ制度の導入を進め，

各部局等の維持管理費の確保と利用効率

の向上を図るとともに，全学共用スペー

スへの転換を促進する。 

 

 

４－５ 全学的な施設管理 

４－５－１ 施設管理システムの活用 

全学的な施設の利用状況を把握し，教

育・研究活動に対応して，適切に利用状

況の評価・改善を行うため，施設管理情

報システムを活用する。 

 

４－５－２ 多様な人材を確保するための

スペース確保 

世界の研究リーダーの育成を推進する

ため，全学共用スペースに若手教員，女

性教員，外国人教員，学修及び学生・教

員の交流などの各種スペースのカテゴ

リーを加わえて，スペース拡充を図る。 

 

４－５－３ フリーアドレス制の導入 

研究者や大学院学生等の施設の利用状

況に応じて，使用する机を特定せずに共

用して利用する方法（フリーアドレス

制）の導入を計画する。 

 

 

４－６ 学外施設の利用 

時限付きの研究などの使用期間が限られ

た活動や学外に向けて行う活動のための施

設利用については，費用対効果を考慮に入

れ，必要に応じて学外の施設の活用を推進

する。 

 

４－７ スペースマネジメントシステム 

４－７－１ 施設管理情報システムの活用 

大学全体の大学教育・研究施設の適正

な規模を保つために，施設管理情報シス

テムにより各部局等の利用状況を把握す

るとともに，教員・学生の１人当たり利

用面積を確認し，最適なスペース管理を

実施する。 

 

４－７－２ 利用実態調査と施設利用実態

報告書の作成 

毎年計画的に既存スペースの施設利用

実態現地調査を実施し，スペース管理体

制を整え，施設実態データベースの精度

を上げるとともに，全施設の利用状況を

把握し最適配分を行うための棚卸しを順

次実施する。 

また，施設利用実態調査報告書を作

成・公表し，スペース利用の啓蒙を図

り，利用状況の改善につなげる。 

 

 

４－８ スペースチャージシステムの基本

方針 

４－８－１ スペースチャージ制度の効果

について 

スペースチャージ制度導入による効果

や意義については，文部科学省が作成し

ている各種報告書に，次のように報告さ

れている。 

・受益者負担による利用者のコスト意

識向上 

・中長期修繕計画に基づく維持保全の

実施財源の確保 

・機能低下や劣化の改善によるキャン

パス全体の施設品質向上 

・活用されていないスペースの集積に

よる教育研究スペースの有効活用の

促進 

 

４－８－２ 全学共用スペース 

全学共用スペースについては，「全学

共用教育研究施設及び共同教育研究施設

の利用料」については，適正な料金体系

により徴収し，適切な維持管理を実施す

る。 
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４－８－３ 中長期改修･修繕積立金制度

の検討 

これまでの「基幹設備等の中長期保全

計画」を実施してきた財源は，部局の教

育研究経費に応じた費用に，本部経費の

予備費相当予算を加えて確保している

が，中長期的にわたって安定的な財源を

確保する必要があることから，中長期的

な改修・修繕のための積立金制度の導入

を検討する。 

中長期改修･修繕積立金制度は，部局

や研究室が面積に応じて利用者負担とし

て資金を徴収する「スペースチャージ制

度（面積課金）」によって行うことを検

討する。 

 

４－８－４ インフラ長寿命化計画の財源

確保 

スペースチャージ制度により，インフ

ラ長寿命化計画のための財源確保を検討

する。 

また，教育研究スペースの戦略的な再

編により，共用できるスペースを集積す

る等により，有効活用と良好な教育研究

環境の確保を進める。 

 

４－８－５ スペースチャージシステムの

導入 

スペースチャージの基本方針に基づき

平成２８年度は，施設実態調査や施設運

営費のデータを収集・分析し，チャージ

レートや必要資金額のシミュレーション

を行い，大学全体のスペースガイドライ

ンを策定して，平成２８年度に試行し，

平成２９年度にスペースチャージシステ

ムの導入を図る。 

 

４－９ スペースの再配分 

組織改革に合わせて，既存施設の有効活

用を基本としたスペース再配分計画を策定

し，スペースマネジメントを実施する。 

また，コンバージョンやリノベーション

による整備を推進する。 

（参考） 

コンバージョン 

既存の建物の用途を変更して再利

用すること 。 

リノベーション 

教育研究の活性化を引き起こすた

め，施設計画・設計上の工夫を

行って，新たな施設機能の創出を

図る創造的な改修のこと。 

 

 

４－１０ 講義室等の稼働率向上 

講義室等の稼働状況を全学に公表し，空

いた講義室等を新たな教育活動に活用する

など，稼働率の向上とスペースの有効活用

を図る。 

 

 

４－１１ ＰＤＣＡサイクルの推進 

スペースの有効活用を推進するために，

ＰＤＣＡサイクルによるスペースマネジメ

ントを推進する。 

ＰＤＣＡサイクルの推進体制について

は，名古屋大学キャンパスマネジメント本

部，施設・環境計画推進室，環境安全衛生

管理室，工学部整備計画推進室及び施設管

理部の教職協働により推進する。 

図表－4.22        コンバージョン        図表－4.23 

宇宙線望遠鏡室             音楽練習室 
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6,801

6,000

6,500

7,000

7,500

8,000

560,000

580,000

600,000

620,000

640,000

660,000

680,000

700,000

720,000

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 平均

円㎡ 主要キャンパス施設運営費、建物面積の推移

建物面積（㎡） 施設運営費（円/㎡）

Ⅴ. コストマネジメント 

国立大学等における施設に係る支出(新増改

築費，改修費，維持管理費及び光熱水費)は，

国立大学等の支出全体の約16%を占めてお

り，大学経営に与える影響は少なくない。 

施設のクオリティの確保やスペースの利用

に係るコストについては，大学経営の視点か

ら，費用対効果の向上や保有施設全体のライ

フサイクルコストの効率化を踏まえて必要額

を検討し，戦略的に財源を確保・管理する必

要がある。 

施設のライフサイクルコストについては，

整備のための初期の建設コスト(イニシャルコ

スト)のほかに，定期的な改修費や毎年の修繕

費，保全費，光熱水費等のコストが将来にわ

たり継続的に必要であり，ランニングコスト

はライフサイクルコスト全体の約７割を占め

る。 

しかし，単なるコストの縮減は，安全性の

確保や教育研究診療活動の質に影響を及ぼ

し，活力低下や資産価値低下を招くため。適

切なコストマネジメントによる合理的な対応

が必要である。 

このため，特に施設の新増改築等を計画す

る際には，費用対効果を考慮した施設の規

模，グレード等の検討とともに，施設の機能

改善・維持に必要な財源の負担方法等につい

て十分な検討を行う。 

このような課題を解決するため，「コスト

マネジメント」を推進する。 

 

１．現状 

１－１ トータルコストの把握 

ａ．改築，改修に必要なコスト 

本学では，今後３０年平均で改築面積

約5.5千㎡，改築費用約１８億円。改修

面積約２万１千㎡，改修費用約４４億円

が必要となる。 

なお，既に建設後５０年を経過した建

物面積は約13.3万㎡，改築費用約440億

円は試算の対象とはしていない。 

詳細は，「Ⅱ．総合的マネジメント」

による。 

 

ｂ．施設運営費 

施設運営費（施設維持管理費＋光熱水

費）は，平成２６年度実績で約４６億円

で，このうち光熱水費は約１８億円と

なっている。 

単位面積当たりは図表－5.1のとお

り，約７千円／㎡となっている。 

保有面積の増加及び最先端の研究施設

の整備に伴って，今後も増加すると考え

られる。 

 

図表－5.1 
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１－２ コスト縮減への取組 

ａ．公共事業コスト構造改善 

公共事業コスト構造改善として，施設の

長寿命化によるライフサイクルコスト構造

の改善，環境負荷の低減効果等の社会的コ

スト構造の改革などを加味した「総合コス

ト改善率」では，平成１９年度と比較し

て，平成２０年度から平成２４年度の５年

間で総合コスト改善率を15.1％達成してい

る。 

 

ｂ．保守管理業務の一元化，複数年契約 

点検保守業務一元化及び複数年契約によ

り，約４千８百万円の経費縮減している。 

 

ｃ．コミッショニング 

新増改築事業において，教職協働による

「名古屋大学インハウス型コミッショニン

グ」を実施し，イニシャルコスト，ランニ

ングコストの両面でコストの削減を図って

いる。 

 

ｄ．ＥＳＣＯ事業 

管理一体型ＥＳＣＯ事業を大学3か所の建

物で実施し光熱水費と点検保守費の削減を

図っている。 

        

ｅ．各種補助金の活用 

各種の補助金を獲得し，イニシャルコス

トの削減を図るとともに，高効率設備を導

入する事により，光熱費の削減を行ってい

る。 

 

ｆ．井戸水の活用 

井戸水を水道水基準値内に浄化するシス

テムを採用し上水道使用量とコストの削減

を行っている。 

 

ｇ．民間事業者による整備・運営手法の導入 

留学生等の学生寄宿舎整備に伴いＰＰＰ/

ＰＦＩ事業の導入を検討している。 

 

 

１－３ 実施状況の把握 

長期間にわたる教育研究診療環境の適切な

維持管理に必要なコストとその配分について

は，国の施策によるもの，法的な対応，安全

性及び緊急性と費用対効果等を考慮に入れ

て，中長期保全計画書及び概算要求書等で取

りまとめ，予算措置を受けて実施されてい

る。 

また，毎年度「施設報告書」を作成して検

証している。 

 

 

１－４ 継続的なデータの収集 

修繕や設備機器等の更新計画の参考とする

ため，平成１７年度から他の国立大学と連携

して，修繕，光熱水費，保守点検費等のデー

タを収集し，ベンチマーキングを行って活用

している。 

データの収集には，労力と経費が発生する

が，将来への投資であり大学運営に必要な貴

重な資源でもあり，今後も継続的に収集する

こととしている。 

 

 

２．課題 

２－１ 運営コストの負担方法 

運営コストは受益者負担と共通負担から成

り立っているが，費用負担区分の明確なルー

ルと必要額の把握がされていない。 

部局において，施設の維持管理コストを削

減した結果，老朽化や陳腐化が進むと部局の

手に負えなくなり，本部負担となるケースも

見受けられ，費用負担の原則が崩れ，均衡性

が保たれなくなる。 

 

 

２－２ 必要経費の把握 

経営的視点に立って長期期間の目的を共有

化，明確化し，教育研究診療環境のクオリ

ティ，スペース等に必要な経費の把握を毎年

度実施する。 

また，大規模な改修計画を踏まえた総合的

なコストマネジメントを推進する。 

 

 

２－３ 現状評価の手法 

現状評価について，客観的に判断できる手

法を確立する必要がある。 

また，他の国立大学，私立大学等とベンチ

マーキングを実施して，コストマネジメント
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に反映させる。 

 

 

２－４ ＬＣＣの算定と「インフラ長寿命化計

画」の策定 

ＬＣＣの算定と「インフラ長寿命化計画」

を策定し，更新コストの平準化を考慮し毎年

度見直しを行う。 

 

 

２－５ ＰＤＣＡの推進 

ＰＤＣＡによりコストマネジメントを推進

するためＰＤＣＡサイクルによるコストマネ

ジメントを継続的に実施していく必要があ

る。 

 

 

３．目標設定 

３－１ 新増改築に係るコストの抑制 

新増改築に係るコスト抑制のため，品質と

性能を統一し，華美・過大なスペックとなら

ないように，「名大版標準仕様書」を策定し

運用する。（Ｈ２８～） 

また，「建物カタログ」を作成し，ユー

ザーに建物の機能やコストについてわかりや

すく，理解できるようにするとともに，啓蒙

啓発を促進する。（Ｈ２８～） 

 

 

３－２ 要修繕箇所に係るコストの縮減 

既存施設の要修繕箇所に係るコストは，目

的用途に応じた標準的なコストを定め，コス

トの平準化を図る。（Ｈ２８～） 

 

 

３－３ 維持管理等に係るコストの平準化 

法的に関する維持管理以外の維持管理は，

ライフサイクルコストを見込んだ点検周期検

討と周期の統一等を図りコスト平準化及び縮

減を図る。（Ｈ２８～） 

 

 

３－４ 省エネ，光熱水費の削減 

・部局ごとに建物原単位のエネルギーを年

１％削減する目標を定める。また，光熱水

費の削減は毎年1.6%を目標とする，。

（Ｈ２８～） 

・夜間電力使用量を約2,200（kWh／日）削

減し，年間約１千万円縮減を図る（Ｈ２８

～） 

・契約電力を500Kw削減し，年間約九百万円

の縮減を図る（Ｈ２８～） 

 

 

３－５ 適正な入札・契約の実施 

「公共工事の入札及び契約の適正化の促進

に関する法律」等に基づき， 各法人は責任を

持って適正な入札・契約を実施していく。  

 

 

４．実施方策 

４－１ 施設管理に関する経費の包括的な確保 

施設管理に係わる，小破修繕以外の改修，

修繕費用については，各部局より基幹設備等

整備費として集約し，一元的に管理し業務の

実施を図る。 

 

 

４－２ 多様な財源の活用 

・運営費交付金以外の補助金，寄付金等によ

る整備を推進する。 

・光熱水費，維持管理費については，施設利

用者の負担を原則とし，使用量の多い実験

室等については，計量器を設置して対応を

図る。 

・駐車スペース等維持管理費確保のため利用

者負担を原則として費用設定する。 

 

 

４－３ 適切な施設規模の設定 

スペース再配分を考慮し，長期的に使用す

る建物，改修及び取壊し等を含めて，維持管

理に伴う運営費用検討し，適切な施設規模を

設定し，ガイドラインを策定する。 

 

 

４－４ 「総合コスト縮減計画」の策定 

イニシャルコスト，ランニングコストを含

め，効率化の観点から複数年契約，アウト

ソーシング，ＥＳＣＯ事業の導入等によりコ

スト縮減を図るため，「総合コスト縮減計

画」を策定する。 

「総合コスト縮減計画」の主な検討内容は

次のとおり。 
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ａ．ＬＣＣ削減計画 

インフラ長寿命化計画を毎年度見直し，

ＬＣＣの削減を図る。 

  

ｂ．エネルギー使用インペナ制度の導入 

東山キャンパス光熱水費に対するインセ

ンティブとペナルティ制度を取り決め試行

する。（Ｈ２８） 

 

ｃ．建物面積ＣＡＰ制度 

特別な理由がない限り，キャンパスごと

に建物面積の上限値を設け，良好なキャン

パス環境と，スペースの有効活用によりス

ペースとコストの両面から削減を図る。 

 

ｄ．予防保全の推進 

施設等に故障が発生して修理等を実施す

るのでは，長期間の修理期間を要する事に

なったり，教育研究診療活動に多大なる障

害，負担が伴う。 

これらを未然に防ぐために予防保全を推

進する。 

 

ｅ．整備コスト低減の推進 

・「名大版標準仕様書」による品質の確保

と統一により華美過大な設計を抑制する 

・最適な工期と発注時期について検討し，

コスト低減を図る 

・最新工法の積極的に活用し，コスト低減

を図る 

・多様な財源による整備を活用し，コスト

低減を図る 

・競争性に確保と契約手法を検討し，コス

ト低減を図る 

 

ｆ．工事の時間的コスト低減の推進 

・構想段階から関係者との積極的な合意形

成推進によりコスト低減を図る 

・構想段階から工事に関する関係機関との

申請，協議手続き等の調整によりコスト

低減を図る 

・関連工事の工程調整と仮設物の共用，建

設副産物等の利用促進によりコスト低減

を図る 

・設計計早期段階からの設計VE提案を促

進し，コスト低減を図る 

・施工段階での関係者間における協議の迅

速化によりコスト低減を図る 

・発注者，設計者，施工者の会議による設

計思想の効率的な伝達を行い，コスト低

減を図る 

 

ｇ．ライフサイクルコスト低減の推進 

・「インフラ長寿命化計画」による計画的

な整備の実施 

・名大版標準仕様書に基づく，設計施工の

標準化によるコスト低減と品質の向を図

る 

・調達の最適化をによりコスト低減を図る 

・情報ネットワークを活用した，設計段

階，施工段階での情報交換，情報共有化

による遅滞防止によりコスト低減を図る 

 

ｈ．工事における社会的コスト低減の推進 

CO2排出削減抑制に伴う，排出ガス対策

型建設機械等の使用より一層の促進と資源

再生の利用による排出量削減し，また，工

事期間中の施工者おける公共交通機関の利

用を促進し，社会的コストの低減を図る。 

 

ｉ．工事の効率性向上による長期的コスト

低減の推進 

工事書類の電子化，手続きの簡素化を図

りコスト縮減を図る。 

 

ｊ．ＣＯ２排出量抑制の推進 

総合的なコスト削減計画と併せてＣＯ２

排出抑制のため，ハード面（省エネ設備機

器採用，更新等），ソフト面（見える化，

節電実行計画等）対策を推進する。 

 

 

４－５ ＰＤＣＡサイクルの推進 

ＰＤＣＡサイクルによりコストマネジメ

ントを推進する。 

ＰＤＣＡの体制については，「名古屋大

学キャンパスマネジメント本部」，施設・

環境計画推進室，環境安全衛生管理室，工

学部整備計画推進室及び施設管理部の教職

協働により推進する。 
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平成２４年１２月の中央自動車道笹子トン

ネル天井板落下事故を受け，政府全体の取組

として，国民生活や社会経済活動を支えるイ

ンフラに関する維持管理等の方向性を示す基

本的な計画である「インフラ長寿命化基本計

画」 （以下「基本計画」という。）が，平成

２５年１１月に策定された 。 

この基本計画を踏まえ，文部科学省は，所

管又は管理する施設の維持管理等を着実に推

進するための中期的な取組の方向性を明らか

にするため， 「文部科学省インフラ長寿命化

計画(行動計画)」（以下「本行動計画」とい

う。） を策定し，これにより，所管又は管理

施設の長寿命化に向けた各設置者における取

組を一層推進することとしている。 

本行動計画においては，国立大学法人等が

保有する施設も対象施設としており，各法人

は，行動計画を平成２８年度末までに，個別

計画については平成３２年度までに策定する

ように依頼されている。 

本学においても，目指すべき姿踏まえて，

「インフラ長寿命化計画」の行動計画及び個

別計画を定める。 

 

１．目指すべき姿 

１－１ 安全で強靭なインフラシステムの

構築 

既存インフラについて，老朽化状況を把

握し，維持管理と更新に至るサイクル化を

構築し，老朽化に起因する重要インフラの

重大事故ゼロを目指す。 

インフラの調査及び更新にあたっては，

最新技術の導入について，費用対効果や確

実性等について十分に検証する。 

 

１－２ 総合的・一体的なマネジメントの

実現 

施設の定期的な点検・診断を実施し，そ

の結果を踏まえた計画を策定し，計画に基

づいて対策を実施するメンテナンスサイク

ルを確実に推進して，総合的・一体的なマ

ネジメント体制を推進する。 

また，施設を適切に管理し，教育研究診

療活動が十分に発揮できる状態に保つため

に，計画的・効率的な維持管理を実施する

とともに，施設の長寿命化による経費の抑

制と平準化を図り，施設の有効活用を一層

推進し，効果的・効率的なストック管理を

行い，中長期にわたる費用負担を抑制す

る。 

マネジメント体制については，「名古屋

大学キャンパスマネジメント本部」，施

設・環境計画推進室，環境安全衛生管理

室，工学部整備計画推進室及び施設管理部

の教職協働により組織化して実施する。 

 

 

２．行動計画   

２－１ 対象施設 

現在保有しているキャンパス内の建物

（学生宿舎，外国人研究者宿泊施設，職員

宿舎含む）及び附帯する設備，基幹設備

（ライフライン），擁壁・舗装，駐車場等

の土木工作物を対象とする。 

     

２－２ 計画期間 

計画期間は平成２８年度から平成５７年

度までの３０年間とし，経費の平準化を図

るためこの間６年ごとに区切り，第１期を

平成２８年度から平成３３年度まで，最終

の第５期は平成５２年度から平成５７年度

とし，６年ごとに中期的な目標期間を定め

対策を実施する。平成２８年度から平成５

７年度までの３０年間）とし，６年間に分

けて実行計画を策定する。 

実行計画期間は，予算の平準化を図るた

めに計画更新年数の調整を行う 

 

２－３ 対象施設の現状 

建物及び基幹設備については，詳細は

「Ⅱ．総合的マネジメント」 ２－２建物

の状況 ２－３基幹設備の状況 により，

基幹設備（ライフライン）の詳細は次のと

おりである。 

Ⅵ. インフラ長寿命化計画 
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・給排水，ガス，電気，通信の構内幹線

は設置後２５年経過ものは全体設備の

約190kｍになり約63%に達しており

老朽化が進んでいる。 

・屋外給水配管は，全長約32.4kｍの

内，経年25年以上の配管は約23.200k

ｍ（全体の72％）を占めている。 

・屋外ガス配管は全長約8.300kｍの内，

経年２５年以上の配管は約1.8kｍ（全体

の21％）を占めている。 

・屋外電気・通信ケーブルは全長約

169.5kｍの内，経年２５年以上のケー

ブルは43.6kｍ（全体の26％）を占め

る。 

 

 

２－４ 対象施設の課題 

保有建物は約７９万㎡で，そのうち耐用

年数４７年を経過した建物は全体の４分の

１を占め，今後６年間では全体の３分の１

に達する。 

東山キャンパスの基幹設備(インフラ）

では，経年２５年以上の割合が全体の

63.4%となっており，事故発生率が高く

なっている。 

詳細は「Ⅱ．総合的マネジメント」 

２－２建物の状況 ２－３基幹設備の状況 

による。 

  

 

２－５ 中長期的な維持管理・更新等のコ

ストの見通し 

「総合的マネジメント」３－４－２ Ｌ

ＣＣの試算と支出の平準化により図

表－6.1のとおり試算される。 

 

 

２－６ 必要施策に係る取組の方向性 

ａ．点検・診断 

①建物については，平成１８年度に策

定した「建物点検チェックマニュア

ル」を活用して定期的に点検，診断

し，老朽化の状況の状況を把握す

る。 

 

②修繕・更新の優先度を判断するた

め，ポートフォリオ等による客観的

な評価を実施する。 

 

③構造体耐久性調査要領 

 ア．鉄筋腐食による劣化度 

鉄筋腐食グレードで求めたさび評点

αiより，式１のとおり平均さび評点

αを求め，図表ー6.２のとおり鉄筋

腐食による劣化度を判定する。屋外

側／屋内側ごとに行い，それぞれの

鉄筋腐食による劣化度判定を行う。 

平均さび評点 α=Σαi／ni  

（ni＝鉄筋数）（式１） 

ただし，鉄筋数niが５未満の場合

において，図表－6.3に示す鉄筋腐

食グレードⅲが存在する場合は劣化

度Ⅲ（中度），鉄筋腐食レードⅳの

鉄筋が存在する場合は，劣化度Ⅳ

（重度）とする。 

 

 

 

 

 

 

ｂ．修繕・更新 

期間 

長寿命化計画による
（億円） 

総額 MIN～MAX 

第１期（H28～H33） 74.1 11.5～12.5 

第２期（H34～H39） 45.9 6.0～9.3 

第３期（H40～H45） 49.8 5.9～11.0 

第４期（H46～H51） 68.1 8.5～14.1 

第５期（H52～H57） 70.3 10.3～13.1 

計 308.2 5.9～14.1 

図表－6.1 

劣化度判定 判定基準 

Ⅰ（ほとんどなし） 0 ≦ α ＜1 

Ⅱ（軽度） 1 ≦ α ＜3 

Ⅲ（中度）   3 ≦ α ＜4.5 

Ⅳ（重度） 4.5 ≦ α ≦6 

図表－6.2 
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 αi 鉄筋の状態 腐食状態例 

ⅰ ０ 

黒皮状態，またはさびは生じ

ているが全体的に薄い緻密な

さびであり，コンクリート面

にさびが付着していることは

ない  

 

ⅱ １ 
部分的に浮きさびがあるが，

小面積の斑点状である  

 

ⅲ ３ 

断面欠損は目視観察では認め

られないが，鉄筋の全周また

は全長にわたって浮きさびが

生じている  

 

ⅳ ６ 

 

図表－6.3 

鉄筋腐食グレード 
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イ．コンクリート中性化による劣化度 

中性化による劣化度は，中性化深さ

測定値による判断基準（図表－6.4）

おび中性化速度による判断基準（図

表－6.5）を用いて，図表－6.６のと

おり判定する。 

図表ー6.4および図表－6.5で行う判

断は，まずコア毎に判断を行い，次に

屋外側／屋内側ごとに行う。この最大

値を用いて，図表－6.6より屋外側／

屋内側，それぞれの中性化劣化度判

定を行う。 

 

 

 

 

 

X（水セメント比）＞0.6の場合                                     

（式2） 

 

 

 

X（水セメント比）≦0.6の場合      

（式3） 

 

 

Ｃ：中性化深さ〔mm〕 

ｔ：経過年数（築年数） 

ｘ：水セメント比 

Ｒ：1.0 （中性化比率）  

添加剤を使用しない普通ポルトラン

ドセメントの数値を採用 

 

 ウ．中性化による劣化度 

ⅰ．コア採取位置による補正  

コンクリート中性化は，仕上材

の種類，環境条件等によって大き

く異なる。 

中性化速度式 C=A√t におけ

る中性化速度定数 A において，

下式のように表される。 

 

A=αβγ   （式4）                       

 

α：環境条件による定数 

屋外側1.0 屋内側1.7 

β：仕上材による抑制係数 

図表ー6.7より選定 

γ：コンクリートの品質係数 

 

中性化による劣化度判定におい

て，αおよびβを以下のような補正

を検討するものとする。γについ

て補正は行わない。 

分

類 

判断基準（中性化深さ〔mm〕） 

屋外側 屋内側 

A1 
測 定 値  ＜ 

0.5D 
測定値 ＜ 0.7D 

A2 
0.5D ≦ 測定

値 ＜ D 

0.7D ≦ 測定値 ＜ 

D+20 

A3 D ≦ 測定値 D+20 ≦ 測定値 

D：測定かぶり厚さの最小値とし，今回

調査の鉄筋かぶり深さを反映させる

ものとする。ただし，30mmを上限

とする。 

図表－6.4 

分

類 
判断基準（中性化深さ〔mm〕） 

B1 測定値 ＜ 0.5×計算値（※） 

B2 
0.5×計算値（※） ≦ 測定値 ＜ 1.5

×計算値（※） 

B3 1.5×計算値（※） ≦ 測定値 

図表－6.5 

  B1 B2 B3 

A1 
Ⅰ 

（なし） 

Ⅱ 

（軽度） 

Ⅲ 

（中度） 

A2 
Ⅱ 

（軽度） 

Ⅲ 

（中度） 

Ⅳ 

（重度） 

A3 
Ⅳ 

（重度） 

Ⅳ 

（重度） 

Ⅳ 

（重度） 

図表－6.6 

 

)315.1(3.0
)25.0(10

x

t
xRC




2.7
)76.16.4(10
t

xRC 
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ⅱ. コンクリート打放し等の仕上げの

ない箇所の採取が出来ない場合 

仕上材による抑制係数表βを考慮

し，劣化現象調査における中性化

深さの測定において，図表－6.7を

参考に，βの逆数を乗じたものを，

判定値として代替する。 

 

 

ⅲ. 屋内側でコア採取が出来ない場合 

環境条件による定数αを考慮し，

劣化現象調査における中性化深さ

の測定において，屋外側の測定値

（判定値）を1.7倍したものを，屋

内側の判定値として代替する。 

 

エ．コンクリート圧縮強度による劣化度 

コンクリート圧縮強度による劣化度

は，図表－6.8のとおり判定する。 

評価単位の各階において３本以上採

取している場合は，各階ごとの圧縮強

度の平均値（   ）から標準偏差

（σ）の1／2を差し引いた推定強度

（σB）を用いる。３本未満の場合は，

各階の圧縮強度の最小値（Fmin）を用

いる。 

各階のコンクリート圧縮強度による

劣化度のうち，最大の劣化度を，評価

単位のコンクリート圧縮強度による劣

化度とする。  

 

 

 

 

設計基準強度の75％未満のコアが

採取された場合で，外観目視調査に

おいて0.5mm以上の構造ひび割れな

どの劣化現象が認められる場合は，

追加調査におけるコアの割増等を検

討すること。 

診断強度とは，耐震診断を行う際

に用いた強度である。 

 

平均値：（式5） 

標準偏差：（式6） 

推定強度：（式7） 

 

オ．圧縮強度評価 

圧縮強度による劣化度を用いて，

図表－6.9のとおり，評価を行な

う。 

図表－6.7 

 仕上げ材  実態調査に
よる係数 

仕

上

材

に

よ

る

抑

制

係

数

表

：β 

屋
内  

仕上げなし 1.00 

プラスター 0.79 

モルタル下地プラス
ター 0.41 

モルタル 0.29 

モルタル下地塗装 0.15 

タイル 0.21 

塗装 0.57 

屋
外 

仕上げなし 1.00 

モルタル 0.28 

塗装・吹き付け 0.80 

タイル 0.07 

劣化度 判定の基準 

Ⅰ（なし） 設計基準強度比100以上 

Ⅱ（軽度） 

設計基準強度比100未満のコ

アがあり， 

かつ σB ≧ 診断強度 

（採取コア数が3本未満の場

合は Fmin ≧ 診断強度） 

Ⅲ（中度） 
診断強度 ＞ σB ≧ 13.5N/

mm2 

Ⅳ（重度） 13.5N/mm2 ＞ σB 

図表－6.8 

 ････＋Ｘｎ）／ｎ＋Ｘ（Ｘ 21X mean 

 ))1((
2

meani  ｎ／）Ｘ（Ｘσ

)/2(σＸσ  meanB

圧縮強度

による劣

化度 

評価の基準 

Ⅰ,Ⅱ 必要な圧縮強度が期待できる 

Ⅲ,Ⅳ 
圧縮強度による影響の検証が

必要である。 

図表－6.9 
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 カ．構造体耐久性評価 

構造体耐久性評価は，図表－6.10

のとおり鉄筋腐食，コンクリート中

性化による劣化度を用いて判定し，

図表－6.11のとおり区分に応じて構

造体の耐久性を評価する。 

 

鉄筋腐食は構造体劣化の直接原因

であり，本要領では鉄筋腐食による

劣化度を構造体耐久性評価の主たる

指標としている。コンクリート中性

化は，それ単独では劣化の指標とな

らないが，鉄筋腐食の重要な誘引で

あり，コンクリート中性化による劣

化度を，構造体耐久性評価の補助的

な指標としている。 

  

※構造体耐久調査は，名古屋市構造

体耐久性調査要領を参考に定め

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④配管類の優先対応評価と経済比較 

図表ー6.12～18を参考に評価と経済

比較を行う。 

  
鉄筋腐食による劣化度 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 

 

Ⅰ １ １ 3 ３ 

Ⅱ １ １ 3 ３ 

Ⅲ １ １ 3 ３ 

Ⅳ ２ ２ 3 ３ 

 今後期待できる建物の使用期間 

１ 40年程度以上 

２ 20年程度以上 

３ 20年程度未満 

図表－6.10 

図表－6.11 

期待耐用年数 60年以上 40年以上 30年以上 20年以上 15年以上 

グレード A B C D E 

補修条件 
建築構造の破
壊を必要とす
る交換 

仕上材の取り
外しによる交
換 

仕上材の交換
と同時期に実
施 

補修交換を予
定した点検扉
等を有する部
位の交換 

随時交換でき
る部位 

配管位置 

土 間 コ ン ク
リートの下 

舗装の下 

シンダーコン
クリートの中 

壁・床の埋め
込み 

ボ ー ド 張 り
シャフト 

プレファブ天
井内 

床下配管ピッ
トなど作業用
マンホール付
きの部位 

二重天井内 

仕上の交換が
予定されてい
る部位 

全面開扉シャ
フト 

配管ユニット
内 

全面蓋付ピッ
ト 

機械室配管 

屋上露出配管 

露地の土中配
管 

器具内配管 

グレード A B C D E 

図表－6.12 

図表－6.13 
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配管システムの用途 

  

使用管材 

衛生 空調 蒸気 その
他 

給
水 

給
湯 

汚
水
排

水 雑
排
水 

通
気 

冷
却
水 

冷
温
水 

温
水 

給
気 

還
水 

消
火 

給
油 

給排水鋳鉄管：CIP A   A A                 

水道用めっき鋼管：SGP D         D D D         

配管用炭素鋼鋼管（白）：SGP D   C C B E D D     C   

配管用炭素鋼鋼管（黒）：SGP             E E D E D C 

塩ビライニング鋼管：VLP B C       C             

ポリ粉体ライニング鋼管：PLP B C       C           C 

屋内配管用ステンレス鋼管：SUS C C C C   B C C   C     

銅管：CUP C D C C B   C C     A   

硬質塩化ビニル管：VP B   B B A B             

耐熱性塩化ビニル管：HT   B         B B         

水道用ポリエチレン管：PEP B                       

図表－6.14 用途別仕様管材の期待耐用年数グレード 

  

 配管接合方法 

  

使用管材 

ねじ接合 溶接・溶着 はんだ 機械式接合 
そ
の
他 

め
っ
き
継
ぎ
手 

管
端
コ
ア
ー
仕
様 

コ
ア
ー
付
・
全
面
コ
ー
ト

仕
様 

ラ
ッ
ピ
ン
グ
フ
ラ
ン
ジ 

材
料
溶
着 

電
気
溶
接 

T 
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給排水鋳鉄管：CIP                   B   B A 

水道用めっき鋼管：SGP E                 C C     

配管用炭素鋼鋼管（白）：SGP E       C         C C C   

配管用炭素鋼鋼管（黒）：SGP         C         C C     

塩ビライニング鋼管：VLP   E   A           C C     

ポリ粉体ライニング鋼管：PLP   E   A           C C     

屋内配管用ステンレス鋼管：SUS           C B     C C     

銅管：CUP         A     B C C C     

硬質塩化ビニル管：VP         B             C C 

耐熱性塩化ビニル管：HT         B               C 

水道用ポリエチレン管：PEP         B           C   C 

図表－6.15 各管材別接合方法による期待耐用年数グレード 
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システム別配管の期待耐用年数 

システム別 

システム配管 

宿舎，寄宿舎 宿舎，寄宿舎以外 

専用部分 共用部分 24時間使用系統の耐用 24時間使用系統の耐用 

給水管 D C D D 

給湯管 D C D C 

排水管 C B B A 

冷温水管     C C 

冷却水管     D C 

蒸気管     C C 

還水管     E E 

消火管   B A A 

図表－6.16 

項目 工事費 部品交換工事費 

工事費（円）及び部品交換工

事費（円） 

新設機器本体価格＋搬入据え

付け費＋関連工事費 

部品交換費＋試験費＋関連

工事費 

修正工事費（円）―① 工事費×CRF※1 部品交換工事費×CRF 

年間消費エネルギー費（円／

年）―② 
電気料金＋ガス料金，上下水道料金＋その他 

保全費（円／年）―③ 定期点検費＋消耗部品の交換費＋その他 

廃棄機器未償却費（円／年）

―④ 

廃棄機器の当初建設費×CRF

(4) ※2×t2×CRF(1) 

  

トータルコスト（円／年） ①＋②＋③＋④ ①＋②＋③ 

図表－6.18 

※１ CRF(Capital Recovery Factor)：資本回収係数 i /〔1-(1+i)
-t

〕 
 ｉ：利率 ｔ：年数 

※２ （ ）は年数定義に示すtの種類を表す。 

建設時 現在 将来 

更新の場合 

廃棄機器 

新設機器 

交換部品 

t4：平均使用予定年数 

t4：平均使用予定年数 

t2：残存使用予定年数 

t3：実使用年数 

t3：実使用年数 

t1：残存使用予定年数 

t2：残存使用予定年数 

図表－6.17 経済比較 
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・優先順位に基づく効率的・効果的な修

繕・更新の実施する 

・施設の用途変更，集約化等の検討を行

い，経費の縮減を図る 

・埋設管の更新計画について，中長期観

点から見直しを行う 

・土木構造物について，修繕・更新計画

を作成する 

  

ｃ．基準類の整備 

・体系的な基準類の整備を推進する 

・実施ルール及び管理水準見直しを継続

的実施する。 

各種配管については，図表－6.12～16

の配管類優先対応評価，図表－6.17～

18経済比較及び図表－6.54の期待対応

年数を考慮に入れて計画を策定する。 

 

ｄ．予算管理 

・維持管理，更新コストの縮減及び平準

化を図る 

・総合的かつ計画的なインフラ機能の適

正化 

・多様な財源を確保し，インフラ機能の

持続を図る 

 

ｅ．体制の構築 

名古屋大学キャンパスマネジメント本

部，施設・環境計画推進室，環境安全衛

生管理室，工学部整備計画推進室及び施

設管理部の教職協働により推進する。 

 

 

３．個別施設計画について 

３－１ 対象施設 

個別計画は次の項目を対象に作成す

る。 

・建物（屋上防水，外壁，建物附随配 

線，配管等を含む） 

・エレベータ設備（小荷物専用昇降機

も含む） 

・自家用電気工作物 

・照明設備 

・空調設備 

・屋外高圧ケーブル設備 

・屋外低圧ケーブル設備 

・屋外電話ケーブル設備 

・屋外防災ケーブル設備 

・屋外情報ケーブル設備 

・屋外市水給水管設備 

・屋外井水給水管設備 

・屋外ガス配管設備 

・屋外汚水，雑排水配管設備 

・屋外実験排水管設備 

・屋外外灯設備 

・ユニバーサルデザイン対策 

・学内案内サイン表示更新 

・駐車場・駐輪場 

・土木構造物（Ｈ２８） 

 

 

３－２ 計画期間 

個別施設計画期間は，行動計画の計画

期間（平成２８年度から平成５７年度ま

での３０年間）とし，６年間に分けて時

実行計画を策定する。 

実行計画期間は，予算の平準化を図る

ために計画更新年数の調整を行う。この

際，個別施設計画を前倒しはしない。 

全体計画は図表－6.29による。（図

表－2.85の再掲） 

 

 

３－３ 対策の優先順位の考え方 

維持管理状況，利用状況，老朽化の状

況，配管等の種別，計画更新年数及び重

要性等を考慮して，優先順位を明確化す

る。 

 

 

３－４ 個別施設の状態等 

個別施設の状態については，「大学施

設の性能評価システム」※の活用に加

え，設置年数，配管等の種別，点検・診

断の結果により状態を把握する。 

 

 

３－５ 「大学施設の性能評価システム」

による分析結果 

・建物規模２百㎡以上，建設後２０年以上

（大規模改修を実施した建物は，改修後

２０年以上経過した建物）の４６棟を対

象に総合評価を実施した結果，約40%の

建物は改修の緊急性があると評価され
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た。（図表ー6.19） 

・多くの建物は耐震性能（Ｉs値0.7以上）

を満たしているため，全体的に評価が高

くなる 

・総合評価（グレード）判断基準

（図－6.20）により，グラフをグレード

別に区分けすると経過年数に関係なく，

グレードＣの枠内に該当する建物は改修

の緊急性があり，グレードＤの枠内に該

当する建物は改修の緊急性が高くなると

判断できる 

・図表－6-21～6.28のグラフは大学施設

の性能評価システムによる部位別調査の

指標を示す 

・個別施設の性能評価について，グラフの

傾斜度が年数が経つことにより大きな場

合は経年による劣化に相関が見られ，維

持管理しやすさを示す。傾きが少ない個

別施設は維持管理，点検・診断が重要に

なる 

 

 

３－６ 対策内容と実施時期 

 「３－３ 対策の優先順の考え方」，

「３－４ 個別施設の状態」等を踏まえ

て，概算金額を算定し，期待耐用年数を参

考に個別施設ごとに作成し，アクションプ

ランに実施時期を明示する。 

 

 

３－７ 対策費用 

改築，改修については，施設整備費補助

金による予算措置を受けると仮定して，建

物内設備，インフラ，防水等について必要

な予算を試算すると年間平均13.6億円が

必要となる。 

また，整備年度と更新年度により年最大

で43.3億円，最小で6.5億円と年度ごとに

ばらつきが生じるため６年の期間ごとに平

準化を図る。これにより，３０年間で約９

７億円，年間では約３億円の経費が縮減さ

れる。 

コストの縮減の方針については，「Ｖ．

コストマネジメント」による。 

 

 

※「大学施設の性能評価システム」 

国立大学法人等（大学共同利用機関法人

及び国立高等専門学校機構含む）の対象建

物が施設として備えるべき機能とその水準

に照らして，どの程度の水準であるかを評

価するもので，評価結果は施設整備業務の

改修の優先度を判断する根拠の一つとして

活用されている。 

 

総合評価（グレード）の考え方（図

表－6.20） 

 

グレードＡ 

・低炭素化に関する性能に問題がない 

・耐震性能，外部仕上，設備の老朽度，

現行法令への適合状況に問題がない，

又は軽微な問題があるが，運用上支障

がない 

・施設の運用に支障がない，又はほとん

ど支障がない 

 

グレードＢ 

・低炭素化に関する性能に改善の余地が

ある 

・耐震性能，外部仕上，設備の老朽度，

現行法令への適合状況に問題があり，

計画的な改修の必要性がある 

・施設の運用に支障があり，計画的な改

修の必要性がある 

 

グレードＣ 

・低炭素化に関する性能に問題あり，改

修の緊急性がある 

・耐震性能，外部仕上，設備の老朽度，

現行法令への適合状況に問題があり，

改修の緊急性がある 

・施設の運用に支障があり，改修の緊急

性がある 

 

グレードＤ 

・低炭素化に関する性能に問題あり，改

修の緊急性が高い 

・耐震性能，外部仕上，設備の老朽度，

現行法令への適合状況に問題があり，

改修の緊急性が高い 

・施設の運用に支障があり，改修の緊急

性が高い 
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2棟

25棟 19棟

0棟

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大学施設の性能評価システム 総合評価（グレード）の内訳

グレードＡ（80点以上） グレードＢ（80点未満～50点以上）

グレードＣ（50点未満～30点以上） グレードＤ（29点未満）

図表－6.19 

0点

20点

40点

60点

80点

100点

0年 10年 20年 30年 40年 50年 60年

総合評価（グレード）判断基準

Ｂ

Ｃ

Ｄ

Ａ 4

1

2

0

枠内の該当数

図表－6.20 

R² = 0.2948

0点

20点

40点

60点

80点

100点

0年 10年 20年 30年 40年 50年 60年

外壁 老朽に関する指標
図表－6.21 
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R² = 0.4909

0点

20点

40点

60点

80点

100点

0年 10年 20年 30年 40年 50年 60年

屋根 老朽に関する指標
図表－6.22 

R² = 0.1505

0点

20点

40点

60点

80点

100点

0年 10年 20年 30年 40年 50年 60年

外部建具 老朽に関する指標

R² = 0.7811

0点

20点

40点

60点

80点

100点

0年 10年 20年 30年 40年 50年 60年

給水管 老朽に関する指標

図表－6.23 

図表－6.24 
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R² = 0.8861

0点

20点

40点

60点

80点

100点

0年 10年 20年 30年 40年 50年 60年

受水槽 老朽に関する指標

R² = 0.3629

0点

20点

40点

60点

80点

100点

0年 10年 20年 30年 40年 50年 60年

高置水槽 老朽に関する指標

R² = 0.0122

0点

20点

40点

60点

80点

100点

0年 10年 20年 30年 40年 50年 60年

受変電設備 老朽に関する指標
図表－6.27 

図表－6.26 

図表－6.25 
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建物内設備（LCC) インフラ，防水等（LCC)

図表－6.29 

※総合的マネジメント 図表－2.8５再掲 

R² = 0.85920点

20点

40点

60点

80点

100点

0年 10年 20年 30年 40年 50年 60年

幹線設備 老朽に関する指標
図表－6.28 
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図表－6.30 

図表－6.31 

図表－6.32 
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照明設備 図表－6.34 
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図表－6.35 
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図表－6.33 
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図表－6.38 
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図表－6.36 
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図表－6.37 
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図表－6.39 
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図表－6.53 インフラ長寿命化計画（行動計画） 

項目 Ｈ28 Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ Ｈ３３ 

点検・診断の着実な
実施 定期点検・診断の実施（毎年） 

行動計画・個別施設
計画の策定 行動計画，個別施設計画の見直し（毎年） 

対策の着実な実施 アクションプランに基づく整備の実施，見直し（毎年）  

予算管理 コスト縮減計画，平準化，多様な財源の確保（毎年） 

指針・手引きの策定 設備台帳の充実 
点検・診断手引きの作成 点検・診断手引きの見直し（毎年） 
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「建築物のライフサイクルコスト」（建築保全センター編集 平成１７年９月）より 

屋根，外壁：国土交通省総合技術開発プロジェクト「建築物の耐久性向上技術の開発」より 

    名称 仕様  
法定対応

年数 

期待対応

年数 

屋根 アスファルト露出防水 15 20 

壁タイル モザイクタイル張 10 20 

受電設備（発電機含む） 屋内仕様 15 30 

照明器具 蛍光灯 15 20 

配線器具 スイッチ，コンセント類 15 20 

配管配線類 電線管，電線，ケーブル 15 30 

外灯   15 20 

地中管路 地中管路 15 30 

マルチパッケージ 15 15 
空調設備   

ユニット 15 15 

空調設備 GHP 15 20 

自動制御類 自動制御機器 15 15 

給水管 鋼管 15 30 

給水管 SUS鋼管 15 30 

給水管 塩ビライニング鋼管 15 25 

給水管 ポリ紛体ライニング鋼管 15 25 

給水管 ビニル管 15 20 

給水管 架橋ポリエチレン管 15 30 

排水管 塩ビライニング鋼管 15 30 

排水管 ビニル管 15 30 

排水管 鋳鉄管 15 40 

排水管 ヒューム管 15 40 

衛生器具 便器・洗面器・手洗器 15 30 

衛生器具 化粧洗面台 15 20 

エレベータ 機械室レス，油圧式，非常用 17 30 

施設の耐用年数と期待対応年数比較 図表－6.54 
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予算 工種 団地名 棟名称等 

施
設
整
備
費
補
助
金 

基幹・環境整備 東山 (東山)基幹・環境整備（屋外排水管） 
新増改築 東山 （東山）学術国際情報研究教育拠点施設 
新増築 東山 （東山）創薬科学研究教育拠点施設（Ⅱ期） 
基幹環境 東山 （東山）基幹・環境整備（防災機能強化（給水設備））(Ⅱ期） 
耐震補強 鶴舞 （鶴舞）非構造部材耐震補強（講堂） 
耐震補強 東山 （東山）非構造部材耐震補強 
基幹環境 東郷 （東郷）基幹・環境整備（防災機能強化（給水設備）） 
新増改築 東山 （東山）地域連携グローバル人材育成拠点施設（創造工学系）（Ⅰ期） 
新増改築 鶴舞 （鶴舞）ライフ･イノベーション先端研究教育拠点施設 
基幹環境 東山 （東山）基幹・環境整備（防災機能強化（屋外ガス管））（Ⅰ期） 
基幹環境 東山 基幹・環境整備（防災機能強化（屋外配線））（Ⅰ期） 
基幹環境 大幸 （大幸）基幹・環境整備（防災機能強化（非常用発電設備）） 
新増築 大幸 （東山）グローバルコミュニケーションプラザ 
新増築 豊川 (豊川）大学間連携学術資源共同活用拠点施設 
新増築 東山 （東山）グリーン・イノベーション先端研究拠点施設（Ⅲ期） 

機能改修 東山 （東山）世界戦略グローバル人材育成拠点施設改修（国際言語文化
校舎改修） 

機能改修 東山 （東山）理学部G館改修 
新増築 東山 （東山）地域連携グローバル人材育成拠点施設（創造工学系）（Ⅱ期） 
新増築 東山 （東山）世界最先端イノベーション創出拠点施設（研究棟） 
機能改修 東山 （東山）世界最先端イノベーション創出拠点施設（電顕棟） 
基幹環境 東山 （東山）基幹・環境整備（安全対策（外壁））（Ⅰ期） 
新増築 東山 （東山）附属図書館グローカルコミュニケーションプラザ 

基幹環境 東山 （東山）附属図書館グローカルコミュニケーションプラザ（外部パ
ブリックスペース整備） 

機能改修 東山 （東山）工学部９号館改修 
機能改修 東山 （東山）工学部８号館北館改修 

新増改築 東山 （東山）ライフ･イノベーション先端研究拠点施設（農学系）（農学
部脊椎動物実験施設改築） 

機能改修 東郷 （東郷）ライフ･イノベーション先端研究教育拠点施設（農学系）
（研究棟改修） 

新増築 四谷 （四谷）グローバル人材育成拠点施設 
新増改築 中山町 （中山町）スーパーグローバル人材育成交流拠点施設 

耐震改修 東山 （東山）スーパーグローバル人材育成交流拠点施設改修（インター
ナショナルレジデンス東山改修） 

機能改修 東山 （東山）環境共用館分館改修 
新増築 東山 （東山）総合サポートセンター 
新増築 東山 （東山）情報科学研究科棟 
新増改築 東山 （東山）環境医学研究所南館改築 
  東山  （東山）基幹・環境整備（陸上競技場改修）（人工芝張替） 

Ⅶ. アクションプラン 

アクションプランについて 

財源別に平成３３年度までの整備計画であ

り，予算状況により見直しが伴うものであ

る。 

施設整備補助金については，平成２８年度

の要求事業を基本にし，予算措置予定の事業

を除く。 

整備に実施にあたっては，整備予定年度当

初に再度優先順位を精査して執行するととも

に，毎年度全体計画の見直しを行う。 

また，アクションプラン達成のための「総

合的マネジメント計画」の目標評価年度を明

示する。 
図表－7.1 
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予算 種目 工種 団地名 棟番号 棟名称等 経年 

平成28年度 

運
営
費
交
付
金
・
施
設
費
交
付
金 

屋上防水 建築 

東山 162 中央操作室 52 

鶴舞 192 特別実験室 50 

東山 050 図書館・学生食堂 45 

大幸 233 附属学校格技場 38 

東山 013 研究棟 37 

大幸 306 超低温物理実験室 35 

鶴舞 018 厚生会館 34 

東山 071 鶴友会館 34 

東山 314 高効率エネルギー変換研究施設 34 

東山 317 南部厚生会館 33 

東山 320 環境共用館分館 33 

鶴舞 326 附属学校体育館・校舎 32 

鶴舞 072 福利施設 32 

東山 075 医学教育研究支援センター 30 

東山 224 附属学校体育館 27 

東山 185 武道場 25 

東山 223 附属学校中央棟 25 

東山 344 アメニティハウス 23 

東山 094 工学部９号館 23 

東山 401 水理実験棟 23 

東山 012 保健学科南館 22 

東山 348 屋内プール棟 22 

東山 350 エネルギーセンター 22 

東山 345 環境医学研究所北館 22 

東山 380 国際開発校舎 22 

東山 195 環境医学研究所南館 22 

東山 402 工学部１号館 21 

東山 101 エネルギーセンター棟 21 

東山 198 総合保体科学センター 21 

東山 430 生物機能開発利用研究センター 21 

東山 101 農学部A館（西） 20 

東山 395 Ｖ・Ｂ・Ｌ棟 20 

東山 340 先端技術共同研究施設Ⅰ期（北棟・西） 20 

東山 340 先端技術共同研究施設Ⅱ期（南棟） 20 

東山 520 文系総合館 14 

UD整備 建築 
東山 － 障害・男女共同対応整備 － 

東山 － 構内サイン整備 － 

駐輪場整備 建築 東山 － 工学部２号館（中庭西） － 

空調改修 機械 

東山 520 文系総合館 14 

東山 510 総合情報教育棟 16 

東山 020 国際言語文化校舎 16 

電気工作物 電気 東山 096 工学部９号館電気室他 30 

中央監視 電気 東山 － サブ監視装置 －  

照明改修 電気 東山 400 航空・機械実験棟 23 

図表－7.2 
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予算 工種 分野 団地名 棟番号 棟名称等 経年 

平成２９年度 

運
営
費
交
付
金
・
施
設
費
交
付
金 

屋上防水改修 建築 東山 450 理学部校舎 20 

外壁改修 建築 

東山 50 図書館・学生食堂 45 
東山 54 研究・実験室 45 
東山 91 超高圧高温発生装置室 44 
東山 198 総合保体科学センター 40 
東山 71 鶴友会館 34 
東山 317 南部厚生会館 33 
東山 326 附属学校体育館・校舎 32 
東山 72 福利施設 32 
東山 23 保健学科別館 31 
東山 344 アメニティハウス 23 
東山 401 水理実験棟 23 
東山 347 広報プラザ 23 
東山 345 環境医学研究所北館 22 
東山 350 エネルギーセンター 22 
東山 173 職員クラブ 22 
東山 190 本部３号館 22 
東山 349 グリーンサロン東山 21 
東山 188 保健管理センター 21 
東山 17 実験・宿泊棟 20 
東山 5 実験室 20 

UD整備 建築 
東山 － 障害・男女共同対応整備 － 
東山 － 構内サイン整備 － 

駐輪場整備 建築 

東山 － 全学教育棟（東） － 
東山 － 文学部本館（西） － 
東山 － 図書館（南） － 
東山 － 国際言語文化校舎（東） － 
東山 － 工学部9号館（北） － 

空調改修 機械 東山 62 工学部2号館 15 
電気工作物 電気 東山 96 工学部８号館北電気室他 30 
中央監視 電気 東山 － サブ監視装置 － 

照明改修 電気 

東山 33 天然抽出装置室 51 
東山 132 農学部ファイトトロン 49 
東山 35 極低温実験室 47 
東山 88 強放射能特別実験棟 46 
東山 52 ボイラー室 46 
東山 300 情報基盤ｾﾝﾀｰ 45 
東山 54 研究・実験室 45 
東山 54 研究・実験施設 45 
東山 58 動植物実験施設 44 
東山 95 環境土木工学実験室 36 
東山 312 理学部短ミリ波望遠鏡観測室 34 
東山 313 農学部木工機械室 34 
東山 326 附属学校体育館・校舎 33 
東山 320 環境共用館分館 33 
東山 340 先端技術共同施設 26 
東山 49 宇宙線望遠鏡室 26 
東山 339 理学部短ミリ波観測室 26 
東山 347 広報プラザ 23 
東山 401 水理実験棟 23 
東山 450 多元数理科学棟 20 

図表－7.3 
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予算 種目 工種 団地名 棟番号 棟名称等 経年 

平成３０年度 

運
営
費
交
付
金
・
施
設
費
交
付
金 

屋上防水改修 建築 

東山 001 文学部本館 20 
東山 221 附属学校１号館 20 
東山 222 附属学校２号館 20 
東山 235 共同教育研究施設第５実験棟 20 

UD整備 建築 
東山 － 障害・男女共同対応整備 － 
東山 － 構内サイン整備 － 

駐輪場整備 建築 東山 － 全学教育棟（西）※3年次計画 － 

空調改修 機械 
東山 001 文学部本館 15 
東山 002 動物飼育・心理実験室 15 
東山 509 環境総合館 15 

電気工作物 電気 東山 096 総合保健体育科学センター 30 
中央監視 電気 東山 － サブ監視装置 － 

照明改修 電気 東山 385 情報科学校舎 20 

 

      

平成３１年度 

運
営
費
交
付
金
・

施
設
費
交
付
金 

UD整備 建築 東山 － 障害・男女共同対応整備 － 

UD整備 建築 東山 － 構内サイン整備 － 

駐輪場整備 建築 東山 － 全学教育棟（西）※3年次計画 － 

空調改修 機械 東山 011 教育学部本館 16 

空調改修 機械 東山 505 IB電子情報館（西・中・南棟） 16 

電気工作物 電気 東山 096 理学部短ミリ波変電室 30  

      

平成３２年度 

屋上防水改修 建築 東山 102 農学部A館（東） 21 

運
営
費
交
付
金
・
施
設
費
交
付
金 

屋上防水改修 建築 東山 402 工学部１号館 21 

屋上防水改修 建築 鶴舞 110 医系研究棟１号館 20  

屋上防水改修 建築 東山 515 国際棟 20  

屋上防水改修 建築 東山 500 総合研究実験棟 20  

屋上防水改修 建築 東山 510 総合情報教育棟 20 

屋上防水改修 建築 東山 170 本部２号館 20  

外壁改修 建築 東山 510 総合情報教育棟 20 

UD整備 建築 東山 － 障害・男女共同対応整備 － 

UD整備 建築 東山 － 構内サイン整備 － 

駐輪場整備 建築 東山 － 全学教育棟（西）※3年次計画 － 

空調改修 機械 東山 507  野依記念物質科学研究館 17 

空調改修 機械 東山 508 理学館 17 

電気工作物 電気 東山 340 先端技術共同研究施設 30 

中央監視 電気 東山 － サブ監視装置 － 

照明改修 電気 東山 102 農学部A館（東） 21 

照明改修 電気 東山 133 農学部B館 21 

照明改修 電気 東山 500 総合研究実験棟 21 
照明改修 電気 東山 402 工学部１号館 21 

図表－7.4 

図表－7.5 

図表－7.6 
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予算 工種 分野 団地名 棟番号 棟名称等 経年 

平成３３年度 

運
営
費
交
付
金
・
施
設
費
交
付
金 

屋上防水改修 建築 東山 

006 法経本館・共用館 20 

161 学生会館 20 

505 ＩＢ電子情報館 20 

006 法経本館・共用館 20 

397 インキュベーション施設 20 

145 全学教育棟Ａ館 20 

002 動物飼育・心理実験室 20 

218 共同教育研究施設第4実験棟 20 

170 本部２号館 20 

外壁改修 建築 
鶴舞 110 医系研究棟１号館 20 

大幸 012 保健学科南館 20 

UD整備 建築 
東山 － 障害・男女共同対応整備 － 

東山 － 構内サイン整備 － 

駐輪場整備 建築 

東山 － 理学館（南） － 

東山 － 工学部5号館（南） － 

東山 － 教育学部講義棟（東） － 

空調改修 機械 

東山 006 法学部本館・共用館 18 

東山 357  本部4号館 18 

東山 006 経済学部本館・共用館 17 

東山 503 高等総合研究館 17 

電気工作物 電気 東山 306 超低温物理実験室電気室 30 

中央監視 電気 東山 － サブ監視装置 － 

照明改修 電気 

東山 020 国際言語文化部校舎 21 

東山 510 総合情報教育棟（附属学校） 21 

東山 515 国際棟 21 

東山 397 インキュベーション施設 20 

東山 002 動物飼育・心理実験室 20 

東山 062 工学部２号館 20 

図表－7.7 
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種別 項目 目標設定 
目標 
評価 
年度 

実施方策 

キ
ャ
ン
パ
ス 

外部パブリックスペー
ス（グリーンベルト含
む）の整備 

外部パブリックスペースの
充実（H33：H27年度
比＋15%） 

H34 
キャンパスマスタープランに基づ
くパブリックスペースグリーンベ
ルト整備計画の策定（H28） 

キャンパスエントラン
スの整備 

リサーチパークエントラン
ス整備の完了（H30） H31 

キャンパスマスタープランに基づ
きキャンパスエントランス整備計
画を策定（H28） 

キャンパス散策路の整
備 

キャンパス散策路整備の完
了（H32）。ただし工学部7
号館再開発の状況による 

H33 未完成部分の整備計画の策定
（H29） 

建物集約整備 建物の集約整備計画の作成
（H29） H30 建物の集約整備計画の検討

（H28） 

構内交通の安全対策
(駐車場整備）  

キャンパス外周部の駐車場
整備計画の作成（H33） H34 キャンパス外周部への駐車場整備

計画の検討（H28） 

既存駐輪場の再配置計画に
よる整備（H29） H30 既存駐輪場の再配置計画の作成

（H28） 

老朽化した既存駐輪場の整
備計画による整備（H29） H30 老朽化した既存駐輪場の整備計画

の作成（H28） 

ユニバーサルデザイン
対策 

ユニバーサルデザインガイ
ドラインよる整備（H29：
建物整備に伴うもの
100%） 

H30 ユニバーサルデザインガイドライ
ンより整備計画の作成（H28） 

構内サインの整備 サインマニュアルによる整
備（H29） H30 サインマニュアルにより構内サイ

ン整備計画の作成（H28） 

防犯対策（屋外照明整
備） 

屋外照明整備計画による整
備（H31） H32 屋外照明整備計画の作成（H29） 

緑地管理（管理樹木の
維持管理）  

管理樹木の維持管理計画に
よる管理（H29） H30 管理樹木の維持管理計画の作成

（H28） 

街路樹の並木整備計画によ
る整備（H29：新増築に伴
う伐採分） 

H30 街路樹の並木整備計画の作成
（H28） 

イ
ン
フ
ラ 

埋設管管理 埋設管の更新計画による整
備（H29） H30 埋設管の更新計画の作成（H28） 

給水施設の整備管理 給水設備更新計画による整
備（H29） H30 給水設備の更新計画の作成

（H28） 

受変電設備の整備管理 受変電設備等更新計画によ
る整備（H29） H30 受変電設備等更新計画の作成

（H28） 

建
物  

老朽化建物の改修計画に基
づき，施設整備費により整
備（H29） 

H30 
キャンパスマスタープランに基づ
き，老朽化建物の改修計画を作成
（H28） 建物の老朽化  

中長期の予防保全計画によ
る整備（H28） H29 中長期的な予防保全計画の作成

（H28） 

非構造部材の耐震化
（天井） 

本学独自の天井補強基準に
よる整備（H29） H30 本学独自の天井補強基準を作成

（H28） 

非構造部材の耐震化
（外壁タイル等） 

外壁改修計画のより整備
（H29） H30 外壁改修計画の作成（H28） 

非構造部材の耐震化
（実験台及び棚等の固
定） 

実験室地震対策ガイドライ
ンの運用（H28） H33 実験室地震対策ガイドラインの作

成（H28） 

長寿命化対策 設備更新の容易性を踏まえ
た整備（H29） H30 名大標準仕様を策定（H28）し，

設備更新の容易性に配慮 

長寿命化対策 建物耐用年までの全体改修
計画を作成（H29） H30 建物耐用年までの全体改修計画の

検討（H28） 

図表－7.8 

「総合的マネジメント計画」による目標評価年度 その１ 
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種別 項目 目標設定 
目標 
評価 
年度 

実施方策 

建
物 

建物機能の向上 機能性のある建物の整備
（H29） H29 名大版標準仕様を策定（H28）

し，建物の機能性を確保 

建物機能の向上 
ユーザー要望に応じるため
に建物カタログを運用
（H29） 

H29 ユーザー要望に応じる建物カタロ
グの作成（H28） 

ユニバーサルデザイン
対策 

ユニバーサルデザインガイ
ドラインよる整備（H29：
建物整備に伴うもの
100%） 

H29 ユニバーサルデザインガイドライ
ンよる整備計画の作成（H28） 

防犯対策（入退室管
理） 

セキュリティガイドライン
の策定（H29） H29 セキュリティガイドラインの作成

（H28） 

騒音対策 

隣地境界線付近の新たな整
備建物は防音対策を実施
（H29：建物整備に伴うも
の100%） 

H29 隣地境界線付近の新たな整備建物
は防音対策を検討（H28） 

景観対策（外観デザイ
ン） 

エリア毎のデザイン計画の
作成（H32） H32 エリア毎のデザイン計画の検討

（H30） 

景観対策（外観デザイ
ン） 

外観デザインはコミッショ
ニングにより計画整備
（H28：建物整備に伴うも
の100%） 

H29 外観デザインはコミッショニング
により計画（H28） 

省エネルギー対策  

消費エネルギーの削減
（H32：H17年度比-25％削
減） 
CO2排出抑制（H32：H17
年度比-24%） 

H33 
消費エネルギーの削減及びCO2排
出抑制+のためのエネルギー削減計
画等を作成（H28） 

エネルギー使用インペナ制
度の運用（H32：H27年度
比-10%） 

H33 エネルギー使用インペナ制度を導
入（H28） 

コミッショニングによるエ
ネルギー削減計画に基づき
整備（同種同規模建物消費
エネルギー削減比△25%
（H32）） 

H33 コミッショニングによるエネル
ギー削減計画の作成（H28） 

室内環境対策 本学独自の化学物質濃度確
認基準の運用（H28） H29 本学独自の化学物質濃度確認基準

の作成（H28） 

共有スペースの拡充
（H33：H27年度＋15%） H34 大学施設のスペースガイドライン

の策定（H28） 

スペースの有効活用
（再配分全学共用執行
裁量若手女性外国人パ
ブリック学修交流）    

若手女性外国人教員のス
ペースの拡充（H33：H27
年度比＋15%） 

H34 スペースチャージシステムの導入
（H29） 

学修スペースの拡充
（H33：H27年度＋15%） H34 執行部裁量スペースの拡大

（H28） 

学生教員等の交流スペース
の拡充（H33：H27年度
比＋15%） 

H34 同種用途の室や同様の機能を有す
る室の集約化（H28） 

設備保守点検   

設備台帳の充実化（H29） H30 設備台帳の充実化を図るための体
制を構築（H28） 

保守点検指針の運用
（H30） H31 保守点検指針の策定（H29） 

関係法規制の遵守 レビュー（ダブルチェッ
ク）により確認（H28） H28 レビュー（ダブルチェック）の体

制の再確認（H28） 

関係法規制の遵守 施設整備マニュアルの運用
（H29） H29 施設整備マニュアルを策定

（H28） 

適正な業務遂行 カゴ帳の運用（H29） H29 過去のミス事例を収集してカゴ帳
を作成（H28） 

図表－7.9 「総合的マネジメント計画」による目標評価年度 その２ 
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第5 期科学技術基本計画（平成28～32

年度） 

平成28年1月22日 閣議決定 

第４章 科学技術イノベーションの基盤的な力

の強化 

（２）知の基盤の強化 

② 研究開発活動を支える共通基盤技術，施

設・設備，情報基盤の戦略的強化 

ⅲ）大学等の施設・設備の整備と情報基盤

の強化 

大学及び公的研究機関の所有する研究

施設・設備は，あらゆる科学技術イノ

ベーション活動を支える重要なインフラ

である。このため，国は，大学及び公的

研究機関の研究施設・設備について，計

画的な更新や整備を進めるとともに，更

新・整備された施設・設備については各

機関に共用取組の実施を促しつつ，その

運転時間や利用体制を確保するための適

切な支援を行う。 

特に，国立大学法人等（国立大学法

人，大学共同利用機関法人及び国立高等

専門学校を指す。以下同じ。）の施設に

ついては，国が策定する国立大学法人等

の全体の施設整備計画に基づき，安定

的・継続的な支援を通じて，計画的・重

点的な施設整備を進める。 

国立大学法人等においては，戦略的な

施設マネジメントや多様な財源を活用し

た施設整備を推進する。研究開発法人の

施設については，国立大学法人等の施設

整備計画を参考に老朽化施設等の整備の

方向性について検討し，必要な措置を講

ずる。 

 

 

国立 大学法人等の組織及び業務全般

の見直しについて（通知）：文

部科学大臣発出 

27文科高第269号（平成27年6月8日） 

④ 効果的・効率的な法人運営の推進 

効果的な法人運営を進める観点から，職

員の適切な人事評価に応じた処遇を行うと

ともに，管理職等の指導的地位への女性整

用の推進や，リサーチ・アドミニストレー

ターなどの高度な専門性を有する者の活用

による多様な人材の確保と，そのキャリア

パスの確立に努めることとする。 

また，効率的な法人運営を行うため，他

の大学との事務の共同実施等の推進や，ア

ワトソーシングの推進及び大規模災害等の

発生に備えた連携の構築などの大学関連携

の取組に努めることとする。 

さらに，グローバル化の推進やイノベー

ションの創出など教育研究の質の向上や，

長寿命化など老朽化対策の観点から，施設

については，キャンパスマスタープランの

充実や，既存施設の有効活用，計画的な維

持管理，これらに必要な財源確保を含めた

戦略的な施設マネジメントの実施及び保有

資産の不断の見直しに努めることとする。 

 

次期 国立大学法人等施設整備5か年

計画策定に向けた最終報告(案）

（平成２８年２月） 

＜今後の国立大学法人等施設の整備充実に関

する調査研究協力者会議＞ 

 

第３章 長期的視点からの国立大学等施設整備

の在り方 

２．戦略的な施設マネジメントの推進 

国立大学等の施設の目指すべき姿を実現

するために，各国立大学等は，キャンパス

全体について総合的かつ長期的視点から，

教育研究活動に対応した適切な施設を確

保・活用する必要がある。 

具体的には，施設の改修，新増改築等の

工事を伴う事業のみならず，定期的な修

繕・更新や点検保守等の維持管理，既存施

設の学内での再配分や利用効率の向上，光

熱水費の削減等の省エネルギー対策，さら

にはこれらに必要な財源確保など，施設全

般に係る様々な取組について，大学経営の

参考 ：施設マネジメントに関わる施策等 
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一環として捉え，教育研究や財務の戦略と

の整合性を図りながら，主体的かつ戦略的

に実施する必要がある。このため，経営者

層のリーダーシップによる全学的体制によ

り，戦略的な施設マネジメントをより一層

進めることが重要である。 

 

国立 大学法人等施設整備に関する検

討会（平成27年度）（第6回） 

平成２８年２月１８日 （抄） 

次期の国立大学法人等施設整備５か年計画

の方向性を踏まえた 事業評価・選定プロセ

スの見直しについて（案）  

 

１．見直しの考え方  

概算要求事業の事業評価・選定プロセス

の見直しについては，次期の国立大学法人

等施 設整備５か年計画（以下，「次期５か

年計画」という）が来年度から始まること

を見据え，国立大学法人等施設整備に関す

る検討会（以下，「検討会」という）にお

いて今年度の第１回（H27.4.27）から検討

を重ねてきた。 

次期５か年計画は，２月１６ 日に最終報

告案を「今後の国立大学法人等施設の整備

充実に関する調査研究協力者会議」で審議

し，その中で，「安全・安心な教育研究環

境の基盤の確保」，「国立大学等の機能強

化への対応」，「サステイナブル・キャン

パスの形成と地域との共生」の３つの軸に

沿って重点化を図り，長期的視点に立った

安定的・継続的な施設整備を図っていくこ

とが重要との方向性が示された。 

このような次期５か年計画の方向性を踏

まえつつ，次年度における事業評価・選定

プロセスを以下のとおり見直す。 

  

２．事業評価・選定プロセスの見直し内容

（１）評価カテゴリーの見直し 

今まで，① 卓越拠点，② 国際化，③ 

高度専門，④ 大学特性，⑤ 学生支援，

⑥ 附属病院，⑦ 安全・安心の確保の７

つのカテゴリーに区分していたが，整備

指標との直 接の関係が乏しい，達成目

標が設定しづらい，カテゴリー分けして

いる位置付けが曖昧などの課題がみられ

たところ。今般，次期５か年計画の３つ

の重点化の内容に沿って，施設の整備内

容に応じたカテゴリーに整理する。  

（２）個別事業の評価項目の見直し 

今までの評価項目「大学等との戦略と

の整合性等」については，国立大学法人

において整備が進められていることから

廃止し，他の評価項目を次期５か年計画

に対応した「安全・安心な教育研究環境

基盤整備」，「機能強化等への対応」，

「サステイナブル・ キャンパスの形

成」に見直す。また，第４回検討会（平

成 ２７年１１月 １８日持ち回り開催）

でご了承いただいた「施設マネジメン

ト」を評価項目として新たに追加する。  

① 「安全・安心な教育研究環境基盤整

備」について 

耐震対策，ライフラインの再生等，

安全な教育研究環境の確保は施設整備

の基盤であり，その重要性を鑑み，今

までの点数（２点）を倍（４点）にす

る。  

② 「機能強化等への対応」について 

今まで，科研費の獲得件数等実績中

心の評価となっていたが，実績の評価

に加え，実績が今後の活動の見通しに

どのように寄与するか，今後どのよう

に教育研究活動を維持・発展させてい

くかなどについての評価を追加する。 

③ 「サステイナブル・キャンパスの形

成」について 

今までの環境対策工事項目数，CO2

削減量についての評価項目に加え，次

期５か年計 画に掲げられていたネッ

ト・ゼロ・エネルギー・ビルなど社会

の先導モデルとなる取 組についての評

価を新たに追加する。 

④ 「施設マネジメント」について 

第４回検討会で決定した「施設マネ

ジメント」について，よりクオリ

ティー・スペース・コストを重視する

評価にしつつ，今までの評価項目であ

る「事業規模や費用等の適正性」を加

える。  
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（３）大学全体の評価の見直し 

今まで「キャンパスマスタープランに

関する取組」及び「システム改革に関す

る取組」について，それぞれ１項目と５

項目の計６項目で評価を行ってきたた

め，前者は全体評価に反映されにくい状

況であった。今般，それぞれの評価を独

立させ評価する。また，客観的に判断で

きるよう評価基準を見直す。  

（４）事業の効率化 

検討会委員，大学等の作業・事務の効

率化及び負担軽減のため，重点事業数の

縮減や大学の提出資料の削減を行う。 

（５）点数配分 

 全体評価については，今までのSABC

の配点割合と同様にする。  

３．本評価に基づく来年度からの運用につ

いて  

○ 大学等においては，前年度の要求の

際に既に S 評価を受けている事業

は，文科省への 要求資料の提出は不

要。新規事業や再提出を希望する（前

年度 S 評価以外で更なる高 評価を求

める）場合は新制度に基づき要求資料

を文科省に提出。 

○ 上記提出資料を事務局にて評価した

上で，委員各位においては，「機能強

化等への対応」部分に関して，事務局

案が前年度と異なる評価の事業と新規

事業を評価いただく。  

 

名古 屋大学学術憲章 

 

名古屋大学は，自由闊達な学風の下，人

間と社会と自然に関する研究と教育を通じ

て，人々の幸福に貢献することを，その使

命とする。とりわけ，人間性と科学の調和

的発展を目指し，人文科学，社会科学，自

然科学をともに視野に入れた高度な研究と

教育を実践する。 

このために，以下の基本目標および基本

方針に基づく諸施策を実施し，基幹的総合

大学としての責務を持続的に果たすため

に，各種施策に取り組む必要がある。 

厳しい財政状況が見込まれる中，施設の

老朽化，適正な維持管理を継続するといっ

た問題に対しては，資産全体の効用を最大

化し，安心安全なキャンパス環境を継続的

に提供します。 

 

中期 計画（平成２８年度～３３年

度） 

「キャンパスマスタープラン 2016」の点

検評価，「キャンパスマスタープラン 

2022」への改訂を進め，プランに基づき，

スペースマネージメントを含む「総合的な

中長期施設マネジメント計画」の策定や二

酸化炭素排出量の25％削減（2021 年。

2005 年比），既存施設の弾力的な運用再配

分等を推進し，国の財政状況等を踏まえて

教育研究環境の整備を進める。 

 

名古 屋大学松尾イニシアティブ 

NU MIRAI 2020 

世界水準のキャンパスへの「創造的再

生」 

教育研究環境の質的向上を図り，将来像

を共有するための「キャンパスマスタープ

ラン」の改訂と実行 

持続可能なキャンパス実現のための施設

マネジメント計画の策定と実行 

 

イン フラ長寿命化計画 

 

平成２４年１２月の中央自動車道笹子ト

ンネル天井板落下事故を受け，政府全体の

取組として，国民生活や社会経済活動を支

えるインフラに関する維持管理等の方向性

を示す基本的な 計画である「インフラ長寿

命化基本計画」（以下「基本計画」とい

う。）が，平成２５ 年１１月に策定された

（インフラ老朽化対策の推進に関する関係

府省庁連絡会議決定）。 このため，文部科

学省としては，基本計画を踏まえ，文部科

学省が所管又は管理する 施設の維持管理等

を着実に推進するための中期的な取組の方

向性を明らかにするため， ここに「文部科

学省インフラ長寿命化計画（行動計画）」

（以下「本行動計画」という。） を策定

し，これにより，所管又は管理施設の長寿

命化に向けた各設置者における取組を一層
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推進することとしている。 

本行動計画においては，国立大学法人等

が保有する施設も対象施設としており，各

法人においても，行動計画を平成２８年度

末，個別計画については平成３２年度まで

に策定するように依頼されている。 

 

名古 屋大学環境方針   

 

名古屋大学は，その学術活動の基本理念を

定めた「名古屋大学学術憲章」において，

「自由闊達な学風の下，人間と社会と自然に

関する研究と教育を通じて，人々の幸福に貢

献することを，その使命とする」と記してい

る。名古屋大学は，この学術憲章に基づき，

文明の発達や現代人の行動が未来の世代に与

える影響の重大さを認識し，想像力豊かな教

育・研究活動による人類と自然の調和的発展

への貢献と社会的役割を果たしていくため

に，次の基本理念と基本方針を定める。  

1. 基本理念   

名古屋大学は，人類が築きあげてきた多様

な文化や価値観を認め，次世代のために真に

尊重すべきことは何かを考え，持続可能な社

会の実現に貢献する。  

2. 基本方針  

（基本姿勢）  

（1）名古屋大学は，環境問題の原因を究明

し，これらに適切に対処していくため，

すべての学術分野において，持続可能な

発展を目指した教育と研究を進める。 

（環境マネジメント）  

（2）名古屋大学は，環境マネジメントの継

続的改善を図るため，大学のあるべき姿

となすべき行動を関係者とともに考え，

実践し，追求する。 

（環境パフォーマンス） 

（3）名古屋大学は，自らの活動が環境に及

ぼす影響や負荷を関係者とともに認識

し，環境負荷の低減や未然防止に向けた

総合的かつ体系的な課題解決に努める。 

（社会的責任・環境コミュニケーション） 

 （4）名古屋大学は，法令等の遵守，倫理

の尊重，情報の公開，関係者とのコミュ

ニ ケーションや相互理解を通して，地

域社会や国際社会からの信頼を高める。 

 

平成 ２９年度施設整備費概算要求方

針 

原則，昨年度の概算要求事業をベース

に，機能強化促進及び共通政策課題のため

に必要な事業を精選しかつ，以下の視点に

より戦略的に要求を行う。 

１．重点施策を支える基盤整備を最優先に

要求する。 

２．文部科学省で策定中の「次期国立大学

法人等施設整備５か年計画」（平成２８

年～３３年）による，重点的整備項目の

老朽化改善整備，狭隘化解消整備，大学

附属病院の再生整備を考慮して要求す

る。 

また，学部等の再編に伴う施設整備に

ついては，必要性，緊急性等を検証して

要求する。 

３．そのほかの新築，増改築整備について

は，中長期にわたって建物維持管理費，

光熱水料が外部資金等で賄える建物に限

定して要求する。 

30年後の名古屋大学のイメージ        図表－2.92 




